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Ⅰ 法人の特徴 
 

 ◎基本理念 

本学は、20 世紀の社会と科学技術が顕在化させた「持続発展可能な社会の実現」に向けた課題を正

面から受け止め、農学、工学及びその融合領域における自由な発想に基づく教育研究を通して、世界の

平和と社会や自然環境と調和した科学技術の進展に貢献するとともに、課題解決とその実現を担う人材

の育成と知の創造に邁進することを基本理念とする。本学は、この基本理念を「使命志向型教育研究－

美しい地球持続のための全学的努力」（MORE SENSE：Mission Oriented Research and Education giving 

Synergy in Endeavors toward a Sustainable Earth）と標榜し、自らの存在と役割を明示して、21 世

紀の人類が直面している課題の解決に真摯に取り組む。 

【教  育】 

 本学は、学生の自主的・自律的な学習活動を尊重し、科学技術系の大学に相応しい学識、知の開拓能

力、課題探求能力、問題解決能力を兼ね備えた人材を育成する。 

本学は、科学技術系大学院基軸大学として、豊かな教養・高い倫理観と広い国際感覚を具備し、共生

社会を構築して人類社会に貢献できうる先駆的で人間性豊かな指導的研究者・技術者・高度専門職業人

を養成し、その社会的輩出に貢献する。 

【研  究】 

 本学は、人類社会の基幹を支える農学、工学及びその融合領域にかかわる基礎研究から科学技術に直

結する応用研究に至る「使命志向型研究」の遂行により、卓越した新しい知の創造を推進する。本学は、

高い倫理観をもって、持続発展可能な社会の構築に向けた、人と自然が共生するための「科学技術発信

拠点」としての社会的責任を果たす。                

【社会貢献・国際交流】 

 本学は、学術文化の発展と科学技術教育の基盤形成に参画し、諸研究機関、産業界、地域社会等との

連携・交流を推進することで、我が国の科学技術の昂進、産業の振興や地域の活性化と発展に貢献する。

本学は、世界平和の維持と人類福祉の向上に貢献することを目標に、健全な科学技術の発展に資する教

育研究活動の展開とその成果の発信を通じて、諸外国との学術的・文化的交流を深化させ、地球規模で

の共生持続型社会の構築に貢献する。 

【運  営】 

 本学は、国立大学法人としての設置目的と MORE SENSE の基本理念を踏まえ、構成員の協働を通して

自主的・自律的な運営を行う。本学は、環境に配慮し、人権を尊重するとともに、国立大学法人として

の公共性を自覚し、計画と評価を通じて、教育研究機関の特性を生かした組織・業務の見直しなど不断

の改革を進め、高い透明性と幅広い公開性を原則に社会に対する説明責任を果たす。  

 

◎大学の特徴 

本学は、明治７（1874）年に設置された内務省勧業寮内藤新宿出張所農事修学場及び蚕業試験掛をそ

れぞれ農学部、工学部の創基とし、昭和 24（1949）年に大学として設置され、前身校を含め 130 年に

も及ぶ歴史と伝統を有する大学である。 

 本学は、この建学の経緯から、人類社会の基幹となる農業と工業を支える農学と工学の二つの学問領

域を中心として、幅広い関連分野をも包含した全国でも類を見ない特徴ある科学技術系大学として発展

し、また、安心で安全な社会の構築や新産業の展開と創出に貢献しうる教育研究活動を行ってきた。 

本学は、社会的要請に応じて幾度かの改組再編を実施してきたが、平成 16(2004)年４月の国立大学法

人化に伴い、学部は農学部及び工学部、大学院は共生科学技術研究部、工学教育部（大学院博士前期・

後期課程）、農学教育部（修士課程）、生物システム応用科学教育部、連合農学研究科を教育研究上の

基本組織とする新たな国立大学法人として出発することとなった。平成 17（2005）年４月には専門職

大学院「技術経営研究科」を開設した。また、平成 18（2006）年４月から、大学院組織名の変更を行

い、共生科学技術研究部は「共生科学技術研究院」、工学教育部は「工学府」、農学教育部は「農学府」、

生物システム応用科学教育部は「生物システム応用科学府」と各々改称し現在に至っていることをあわ

せて付記する。したがって、本報告書及び添付資料等における「研究部」、「教育部」に係る表記は、各々

「研究院」・「学府」と読み替え願いたい。 
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Ⅱ 中期目標ごとの自己評価 
 

本学は「教育研究全般の質の向上に関する基本目標」として、次の指針を掲げている。 

 

◎教育研究全般の質の向上に関する基本目標 

○ 高度の教育研究を活発に展開するため、大学院基軸の教育研究体制を充実する。 

○ 他大学・他研究機関との連合・連携による教育研究を推進する。 

○ 教育に特化した大学院制度を新たに導入し、本学大学院の教育機能を拡大する。 

○ 健康と安全に十分配慮した教育研究環境を構築することを目標とする。 

 

また、「教育研究全般の質の向上に関する基本目標を達成するための措置」として、次の指針を掲げて

いる。 

 

◎教育研究全般の質の向上に関する基本目標を達成するための措置 

○ 研究部と教育部・学部の有機的連携を深め、研究部における先端的・学際的な研究成果を生かした

高度な専門教育を推進する。 

○ 平成18年度までに全学の教育活動の企画・調整・評価及びアドミッション・ポリシー等を推進する

ため、大学教育センターの機能を充実する。 

○ 学外研究機関等との連携・共同を推進し、大学院における教育研究の新分野への積極的な展開を図

る。 

○ 連合農学研究科設置校として教育研究を推進するとともに、その連合の在り方について積極的に検

討する。社会的ニーズに対応して、学生定員の拡充を図る。 

○ 獣医学科にあっては獣医学教育の充実を図り、岐阜大学大学院連合獣医学研究科の在り方について

積極的に検討する。 

○ 次世代に期待される先端的産業分野において不可欠な技術経営学と技術リスク学の両面を総合的か

つ実践的に教育し、もって双方の知見を融合的に併せ持った高度専門職業人養成のため、平成17年度か

ら専門職大学院の導入を図る。 

○ キャンパス・アメニティの総合整備計画を作成し、順次実施を図る。 

○ 教育研究環境における安全対策を進めるとともに、安全管理教育を計画的に実施する。 

○ その他、教育研究体制や制度を絶えず見直し、改善に向けた十分な検討の上、速やかに実行に移す。

 
具体的には、「教育研究全般の質の向上に関する基本目標」を達成するため、以下の「教育に関する

目標」以降の目標を達成することとしている。 
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１ 教育に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「教育の成果に関する目標」の達成状況分析 

   

  ①小項目の分析 
   ○小項目１「大学院基軸大学としての高度の教育を行い、その教育効果を常に検証し教育システ

ムを改善することにより、高度の専門性を身に着けた創造性、国際性豊かな人材を育

成する」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

   計画１－１「教育の成果を高めるため、全学的に教育部及び学部のカリキュラムの見直しを進

め、平成 18 年度から教育部・学部整合カリキュラムを導入する」に係る状況 

目標とする人材を育成し、さらなる教育の質の維持・向上を図るために、学士課程における

推薦入学者に対する入学前教育を実施し、受講者から基礎科目の理解が向上したとする評価結

果を得た (資料 1-1-1-1-1）。また、学生の自主学習の場や、他大学の講義を受講する機会を

提供するため、e ラーニング設備及び開講科目の拡充を行い、e ラーニング科目について、平

成 17 年度は５科目 103 人であったものが、平成 19 年度 10 科目 213 人と増加が見られた(資料

1-1-1-1-2）。 

平成 16 年度から教育改革検討委員会等において、従前のカリキュラムの課題等の検証とと

もに、新カリキュラムについて検討した。検討結果を受けて、平成 18 年度に、学士及び博士

前期（修士）課程との連携を図るため、学部生が大学院授業科目を受講できる「開放科目」、

大学院生が学部の授業を受講できる「強化科目」の新設を含む「整合教育カリキュラム」を導

入した。本カリキュラムの特徴は、下記表 1-1-A の通りである。平成 18、19 年度において、

151 名が強化科目を受講した。また、相互履修制度に基づき、専門職大学院「技術経営研究科」

科目の受講を奨励した結果、平成 19 年度には 39 名の学生が履修した（資料 1-1-1-1-3）。 

  

表 1-1-A 平成 18 年度カリキュラムの特徴 

事 項 目的等 出典 

①学府・学部整合教育の導

入（学士課程・大学院課程）

・大学院基軸大学として、大学院進学率の向上及

び教育歴の異なる入学生の増加に対応した、学部

教育と大学院教育の間の整合を目的とする。 

・「開放科目」・「強化科目」の新設。 

②融合科目の導入（学士課

程・大学院課程） 

 

・農工両分野に共通するテーマを科目として設定

し、両学部（３学府）の学生に、農学及び工学そ

れぞれ独自の視点、発想、価値観などに互いに接

する機会を与えることを目的とする。 

③教養科目の見直し（学士

課程） 

・社会からの要請、学生アンケート等に基づき、

従前の科目の一部廃止、新科目の設置など見直し

を実施する。 

④英語による開講科目の拡

充（学士・大学院課程） 

 

・将来、国際的な舞台での活躍を希望する学生に

対し、入学後早期からケーススタディを中心とし

た高い実務レベルの英語によるコミュニケーショ

ン能力の養成を図り、国際人としての素養を育む

ことを目的とする。 

・リテラシー科目（英語）の見直し、「資格試験英

語演習」の新設。 

・国際コミュニケーション演習の新設：外国人教

員と日本人教員による学生発表型授業。 

⑤リメディアル教育の充実

（学士課程） 

 

 

・入学者の学力不足問題等の対応のため、入学者

の学力、学科・コースの教育方針に合わせ適宜開

講科目と方法を策定し補習教育を実施することを

目的とする。 

資料 1-1-1-1-4 



東京農工大学 教育 

- 4 -

⑥キャリアアップ教育の導

入（学士課程・大学院課程）

・学習への動機付けも兼ねて、早い段階でキャリ

アアップ教育を実施する。 

⑦e-ラーニングの利用（学

士課程・大学院課程） 

 

・e-ラーニングの基盤設備を活用し、学生の自主

学習の場や、他大学の講義を受講する機会を提供、

さらにキャンパス間のリアルタイム配信による他

学部・他専攻科目受講の機会を設定する。 

・学部においては、入学前後の導入教育への e-ラ

ーニングの援用。 

・大学院科目における eラーニングの援用。 

⑧技術経営研究科との相互

履修制度に伴う大学院共通

科目の導入（大学院課程） 

・専門職大学院「技術経営研究科」と各教育部と

の相互履修制度を実施する。 

⑨CAP 制の完全実施（学士課

程） 

・CAP の上限単位数の統一化を図る。 

資料 1-1-1-1-4 

（出典：「教育改革検討委員会報告書：平成 18 年度カリキュラムの考え方」） 

 

資料 1-1-1-1-1 入学前教育実施状況（平成 16～19 年度）及び入学前教育アンケート（大学教育

ジャーナル、第３号、p83、2007 年３月） 

資料 1-1-1-1-2  e ラーニング科目の推移（第 19-３回大学情報委員会配付資料、平成 20 年３月

11 日開催） 

資料 1-1-1-1-3  相互履修状況（工学府【事例】：平成 18・19 年度）等 

資料 1-1-1-1-4  平成 18 年度カリキュラムの課題とカリキュラム案（「教育改革検討委員会報告

書：平成 18 年度カリキュラムの考え方」、p9、14-15、平成 17 年４月） 

 

 

計画１－２ウェイト「中期計画に記載されていない措置等」に係る状況 

平成 16 年度に「教育力・研究力向上のための全学的措置」として大学教育センターを設置

し、４名の専任教員、12 名の兼務教員、４名の事務職員を配置した。同センターは、全学教

育活動に係る調査・企画・立案等を実施した（資料 1-1-1-2-1）。 

同センターを中心に、本学の基本理念である学生の自主的・自律的な学習活動を尊重し、目

標とする高度の専門性を身に付けた創造性豊かな人材を育成するため、ものづくり実践力の養

成を中心とする教育として体験型導入教育プログラムを開発し、平成 19 年度「特色ある大学

教育支援プログラム」（興味と経験から学びを深化する基礎教育）に採択された (下記表 1-2-A

～B) 。これに続けて学生の実践力の養成につなげ、ものづくり教育力を向上させるため、平

成 18 年度、工学部に「ものづくり創造工学センター」を設置し、学部１年次及び３年次にお

けるものづくり教育に活用した（資料 1-1-1-2-2）。以上のような基礎教育から専門教育まで

一貫してものづくりマインドを醸成する教育を受けた学生の自主的活動により「NHK 大学ロボ

コン 2006」に優勝する等の成果が得られた（資料 1-1-1-2-3）。 

 

表 1-2-A 「興味と経験から学びを深化する基礎教育」プログラム概要 
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表 1-2-B SEED モデルの説明 

 
       （出典 平成 19 年度「特色ある大学教育支援プログラム」：「興味と経験から学びを深

化する基礎教育（４つの段階を踏む教育モデル－SEED）」申請書【抜粋】） 

 

資料 1-1-1-2-1  「教育力・研究力向上のための全学的措置について」（平成 16 年５月 24 日開催、

役員会配付資料等【抜粋】） 

資料 1-1-1-2-2  「ものづくり創造工学センター」概要 

資料 1-1-1-2-3  東京農工大学学報（449 号、2006.6.15） 

 

b)「小項目１」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）目標とする人材を育成するため、本学の教育目的に沿って、さらなる教育の質の維

持・向上を図るため、全学教育活動に係る調査・企画・立案等を実施する大学教育センターを

重点的な取組として設置した。教育改革検討委員会及び同センター等が中心となり、自己点検・

評価を実施して、開放科目、強化科目等を含んだカリキュラム（整合教育カリキュラム）を平

成 18 年度に導入した。本カリキュラムにより国際コミュニケーション演習等の新科目を実施す

ることで国際性豊かな人材育成が可能となった。また、大学院課程では e ラーニング科目の導

入、専門職大学院「技術経営研究科」科目の受講を奨励した。一方、高度の専門性をもつ創造

性豊かな人材育成のために、ものづくり教育を推進し、その結果としてロボットコンテストに

優勝するなどの成果が得られた。以上のことから、目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

○小項目２「【学士課程】農学又は工学に関する基礎的専門知識を持ち、豊かな教養に基づいた健

全な科学的思考や倫理観を持ち、生涯にわたり自己啓発できる人材を育成する」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

教養教育の成果に関する具体的目標の設定 

計画２－１「多様な入学生に対応した導入教育を実施する他、農工融合科目群を平成 18 年度

から導入する」に係る状況 

多様な入学生に対応するため、平成16年度に、大学教育センターにおいて、導入教育セミナ
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ーを実施するとともに、学力低下問題とその対応策について研究し、推薦入試による入学予定

者を対象に入学前教育を試行的に実施した。また、平成17～19年度に推薦入学生（工学部等）

に対する入学事前学習支援プログラムを実施した（資料1-1-1-1-1、p4）。入学後教育として、

基礎ゼミ、希望者を対象とした補習教育（物理学、化学及び生物学）等を実施した（資料

1-1-2-1-1）。また、目標とする人材を育成するために、平成18年度カリキュラムにおいて、農

学及び工学双方の視点、発想、価値観の違いを感じ取り、広い視野を身に付けることを目的と

した「融合科目」を設置し、平成20年度後期より12科目、74名の教員集団による実施を決定し

た（資料1-1-2-1-2）。 

本カリキュラムでは、ｅラーニングの活用により教育効果を高めるため（資料1-1-1-1-4、

p4）、大学教育センターでは、e ラーニングによる入学後教育の英語自主教材として、アルク・

ネットアカデミーの「スーパースタンダードコース」を導入し、平成18年10月から運用を開始

した（資料1-1-2-1-3）。その結果、平成18年度は291名、平成19年度には350名の学生が受講し、

企図した英語教育の推進が実現した 

平成 19 年度には、上記の導入教育の実績・成果に基づき、体験型基礎教育の“SEED”モデ

ルを開発して「特色ある大学教育支援プログラム」に応募し採択された（上記表 1-2-A、p4）。

その結果、平成 19 年度後期に２科目の SEED 科目を実施したところ、授業に対する満足度が向

上するという評価結果を得た (資料 1-1-2-1-4）。 

 

資料 1-1-2-1-1 農学部履修案内（p8、2007） 

資料 1-1-2-1-2 工学部履修案内（p36、2007）及び融合科目責任教員選出表  

資料 1-1-2-1-3 大学教育センター自己点検・評価書（p18、平成 19 年２月、東京農工大学教育

センター）及びアルク・ネットアカデミー受講者数 

資料 1-1-2-1-4  SEED 科目授業評価結果（総合満足度） 

 

教養教育の成果に関する具体的目標の設定 

計画２－２「社会とのインターフェースとしての教養及び基礎知識、能力の涵養を図るため、

技術系大学固有の教養教育を充実させる」に係る状況 

大学教育センターを中心に、教養教育のあり方及び平成 12 年度カリキュラム改革の成果に

ついて調査研究を実施し、セミナー等で発表した（資料 1-1-2-2-1）。平成 16～17 年度には、

上記の調査研究の成果を踏まえて、教育改革検討委員会等において、教養教育の見直しを含め

た平成 18 年度カリキュラムを検討・導入した。本カリキュラムにおいて、社会からの要請、

学生アンケート等に基づき、従前の教養科目の一部廃止、新科目の設置などの見直しを実施し

た他、「国際化」に配慮した英語による開講科目の拡充を実施した（資料 1-1-1-1-4、p４）。 

 

資料 1-1-2-2-1 大学教育センター自己点検・評価書（p12、平成 19 年２月、東京農工大学大学

教育センター） 

 

b)「小項目２」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）目標とする人材を育成するため、多様な入学生に対応した導入教育を実施し、社会

からの要請等に配慮した教養科目の見直し、融合科目の新設を含んだ平成 18 年度カリキュラ

ムを導入し、人材養成目的に合致する教育が遂行されている。以上のことから、目標の達成状

況が良好であると判断する。 

 

○小項目３「【学士課程】大学院進学と職業人としての社会進出に必要な素養を持った人材を育成

する」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

専門教育の成果に関する具体的目標の設定 

計画３－１「専門知識の体系的把握を促進するために、現行科目内容の見直し及び改善、専門

教育体系の検討を実施し、平成 18 年度から農工融合科目群を含む新カリキュラム

を実施する」に係る状況 

本学カリキュラムは、教養科目及び専門科目から構成する。また、専門科目は、基礎・専門

教養科目（専門教養科目・専門基礎科目）、学科専門科目から構成されている（資料 1-1-1-1-4、
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p4）。大学教育センターを中心に、教養教育のあり方と同様に、専門基礎科目の調査研究を実

施した。平成 18 年９月より研究会「化学プロジェクト」を開始し、初年次学生向けの新しい

形のモデル授業の開発を目指し、授業の内容、方法、評価などについて、具体的な検討を実施

した（資料 1-1-3-1-1、検討結果に基づき、平成 19 年度に農学部で教養教育「化学」を開講）。

また、平成 16～17 年度には、教育改革検討委員会等において、基礎・専門教養科目の位置づ

けについて検討するとともに、「融合科目」の新設、現行科目の見直しを含めた平成 18 年度カ

リキュラムを導入した（資料 1-1-1-1-4、p4）。本カリキュラムの対象学年は３年次以降であ

り、平成 19 年度採択された学生活動支援プログラムにおいて企画された新しい地球人コンテ

ストに対象学年の学生から応募された企画内容をみると、本カリキュラムに基づく、ものづく

り一日体験プログラムや耕地の会等の獲得した専門知識をもとにした企画が多数提案されて

おり、その教育効果を把握できる(資料 1-1-3-1-2)。 

 

資料 1-1-3-1-1 大学教育センター自己点検・評価書（p13、平成 19 年２月、東京農工大学大学

教育センター） 

資料 1-1-3-1-2 新しい地球人をつくるプロジェクト（東京農工大学 Web サイト） 

 

卒業後の進路等に関する具体的目標の設定 

計画３－２「幅広い進路の選択が可能なように、専門知識及び能力を身に着けさせる」に係る

状況 

     本計画においては、幅広い進路の選択が可能なように、下記表 3-2-A の通り、キャリアアッ

プ及びインターンシップ教育を拡充することにより、これを達成することとした。なお、就職

に係る支援及び大学院課程学生のキャリア支援事業については、以下の中項目（４）計画１－

12（p44）において述べる。 

以上の取組及び各学部における教育の成果として、学生は学部の教育目的や養成する人材像

に照らして専門知識及び能力を身に付け、多様な進路を選択している（資料 1-1-3-2-1）。 

 

表 3-2-A キャリアアップ及びインターンシップ教育（平成 16～19 年度） 

区  分 事業内容 実施年度（出典）

キャリアアップ

教育 

・１・２年生に対して、キャリアアップ教育を試行実

施 

・大学教育委員会において「キャリアアップ教育プロ

グラム計画」の検討 

・１・２年生対象のキャリアアップセミナーの実施 

・キャリアデザイン講座（府中地区）及び OB によるキ

ャリアアップ講座（小金井地区）の実施 

平成 16～17 年度 

 

平成 17 年度 

 

平成 18 年度 

平成 19 年度 

（資料 1-1-3-2-2

参照） 

インターンシッ

プ教育 

 

 

・大学教育委員会等で実態調査・検討 

・大学教育センターにおいて、インターンシップの全

国的な実施状況を調査・解析し、その充実に向けて

の提言の実施 

・学科専門科目「インターンシップ」を中心に、オリ

エンテーション、学生への事前指導等を実施し、21

名のインターンシップ派遣を実施（工学部） 

・官公庁等が行うインターンシップ（就職体験実習等）

に６名が応募・参加（農学部） 

平成 16～17 年度 

平成 17 年度 

 

 

平成 19 年度 

（下記表 3-2-B 参

照） 

（出典 東京農工大学調査データ） 
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表 3-2-B インターンシップ科目シラバス（工学部）【事例】 

・・・（以下、省略）・・・ 

（出典 東京農工大学 Web サイト） 

 

資料 1-1-3-2-1 進路・就職状況〔平成 20 年３月時〕（大学案内、2008） 

資料 1-1-3-2-2 キャリアデザイン講座等実施状況（平成 18・19 年度）等 

 

卒業後の進路等に関する具体的目標の設定 

計画３－３「大学院進学率の向上に合わせ、平成 18 年度から教育部・学部間の整合教育を実

施する」に係る状況 

 大学院進学率の向上に合わせ、平成 16 年度から教育改革検討委員会等において、新カリキ

ュラムについて検討した結果、平成 18 年度に、学士及び博士前期（修士）課程との連携を図

った「整合教育カリキュラム」を導入した（資料 1-1-1-1-4、p4）。本カリキュラムにおいて、

進学意欲があり、かつ優秀と認められる学士課程の学部生は大学院授業科目「開放科目」を受

講でき、大学院の開講科目４単位までの履修を認め、進学後に単位を認定される。また、認定

した単位は修了要件に算入できるものとした（資料 1-1-1-1-3、p4）。 

 

教育の成果・効果の検証に関する具体的方策 
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計画３－４「学生及び教員による授業評価、教育環境の調査、卒業後の進路状況、卒業生及び

受入れ企業・機関からの意見聴取等によって、教育効果の恒常的な評価を実施する」

に係る状況 

学士課程における教育の成果・効果を検証するため、大学教育センターを中心として、下記

表 3-4-A の多様な取組を実施し、本調査結果等を自己点検・評価、カリキュラムの見直し等に

活用した。 

 

表 3-4-A 授業アンケート等の実施及び活用状況（平成 16～19 年度） 

対  象 実施内容（実施年度） 成果（出典） 

学生及び教員 ・大学教育センターにおいて、「学生による授業評

価」及び「教員による授業自己評価」として、授

業評価アンケートの実施（平成 16～19 年度） 

・成績評価報告について分析（平成 17 年度） 

・学生生活実態調査の実施（平成 17 年度） 

分析結果を教員へ個別にフィー

ドバックするとともに、集計結

果を報告書などにまとめて公表

及び改善措置を実施（資料

1-1-3-4-1～2） 

卒業生・修了

生等 

・大学教育センターにおいて、卒業生・受入れ企業

等に対するインタビューによる調査の実施（平成

17・18 年度） 

・卒業後５年・10 年を経過した本学卒業生を対象と

するアンケートの実施（平成 17 年度） 

・卒業時アンケート調査の実施（平成 16～19 年度）

大学全体及び各部局等における

自己点検・評価、カリキュラム

の見直し等に活用、全教職員に

公開（資料 1-1-3-4-1、3） 

教育研究環境 ・大学教育委員会等において講義室等の施設実態調

査の実施（平成 16～19 年度） 

アメニティ整備計画の作成等に

利用（資料 1-1-3-4-4） 

（出典 東京農工大学調査データ） 

資料 1-1-3-4-1 大学教育センター自己点検・評価書（p22-24、平成 19 年２月、東京農工大学大学

教育センター） 

資料 1-1-3-4-2 2004～2007 授業アンケート学生分の比較（大学教育センター） 

資料 1-1-3-4-3「卒業生へのアンケート－東京農工大へのカリキュラム教育環境について－」実施

報告（p4、平成 17 年９月） 

資料 1-1-3-4-4 平成 17 年度に係る業務の実績に関する評価結果【抜粋】 

 

b)「小項目３」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）目標とする人材を育成するため、大学院進学率の向上に合わせ、基礎・専門教養科

目の位置づけについて検討するとともに、平成 18 年度に現行科目の見直し等を含めた「整合

教育カリキュラム」を導入した。また、社会への進出に必要な教育として、キャリアアップ及

びインターンシップ教育を拡充した。学士課程における教育の成果・効果は、学生による授業

評価アンケート、卒業生アンケート等により把握し、教育内容の改善、自己点検・評価、カリ

キュラムの見直し等に結びつけている。以上のことから、目標の達成状況が良好であると判断

する。 

 

○小項目４「【大学院課程】科学技術の高度化、学際化に対応し、独創性と実行力を備えた高度

な専門能力を持つ職業人や研究者を育成する」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

大学院課程の成果に関する具体的目標の設定 

計画４－１「確かな専門能力の育成のため、学部教育との整合性を持った大学院修士課程また

は博士前期課程のカリキュラムを体系的に整備し、平成 18 年度から整合教育カリ

キュラムを実施する」に係る状況 

目標とする人材を育成し、教育の質の維持・向上を図るために、平成 16 年度から教育改革

検討委員会等において、従前のカリキュラムの課題等を検証するとともに、新カリキュラムに

ついて検討した。その結果、学士及び博士前期（修士）課程との連携を図るため、大学院生が

学部の授業を受講できる「強化科目」の新設を含む「整合教育カリキュラム」を平成 18 年度

に導入した。「強化科目」では、他大学、他学部、他学科の卒業生など、他の教育課程の専門

教育を受けた入学生及び未履修者は、指導教員が教育上有益と認める場合、これらの科目を履

修できる。専攻によっては、修得単位の内、４単位以下を課程の修了に必要な単位として認定
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する（資料 1-1-1-1-3、p4）。平成 18、19 年度において強化科目の受講者数は、151 名である。

また、本カリキュラムを受講した学生の修了時における満足度調査によれば、平成 17 年度が

５点満点で 4.2 であったものが、平成 19 年度には 4.34 と向上し、企図した目的に対して、学

生は十分な評価を与えている（資料 1-1-4-1-1）。 

さらに、独創性と実行力を備えた高度な専門力を持つ人材養成目的の成果として、平成 15

において大学院課程学生による国内外における学会発表総数が 1,637 件であるのに対して、平

成 19 年度には 2,284 件と大幅な増加が見られた（資料 1-1-4-1-2）。 

 

資料 1-1-4-1-1 平成 17・19 年度卒業生・修了生アンケート結果報告【抜粋】 

資料 1-1-4-1-2 平成 15・19 年度学会発表総数（大学院課程学生対象） 

 

計画４－２「中期計画に記載されていない措置等」に係る状況 

本学は、平成 14 年度に採択を受けた文部科学省 21 世紀 COE プログラム（「ナノ未来材料」、

「新エネルギー・物質代謝と生存科学の構築」）の効果的かつ積極的な運営を念頭に、学長の

強力なリーダーシップにより、教育組織と研究組織を分離し、本学の全ての分野を「拠点」「部

門」として改組再編を行い、単一の研究組織の「大学院共生科学技術研究院」（以下「研究院」

という）を設置した。これにより、学部・学府の壁を超えた柔軟な融合・共同研究の実施、こ

れらの研究成果に基づく教育・人材育成環境の構築が可能となった（資料 1-1-4-2-1）。 

最先端の研究成果を教育面で活用するため、独自の拠点用講義カリキュラムとして、「COE

特別講義Ⅰ～Ⅲ」及び「COE国際コミュニケーションⅠ～Ⅲ」及び「アドバンスト科目」を開

講するとともに、平成17年度からCOEコロキューム、他大学との合同シンポジウム、発表会等

を開催して、COE所属の大学院学生に個々の研究成果の発表及び議論を義務づけるなどの取組

を実施した（資料1-1-4-2-2）。教育効果を示す一つの指標として、COE所属の大学院学生の学

会発表、学術雑誌等への論文等の発表数を下記表4-2-Aに掲げる。本プログラム開始時に比べ

て、その成果は着実に表れている。さらに、平成18～19年度の大学院融合科目として「COE特

別講義」を開講するなど、その成果を他学府・専攻の学生へ広げる取組として実施した。 

 

表4-2-A 大学院学生の学会発表、学術雑誌等への論文等発表数【事例】 

・（「ナノ未来材料」事業推進担当教員所属の全ての専攻対象） 

区分 ［1］H14.1-12 ［2］H18.1-12 率（［2］/［1］） 

国内 199回 229回 115.1％
学会発表数 

国外 77回 109回 141.6％

学術雑誌等への論文発表

数 ※（ ）はレフェリー

付学術雑誌発表数で内数

124回

（27回）

216回 

（163回） 

174.2％

（603.7％）

・「新エネルギー・物質代謝と生存科学の構築」事業推進担当教員所属の全ての専攻対象） 

区分 ［1］H14.1-12 ［2］H18.1-12 率（［2］/［1］） 

国内 191回 303回 158.6％
学会発表数 

国外 53回 96回 181.1％

学術雑誌等への論文発表

数 ※（ ）はレフェリー

付学術雑誌発表数で内数 

115回

（104回）

152回 

（142回） 

132.2％

（136.5％）

（出典 21世紀COEプログラム 平成14年度採択拠点事業結果報告書【参考データ】） 

 

上記COEによる教育プログラムの経験や蓄積した知見をさらに発展させて、平成19年度に文

部科学省「大学院教育改革支援プログラム」に応募した結果、「科学立国人材育成プログラム」

が採択された（下記表4-2-B）。このことは高度な専門教育を実施する上で、上記の取組が着実

な成果をあげていることを示している。 
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表4-2-B 「科学立国人材育成プログラム」（工学府） 

 
・・・（以下、省略）・・・ 

 

（出典 東京農工大学Webサイト） 

 

資料 1-1-4-2-1 国立大学法人東京農工大学概要【平成 19 年度】（p8、2007） 

資料 1-1-4-2-2 21 世紀 COE プログラム平成 14 年度採択拠点事業結果報告書（p5-6）【抜粋】

 

大学院課程の成果に関する具体的目標の設定 

計画４－３「国際性、学際性を身に着けさせるための、eラーニング・遠隔授業システムの整

備、他大学院との単位互換等を進める」に係る状況 

下記表 4-3-A の通り、eラーニング・遠隔授業システムを整備し、講義支援・他大学院との

単位互換等に活用した。また、技術経営研究科（MOT）においては、講義支援システムとの連

動した遠隔授業を通常の授業として実施した。連合農学研究科では、一大学のみでは網羅しが

たい分野を相互に補いつつ、教育研究の質の維持・向上を図るため、学術情報ネットワーク

（SINET3）を利用して、本学が中心となり連携する 18 大学を結ぶ「多地点制御遠隔講義シス

テム」を平成 20 年度に導入する計画である（表 4-3-B 参照）。 

単位互換については、特に、国際性を身に付けさせるため、米国パデュー大学との単位互換

協定を締結した。また、単位互換協定を締結している他大学大学院科目の単位互換開放科目、

遠隔授業等、他専攻科目、融合科目、他学府等の授業科目に係る修得単位は、専攻によっては

10 単位まで修了に必要な単位数に算入できることとした（資料 1-1-1-1-3、p4）。平成 19 年度

の他大学大学院科目の単位互換の状況については、資料 B2-2008 入力データ集：№4-2 他大

学との単位互換の実績の通りである。 

連合農学研究科では、平成 19 年度から、研究科共通科目として、海外フィールド実習と海

外短期集中コースを設置した。海外フィールド実習では、学生をアジア地域の姉妹校（ベトナ

ム・カントー大学、インドネシア・ボゴール農科大学、タイ・チェラロンコン大学等）に２週

間派遣し、現場での実習を通して、国際的視点から博士研究を遂行させる（下表 4-3-C 参照）。

また、海外短期集中コースでは、選抜された優秀な学生を姉妹校であるカリフォルニア大学デ

ービス校に派遣し、デービス校との共同プログラムに参加させる。 

以上の教育課程を推進した成果として、大学院課程学生の国際学会等における発表件数は、

平成 15 年度 388 名であるのに対して、平成 19 年度には 500 名と大きく増加した（資料

1-1-4-1-2、p10）。 

 

表 4-3-A e ラーニング・遠隔授業システムの整備・運用状況（平成 17～19 年度） 

区 分 実施内容（実施年度） 出典（関係部局） 

環 境 整 備 状 況 ・eラーニング環境を継続的に整備（平成 17～19 年度） 資料 1-1-4-3-1 

運 用 状 況 ・研究科専用の講義支援システムにより、通常の授業を

e ラーニングにより実施。各授業のビデオ化を行い、

同システムにより配信し、復習・補修に活用（平成 17

～19 年度） 

・eラーニングによる大学院科目 12 科目を配信、推進の

資料 1-1-4-3-2（技術

経営研究科） 

 

 

資料 1-1-1-1-2（p4）
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ために、eラーニング科目作成経費を支援（平成 19 年

度） 

・工学系大学教育連携協議会単位互換科目として３科目

を e ラーニングにより提供〔※同協議会構成の 12 大

学から 20 科目をラーニング配信〕（平成 19 年度） 

・融合科目である「生物システム応用科学研究概論」の

eラーニング化の実施（平成 19 年度） 

（工学府、農学府、生

物システム応用科学

府等） 

（出典 東京農工大学調査データ） 

表 4-3-B  

 

（出典：「大学情報委員会配付資料」） 

 

表 4-3-C  

・・・（以下、省略）・・・ 

（出典 海外フィールド実習派遣実施要項） 

資料 1-1-4-3-1 e ラーニング整備状況（第 19-３回大学情報委員会配付資料） 

資料 1-1-4-3-2 遠隔講義システム及びｅラーニングの活用（東京農工大学 Web サイト） 
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大学院課程の成果に関する具体的目標の設定 

計画４－４「科学技術の高度化、学際化、情報化、国際化に対応できる修士課程、博士前期・

後期課程のカリキュラムを体系的に整備した新カリキュラムを平成 18 年度から導

入し、シラバスを策定する」に係る状況  

平成 16 年度から、科学技術の高度化、学際化、情報化、国際化に対応するために、教育改

革検討委員会等において、従前のカリキュラムの課題等を検証するとともに、新カリキュラム

について検討した。その結果、学士及び博士前期（修士）課程との連携、外国語科目の見直し

等を含む「整合教育カリキュラム」を平成 18 年度に導入した（資料 1-1-1-1-4、p4）。また、

学際化、情報化のために科学技術振興調整費の支援によって、工学府情報工学専攻（博士前期

課程）にユビキタス＆ユニバーサル情報環境専修（以下「UU 専修」という）を設置した。本

専修では、ヒューマンインタフェースに関する総合的な技術力を身に付け、人間中心設計の思

想に基づいて「ユビキタス＆ユニバーサル」な情報環境の構築、さらには、それにまつわる問

題を解決できる人材の養成を教育目的としている（資料 1-1-4-4-1）。 

シラバスについては、平成 16～17 年度に、大学教育センターにおいて、「シラバス作成ガイ

ドライン」を作成するとともに、シラバスの充実及び活用を図った（資料 1-1-4-4-2）。平成

18 年度の学務情報システム（SPICA）導入を契機として、大学院シラバスを学部シラバスとと

もに統合することになった。そこで、大学教育センターではシラバス内容の標準化と学生への

より多くの情報を提供するため、シラバスガイドラインを見直し、非常勤講師を含む全教員に

シラバス作成を依頼した。同システムの利用を促すとともに、「ガイドライン」によりシラバ

スの入力、内容の更新について周知、促進した（資料 1-1-4-3-3）。その結果、シラバスを見

たとする学生の割合が平成 17 年度 33％であるのに対して、平成 19 年度 46％と上昇する効果

が見られた（資料 1-1-4-4-4）。また、カリキュラムに関する評価項目が、５点満点で平成 17

年度 3.2 だったものが平成 19 年度 3.55 に向上し、総合評価では 4.2 が 4.34 となった（資料

1-1-4-1-1、p10）。 

 

資料 1-1-4-4-1 ユビキタス＆ユニバーサル情報環境専修の概要（東京農工大学 Web サイト） 

資料 1-1-4-4-2 「シラバス作成ガイドライン」（平成 18 年度大学機関別認証評価自己評価書添

付資料） 

資料 1-1-4-4-3  シラバス作成依頼（平成 19 年８月 29 日付）【抜粋】等 

資料 1-1-4-4-4 2005 年度前期・2007 年度前期学生に対する授業アンケート調査集計速報〔大学

院学生〕（大学教育センター） 

 

修了後の進路等に関する具体的目標の設定 

計画４－５「専門知識と専門技術を生かすことができる幅広い分野への一層の進出を図るため

に、技術経営（MOT）、知的財産関係の専門的知識技術、技術・経営リスク管理の教

育を通じ、新事業に挑戦する意思と技術・経営リスク管理に関する能力を持った人

材の育成を目指す」に係る状況 

平成 17 年度に、「教育力・研究力向上のための全学的措置」により実務家８名を含む教員

組織を整備して、企業を取り巻く技術リスクを予見し、それらを正しく評価した上で、先端技

術ビジネスを創出し、技術リスク管理を企画・政策化できる高度専門職業人養成を目的とする

技術経営研究科（MOT）を設置した。同研究科では、技術経営及びリスク経営に関する体系的

な教育コースを編成し、実施した（資料 1-1-4-5-1）。本研究科の教育プログラムは評価され

て、いくつかの公募型教育プログラムに採択されるとともに、平成 19 年度には国際標準化機

構（ISO）が制定した「ISO 高等教育賞」に入賞した（資料 1-1-4-5-2）。  

平成 18～19 年度には、同研究科の科目を他学府の学生が受講できる相互履修制度を検討し、

整備した（資料 1-1-1-1-3、p4）。その結果、平成 19 年度には 39 名の工学府学生が MOT の授

業科目を受講するという成果が得られた。 

 

資料 1-1-4-5-1 専門職大学院「技術経営研究科」概要（東京農工大学 Web サイト） 

資料 1-1-4-5-2 東京農工大学学報（第 466 号、2007.11.15）【抜粋】 

 

教育の成果・効果の検証に関する具体的方策 

計画４－６「学生及び教員による授業評価、教育環境の調査、修士・博士の学位取得状況、修



東京農工大学 教育 

- 14 -

了後の進路状況、修了生及び受入れ企業等からの意見聴取等によって、教育効果に

ついて恒常的な評価を実施する」に係る状況 

大学院における教育の成果・効果を検証するため、大学教育センターにおいて、学生による

授業評価及び教員による授業自己評価として、授業アンケートを実施した（資料 1-1-3-4-2、

p9）。また、修了生及び受入れ企業に対するインタビューによる調査（資料 1-1-3-4-3、p9）、

修士・博士の学位取得状況、修了後の進路状況、教育研究環境調査（資料 1-1-3-4-4、p9）を

行った。本調査結果等は自己点検・評価、カリキュラムの見直し等に活用された。 

    

b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断)目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）目標とする人材を育成するため、専門職大学院を設置するとともに、整合教育、相

互履修等を可能とする平成 18 年度カリキュラムや UU 専修プログラムを導入した。また、21 世

紀 COE プログラムの成果を活かす取組を実施し、大学院改革のための教育プログラムにつなが

るという顕著な成果を得た。学務情報システムの導入に伴う大学院のシラバスの充実及び eラ

ーニング、遠隔講義（授業）システムの設備の充実を図り、他大学院との単位互換等に活用し

た。さらに、大学院課程における教育の成果・効果を把握するため、大学院学生による授業ア

ンケート、修了生アンケート等を実施し、教育内容の改善等に結びつけている。以上のことか

ら、目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 

②中項目１の達成状況 

(達成状況の判断)目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）目標とする人材を育成するため、大学院基軸大学として、学士課程と大学院前期課

程（修士課程）との連携を目指した平成 18 年度カリキュラムを導入した。本カリキュラムにお

いては、学士課程及び大学院課程における目標に応じた教育編成を行うとともに、e ラーニン

グの整備、シラバスの充実等を実施した。また、技術リスクに特化した専門職大学院技術経営

研究科を開設し、その知見を他学府の学生に提供できる制度を整備した。これらの取組につい

ては、検証及び自己点検・評価を実施し、改善に結びつけている。以上のことから、目標の達

成状況が良好であると判断する。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

(優れた点)１．従前のカリキュラムの成果、教育効果等の検証を行った上で、教育の質の向上を

図るため、学士及び博士前期（修士）課程との連携（整合教育）を目的とした平

成 18 年度カリキュラムを導入した（計画１－１）。 

（改善を要する点）１．平成 18 年度の学務情報システム導入に伴い、本システムを利用したシ

ラバス作成及び活用が可能となり、利用する割合も向上しているが、さ

らに同システムの利用、内容の更新を推進する必要がある（資料４－４）。 

（特色ある点）１．本学の教育の成果・効果等を検証するために、卒業生に対するアンケート調

査を実施するとともに、卒業生及び受入れ企業等を対象とした独自のインタ

ビュー調査を定期的に実施している（計画３－４）。 

２．目標とする人材を育成するため、専門職大学院を設置するとともに、整合教

育、相互履修等を可能とする平成 18 年度カリキュラムや UU 専修プログラム

を導入している（計画４－４及び４－５）。 
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(２)中項目２「教育内容等に関する目標」の達成状況分析 

   
アドミッション・ポリシーに関する基本方針 

○小項目１「【学士課程】自然や科学技術に関心を持ち、常に自己を啓発し、実行力に優れ、社

会で活躍することを目指す学生を国内外から広く受入れる」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 

計画１－１「大学入試センター試験の利用教科・科目、傾斜配点や個別入試の出題科目及び入

学試験ごとの募集人員の配分等を含む学力検査方法全般の研究を推進する」に係る

状況 

平成 16 年度から大学教育センター及び入学者選抜方法研究小委員会等において、大学入試

センター試験の利用教科・科目、傾斜配点等、個別入試の出題科目・募集人員の配分に係る調

査研究を実施した（資料 1-2-1-1-1）。本結果に基づき、下記計画１－２の受入れ方策につい

て検討を行い、実施した。 

 

資料 1-2-1-1-1 「入学者選抜に係る調査研究」（平成 18 年度大学機関別認証評価自己評価書添

付資料） 

 

アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 

計画１－２「受験者の多様化に対応し、AO 入試も視野に入れ、入学者受入れ方策を充実する」

に係る状況 

大学教育センター及び入学者選抜方法研究小委員会等において、AO入試を含めた入学者受入

れ方策について上記計画１－１に基づき調査研究を行った。 

その結果を踏まえて、アドミッション・ポリシーにある「自然や科学技術に関心を持って自

己を啓発する能力」を持つ学生を求めるため、両学部とも大学入試センター試験で理科、数学

２教科を、個別学力検査の前期日程試験では数学（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ａ、Ｂ、Ｃを含む）、理科１

科目（Ⅰ、Ⅱを含む）を課した。さらに、基礎学力に配慮し個別学力検査において、前・後期

試験で英語を課した。農学部においては、アドミッション・ポリシーに適合した学生を受け入

れるために、英語または小論文を選択できるよう配慮した（資料1-2-1-2-1）。また、受入れ

方策改善の一環として、農学部（環境資源科学科）では、平成22年度からAO入試を導入する方

針を決定した（下記表1-2-A）。平成20年度には、文部科学省「理数学生応援プロジェクト」に

おいて、本学提案のSAILプロジェクトが採択され、アドミッション・ポリシーに沿った新たな

入試制度の実施体制が整った（下記表1-2-B）。 

 

表 1-2-A AO 入試について 

 
・・・・（中略）・・・・ 

・・・・（以下、省略）・・・・ 

    （出典 東京農工大学 Web サイト） 
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表 1-2-B 「SAIL プロジェクト」概要 

（出典 東京農工大学学報） 

 

資料 1-2-1-2-1 平成 20 年度東京農工大学一般選抜募集要項（東京農工大学 Web サイト） 

 

アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 

計画１－３「多様な手段を利用して、アドミッション・ポリシーの周知・広報の充実を図る」

に係る状況 

定期的なキャンパスツァーの実施（参加者の増加：平成 17 年度 785 名→平成 19 年度 818

名）、学部説明会の開催、大学案内の配付、Web の整備等を通して、効果的な入試広報を行う

とともに、アドミッション・ポリシーの周知、広報の充実を実施した（資料 1-2-1-3-1）。そ

の結果、下記表 1-3-A に示す通り、ポリシー掲載の Web ページへのアクセス件数が、平成 16

年度の 1,668 件に比べて、平成 19 年度は 12,887 件と大幅な伸びを示しており、その効果を把

握できる。 

 

     表 1-3-A アドミッション・ポリシー周知状況 

（平成 16・19 年度アクセス件数）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （出典 東京農工大学調査データ） 

資料 1-2-1-3-1 「オープンキャンパス情報」（東京農工大学 Web サイト） 

 

b)「小項目１」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）目標に沿った学生を受け入れるため、大学入試センター試験の利用教科・科目、傾

斜配点等を含む学力検査方法全般の研究を推進するとともに、アドミッション・ポリシーに沿

った受入れ方策の改善を実施した。また、入試広報の充実を図るとともに、アドミッション・

ポリシーの周知を図り、ホームページのアクセス数やキャンパスツアーの参加者増など様々な

（単位：件） 

年度 

区分 

平成 

16 年度 

平成 

19 年度 

学外 1,372 12,025

学内 296 862

合計 1,668 12,887
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成果が得られている。以上のことから、目標の達成状況が良好であると判断する。 

 
教育理念や教育目標に連動したカリキュラム・デザインの基本方針 

○小項目２「【学士課程】学習意欲の向上と探究心を育成できる授業形態を構築するとともに、学

生が自律的に学習できるカリキュラムを提供する」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 

計画２－１「農学、工学及び融合領域分野の教育に必要な基礎・専門科目の体系的カリキュラ

ムを平成 18 年度から導入する」に係る状況 

 教育の質の維持・向上を図るために、平成 16 年度から教育改革検討委員会等において、従

前のカリキュラムの課題等を検証するとともに、新カリキュラムについて検討した。その結果、

農工両分野に共通するテーマを科目として設定し、両学部（３学府）の学生に、農学及び工学

それぞれ独自の視点、発想、価値観などに互いに接する機会を与えることを目的とする「融合

科目」を平成 18 年度に導入した（資料 1-1-1-1-4、p4）。融合科目は平成 20 年度後学期より

開始予定で、実施日程、74 名の担当教員、12 の科目テーマが決定し、シラバスを作成して学

生に周知する段階となった（資料 1-1-2-1-2、p6）。 

 

教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 

計画２－２「教養教育と専門教育のくさび形編成をより徹底し、教育効果を高める」に係る状

況 

平成 12 年度カリキュラム改革により導入した「くさび形編成カリキュラム」を、平成 16

年度以降も実施した。平成 18 年度カリキュラムにおいて、くさび形編成カリキュラムの一部

を改善し、専門教育の効果を高めた（資料 1-2-2-2-1）。なお、大学教育センターにおいて、

平成 12 年度カリキュラム改革の成果を点検し、くさび形教育について検証するため、センタ

ーセミナーを平成 17 年度に開催した。（資料 1-1-2-2-1、p6）。 

   

資料 1-2-2-2-1 平成 18 年度カリキュラムの課題とカリキュラム案（「教育改革検討委員会報告

書：平成 18 年度カリキュラムの考え方」、p3、7、8、平成 17 年４月） 

 

教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 

計画２－３「CAP 制の徹底化、リテラシー教育の改善、インターンシップ制度の拡充を図ると

ともに、JABEE 等の認定への対応に配慮したカリキュラム・デザインを進め、JABEE

等の認定の申請学科（コース）の着実な増加を図る」に係る状況 

平成 15 年度から CAP 制度を導入しており、平成 16～17 年度には、本制度に基づき学生の履

修指導を徹底するとともに、CAP の妥当な数値について検討し、平成 18 年度カリキュラムに

おいて、全学的に CAP 単位数を 26 単位に統一した（資料 1-2-2-3-1）。本カリキュラムでは、

実務レベルの英語によるコミュニケーション能力の養成を図り、国際人としての素養を育むこ

とを目的として、リテラシー科目（英語）の見直し、「資格試験英語演習」の新設等（資料

1-1-1-1-4、p4）を実施するとともに、インターンシップの拡充に努めた（上記表 3-2-A、p7

参照）。JABEE 認定申請学科(コース)を増やすことについて検討したが、平成 18 年度に大学機

関別認証評価を受け、本学の教育を評価結果に基づき対応していくこととしたため、JABEE 認

定申請に対しては見直し、従来の認定学科（工学部化学システム工学科）のみが JABEE 再申請

を行った。また、各学部等において、公募型教育プログラムに積極的に応募した。専門職大学

院技術経営研究科（MOT）では、その教育プログラムをもって平成 19 年度に国際標準化機構

（ISO）が制定した「ISO 高等教育賞」に国際応募した結果、入賞した（資料 1-1-4-5-2、p13）。  

 

資料 1-2-2-3-1 工学部履修案内（p10-11、2007） 

 

b)「小項目２」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）目標とするカリキュラムを学生に提供するため、平成 18 年度整合教育カリキュラ

ムの導入、「融合科目」の設定、くさび形の教育課程編成の充実などの見直しを行った。さら

に、CAP 制度の徹底（単位の実質化への努力）を図り、インターンシップの拡充、リテラシー
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科目の見直し、公募型教育プログラムへの積極的な応募等を実施した。以上のことから、目標

の達成状況が良好であると判断する。 

 
授業形態・学習指導法等に関する基本方針 

○小項目３「【学士課程】農学、工学及び融合領域分野の科学技術者として必要かつ充分な教養・

基礎・専門知識及び実践能力を育成するよう、講義・演習・実験・実習を体系的に配置

する」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

授業形態・学習指導法等に関する具体的方策 

計画３－１ウェイト「少人数、対話型、学生参加型の授業形態の充実を図るとともに、体験型

教材等を利用した授業を導入し教育効果を高める」に係る状況 

平成 12 年度から実施している少人数対話型の「基礎ゼミ」を引き続き実施するとともに、

教養科目において分野別科目のクラスを 100 人以下、英語等のリテラシー科目のクラスを原則

として 30 人以下で編成し、学習効果の向上を図った。また、専門科目の授業形態は、各学部・

学科の教育目的及び特徴等に応じて、相応数の実験・実習・演習科目を組み合わせており、基

礎ゼミを含め、体験型教材等を利用した様々な学習指導上の工夫を実施した（資料 1-2-3-1-1）。

特に、授業方法等の改善を図るため、平成 17 年度から「教育改善支援プログラム」（学内 GP）

を創設して、教育効果の高い活動や新たな教育活動プロジェクトを学内で選定し、１件につき

最高で 150 万円の助成を実施した（下記表 3-1-A）。採択されたプロジェクトは下記表 3-1-B

の通りであり、取組を通して学生参加型授業や体験型教材等を利用した授業の拡充を推進した。 

上記取組の実績と知見に基づき開発した教育プログラムが、「特色ある大学教育支援プログ

ラム」や「理数学生応援プロジェクト」の採択を受けた（上記表 1-2-A、p4 及び表 1-2-B、p16）。

なお、大学教育センターでは、授業形態、教育方法に係る支援を実施し、新任教員研修会やセ

ンターニュース速報、ティーチィングスキルに関する FD セミナー等を通じて学生参加型授業

の普及に努めた（資料 1-2-3-1-2）。 

     

    表 3-1-A   

平成 18 年度 教育改善支援プログラム募集要領 

１．目的 

この教育改善支援プログラムは、学部（学府等）、学科（専攻）、コース単位で行われている

教育効果の高い活動及び学部（学府等）、学科（専攻）、コースなどで計画している新たな教育

活動プロジェクト（以下「プロジェクト」という。）を選定し、財政支援を行うことで今後の

一層の発展と、全学的な教育改善活動を活発化させるとともに、今後、文部科学省の「特色

GP」、「現代 GP」にも採択されるようなプロジェクトに拡大・発展させることを目的とするも

のである。 

２．応募単位 

   学部（学府等）、学科（専攻）、コース及び教育集団（数学・語学等）を対象とする。 

・・・（中略）・・・ 

５．経費の助成 

   ２件程度の事例を選定し、１件につき 150 万円を上限として助成する。 

   （次年度以降も継続的に募集を行い、助成をする予定である。） 

６．選考方法 

   選考委員会において、書類審査及びヒアリング（５月下旬頃）を実施のうえ、採択するプロ

ジェクトを決定する。 

（必ずしも、新規性にこだわらず、地道な教育活動も評価する。） 

７．成果の公開 

   実施したプロジェクトについては、教育改善支援プログラム成果報告書（別紙様式２）を

平成 19 年５月下旬までに大学教育センター長宛に提出し、６月下旬頃に報告会等で成果を発

表する。 

・・・（省略）・・・ 

   （出典 「教育改善支援プログラム募集要領」） 
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 表 3-1-B 「教育改善支援プログラム」（学内 GP）採択課題一覧（平成 17～19 年度）     

実施年度 課題名 関係部局 

動物による心の健康教育を実践する学生参画型授業 農学部 

授業改善・教材開発サイクルとスーパーTA 養成とのコラボ

レーション 

農学部 

平成 17 年度 

コンピュータ適応型英語プレイスメントテスト試作のため

のパイロットスタディ 

工学部 

ヒトゲノム取扱実験の基礎教育推進と高大連携事業への発

展 

農学部 

 

平成 18 年度 

大学院における汎用型機器分析技術演習 生物システ

ム応用科学

府 

東京農工大学 SAIL プロジェクトにおける Innovative 

design 能力養成科目の開発 

工学部 平成 19 年度 

農・工・理学のトリプルアライアンスの場での発表研修と

実践研究発表 

生物システ

ム応用科学

府 

（出典 東京農工大学調査データ） 

資料 1-2-3-1-1 基礎ゼミの実施（「農学部履修案内」、p34、2007）等 

資料 1-2-3-1-2 FD セミナー等等開催状況（平成 17～19 年度） 

 

授業形態・学習指導法等に関する具体的方策 

計画３－２「自習教材の充実及び情報技術の活用により、学生の時間外学習の支援の強化を図

る」に係る状況 

平成 17～19 年度において、学生の時間外学習支援のため、e ラーニング・遠隔授業システ

ムの環境を整備し、これを運用した（資料 1-1-4-3-1、p12）。また、導入教育の一環として、

eラーニングシステムによる入学前教育の自習教材コンテンツ〔数学・物理・化学・日本語〕

を開発して入学前教育を実施し、入学後導入教育として英語の eラーニング教材（アルク・ネ

ットアカデミー）を配信した（資料 1-1-2-1-3、p6）。平成 19 年度には、講義課目に学習管理

システムを試行的に導入し、その効果を検証した（資料 1-2-3-2-1）。大学教育センターと総

合情報メディアセンターとの共同開催で、情報テクノロジーを取り入れた授業の支援と効率化

をテーマに、１週間連続セミナー（ｅWeek）を府中・小金井キャンパスで開催した（上記資料

1-2-3-1-2）。 

 

資料 1-2-3-2-1 大学教育ジャーナル（4号、p41-43、2008.3) 

 

授業形態・学習指導法等に関する具体的方策 

計画３－３「TA の配置を積極的に促進し、教育効果を高める」に係る状況 

TA の配置を計画的かつ積極的に進めるため、平成 17 年度に、TA を年度当初から採用できる

ように制度を見直し（資料 1-2-3-3-1）、平成 18 年度には、その実施要領を改正した。これに

基づき、平成 18～19 年度において、TA の任用時期の早期化を行った。大学教育センターにお

いて、TA 学生に対して TA セミナーを開催（資料 1-2-3-3-2）して、TA の資質向上に努めてお

り、TA 活用による教育効果を高める取組を進めるとともに、TA 学生のアンケートによりその

効果を検証した。また、この取組を広く教員に周知するため、リーフレットを発行した。 

 

資料 1-2-3-3-1 第 17-33 回役員会議事記録【抜粋】（平成 18 年３月６日開催） 

資料 1-2-3-3-2 TA セミナーの案内（平成 19 年度後期・小金井キャンパス開催分） 

 

b)「小項目３」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）授業形態・学習指導法等に関する目標を達成するため、実験・実習・演習科目を体

系的に配置するとともに、大学教育センターによる支援の下、基礎ゼミの実施、教育改善支援

プログラム（学内 GP）の創設など、多様な授業方法の工夫を実施した。これらの取組を重点



東京農工大学 教育 

- 20 -

な取組として実施した結果、「特色ある大学教育支援プログラム」等の採択に結びついている。

また、学生の時間外学習の支援のため、eラーニング自習教材の開発や学習管理システムの普

及活動を行うとともに、TA セミナーによる資質の向上を図り、TA の活用による教育効果を高

める取組とした。以上のことから、目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 
成績評価に関する基本方針 

○小項目４「【学士課程】履修科目の到達目標、習得項目及び評価方法を明確にして成績を評価す

る」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 

計画４－１「GPA 制度の下で成績評価方法を明示し一貫性及び厳格性を持った成績判定を行う

とともに、平成 18 年度から成績評価法のシラバスによる開示を実施する」に係る

状況 

平成 15 年度から GPA 制度を導入しており、平成 16 年度以降も一貫性及び厳格性を持った

成績判定を実施した（資料 1-2-2-3-1、p17）。さらに、大学教育センターが中心となってシラ

バス運用の改善を企画・推進し、全学共通フォーマット（フォーマットの項目には「成績評

価の方法」も含む）として、Web 上でシラバスを閲覧できるようにした。平成 17 年度におい

ては、新入生に対して、シラバス冊子体を作成・配布し、成績評価方法の周知を進めた。大

学教育センターがシラバスガイドラインを作成して成績評価法の開示を推進した（資料

1-1-4-4-2、p13）。平成 18～19 年度に学務情報システム（平成 18 年度導入）によるシラバス

作成が可能となり、成績評価基準のシラバス明示を周知した。また、自分の成績評価に対し

て疑問等があれば確認できる、学期ごとの確認期間を設定した「成績確認制度」を整備した

（資料 1-2-4-1-1）。平成 17 年度には、大学教育センターにおいて、成績評価の実態を調査し、

その調査結果を自己点検・評価小委員会において検証した（下記表 4-1-A 参照）。 

 

  表 4-1-A 成績評価方法の分析 

（出典 2005 年前期成績評価・期末試験実施報告の分析（増補版）） 

 

資料 1-2-4-1-1 農学部履修案内（p22、2007） 
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適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 

計画４－２「各種検定試験(TOEFL､TOEIC 等)認定科目群を平成 18 年度から設置する」に係る

状況 

教育改革検討委員会等における検討を受け、平成 18 年度カリキュラムから高学年を対象に

「資格試験英語演習」を設け（資料 1-1-1-1-4、p4）、希望者に向けて開講するとともに、TOEFL､

TOEIC 等検定試験合格者に対してこの科目の単位を認定することとした（資料 1-2-4-2-1）。 

 

資料 1-2-4-2-1 農学部履修案内（p38、2007） 

 

適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 

計画４－３「派遣学生が海外の姉妹校等で取得した単位や、海外でのインターンシップ等によ

る学生の活動に対して、単位として認定する方向で検討する」に係る状況 

部局間相互交流協定等に基づき、パデュー大学（アメリカ・本学姉妹校）で取得した単位を

認定した（資料 1-2-4-3-1）。 

また、学生が社団法人日本国際学生技術研修協会（イアエステ）の事業により、海外インタ

ーンシップへ参加することを受け、平成 20 年度に東京農工大学イアエステ委員会を設置し、

これを制度化した（資料 1-2-4-3-2）。 

 

資料 1-2-4-3-1 海外姉妹校において取得の単位認定（平成 18－３回 農学府・農学部教育委員

会議事要旨〔抜粋〕、平成 18 年６月 28 日開催） 

資料 1-2-4-3-2 東京農工大学イアエステ委員会設置要項（国際交流委員会承認）  

 

b)「小項目４」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）成績評価に関する目標を達成するため、GPA 制度の下で一貫性及び厳格性を持った

成績判定を実施するとともに、シラバスの運用改善、成績評価に係る実態調査の実施及び検証

を行った。また、単位の認定について、英語の各種検定試験による認定用科目の設置、海外姉

妹校での単位認定を実施した。以上のことから、目標の達成状況が良好であると判断する。 

 
アドミッション・ポリシーに関する基本方針 

○小項目５「【大学院課程】高度な専門的・学際的知識の習得と知の開拓に強い意志を持ち、最

新の科学技術の展開に関心を持ち、実践的に行動する意欲を持った学生を広く国内外

から受入れる」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 

計画５－１「社会人、留学生等多様な入学者の受入れ方策を充実する」に係る状況 

農学府における筆記試験（外国語、専門科目）の他、研究計画に関する口述試験の実施、技

術経営研究科（MOT）においては、「技術経営」に関する小論文・口述試験による選抜方法を採

用するなど、アドミッション・ポリシーに沿った学生を受入れる方策を講じた（資料

1-2-5-1-1）。また、社会人については、各学府において社会人特別選抜を実施し、出身大学の

学業成績に応じて、小論文、口述試験を課して、専攻のポリシーに沿った選抜を実施した。技

術経営研究科（MOT）では社会人入学生が６割を占めた（平成 19 年度実績、資料 B1-2007 デー

タ分析表：№3 学生構成を参照）。さらに、工学府、農学府の国際環境農学専攻、生物システ

ム応用科学府（BASE）において秋季入学試験を実施するなど、留学生等の多様な学生を受入れ

るための取組を実施した（下記表 5-1-A 参照）。平成 19 年度には 37 名の留学生が秋季入学し

た。また、アドミッション・ポリシーについて広く知ってもらうため、Web ページ、大学院募

集要項、大学院説明会（BASE、MOT）等の入試広報の充実を図るとともに、アドミッション・

ポリシーを周知した（資料 1-2-1-3-1、p16）。 
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表 5-1-A 大学院選抜の区分 

 

 
 

（出典 「東京農工大学 Web サイト」） 

 

 

資料 1-2-5-1-1 平成 19 年度東京農工大学大学院農学府（修士課程）学生募集要項【抜粋】等 

 

b)「小項目５」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）目標とする学生を受入れるために、Web ページ、大学院募集要項、大学院説明会（BASE，

MOT）等の入試広報の充実を通じて、社会人及び留学生等を含めた多様な学生を受入れている。

以上のことから、目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 
教育理念や教育目標に連動したカリキュラム・デザインの基本方針 
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○小項目６「【大学院課程】農学、工学及び融合分野の最新の展開に即応した科目を体系的に採用

するとともに、学際的、国際的素養を身に着けることのできるカリキュラム編成を行う」

の分析 

a)関連する中期計画の分析 

教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 

計画６－１「各分野における高度な専門知識を習得させ、国際化に対応できる高度専門職業人

として必要な能力を養成するカリキュラムを平成 18 年度から導入する」に係る状

況 

各学府の教育目的等に応じて、授業形態（講義、実験・演習及びセミナー等）をバランス良

く組み合わせたカリキュラム編成を行い、教員と学生との相互コミュニケーションにより学生

の能力を引き出すことを可能とした。教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫を実施し、カ

リキュラム編成の趣旨に沿った授業科目を採用した（資料 1-2-6-1-1）。平成 18 年度に導入

したカリキュラムにおいては、大学院融合科目の新設、英語による授業科目の拡充(平成 19

年度 17 科目)、ｅラーニングの活用等を実施した（資料 1-1-1-1-4、p4）。さらに、平成 19 年

度には、上記カリキュラム改革を踏まえて、専門教育の高度化、国際化に適応した多様な教育

内容をもつ教育プログラムを文部科学省「大学院教育改革支援プログラム」（交付期間：平成

19～21 年度）に応募した結果、「科学立国人材育成プログラム」、「ラボ・ボーダレス大学院教

育の構築と展開」、「体系的博士農学教育の構築」の三つの大学院教育プログラムが採択された

（下記表 6-1-A～B、なお、「科学立国人材育成プログラム」については、上記表 4-2-B、p11

を参照）。また、専門職大学院技術経営研究科（MOT）では、その教育プログラムをもって平成

19 年度に国際標準化機構（ISO）が制定した「ISO 高等教育賞」に国際応募し、入賞した（資

料 1-1-4-5-2、p13）。 

 

表 6-1-A 「ラボ・ボーダレス大学院教育の構築と展開」概要（生物システム応用科学府） 

 
（出典 「東京農工大学 Web サイト」） 
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表 6-1-B 「体系的博士農学教育の構築」概要（連合農学研究科） 

 
 

○履修プロセスの概念図 

    
  （出典 「東京農工大学 Web サイト」） 

 

資料 1-2-6-1-1 授業形態（実験研究等）のバランス（平成 19 年度）【事例】等 

 

教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 

計画６－２「技術経営研究科（専門職学位課程）の開講科目を他の大学院課程でも学習できる

ようにする」に係る状況 

技術経営研究科（MOT)及び各学府の開講科目の相互履修制度を活用して、他学府・研究科所

属の学生でも、10 単位まで必要な単位数に算入できることとした（資料 1-1-1-1-3、p4）。そ

の結果、平成 19 年度には MOT 科目を他学府学生 39 名が受講した。 

 

教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 

計画６－３「社会要請にこたえ社会人教育や起業家養成等に必要なカリキュラムを編成する」

に係る状況 

平成 17 年度に企業を取り巻く技術リスクを予見し、それらを正しく評価した上で、先端技

術ビジネスを創出し、技術リスク管理を企画・政策化できる高度専門職業人養成を目的とする

技術経営研究科（MOT）を設置し、技術経営及びリスク経営に関する体系的なカリキュラムを

編成した。カリキュラムの特徴として、修士論文に代えて、プロジェクト研究を課している。

プロジェクト研究では、新しいビジネスを想定し、それに関連するフィールドスタディ及びケ

ーススタディを行い、具体的なビジネスプランを作成する。また、一般の学生はインターンシ

ップを通して、企業における新ビジネスの展開を学ぶことができる（資料 1-1-4-5-1、p13）。

同研究科の学生構成をみると、上記計画５－１（p21）の通り全体の６割が社会人学生である。 
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工学府においては、平成 17 年度に科学技術振興調整費・新興分野人材養成プログラムの採

択を受け、企業でのインターンシップ実施による総合力養成を目的として、博士前期課程に新

しくコース「ユビキタス＆ユニバーサル情報環境専修」を平成 18 年度に設置した。また、文

部科学省の「派遣型高度人材育成協同プラン」の採択を受け、大学院博士後期課程学生を企業

に派遣し、その研究活動に主体的に従事させる教育プログラムを実施した（資料 1-2-6-3-1）。

農学府では、各専攻において、平成 18 年度から「生物生産科学インターンシップ」「インター

ンシップ実習」を新設した他、生物システム応用科学府（BASE）では起業科目（アントレプレ

ナー特論）を配置した（資料 1-2-6-3-2）。 

 

資料 1-2-6-3-1 「高度人材育成プログラム」（「派遣型高度人材育成協同プラン」採択に伴うプ

ログラム）概要 

資料 1-2-6-3-2 農学府履修案内（p25、p32、2007）等 

 

b)「小項目６」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）目標とするカリキュラムを編成するために、講義、実験・演習及びセミナー等をバ

ランス良く組み合わせたカリキュラム編成を行うとともに、学際的、国際的素養を身に付けさ

せるため、新科目を採用した。また、各学府・研究科において、平成 18 年度から社会的な要

請に応えるカリキュラム編成等を実施した。上記のカリキュラム改革を踏まえて申請した専門

教育の高度化、国際化に適応した様々な授業方法等を採用した教育プログラムが文部科学省

「大学院教育改革支援プログラム」として採択された。また、「ISO 高等教育賞」に入賞した

MOT カリキュラムの科目を他研究科学生も受講できるようにした。以上のことから、目標の達

成状況が非常に優れていると判断する。 

 
授業形態・学習指導法等に関する基本方針 

○小項目７「【大学院課程】専門教育の高度化、国際化に適応した様々な授業形態を柔軟に採用

するとともに、学生の多様化に対応したきめ細かい学習指導方法を確立する」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

授業形態・学習指導法等に関する具体的方策 

計画７－１「設備の充実や教員配置を工夫して、授業クラスの規模の適正化を図る」に係る状

況 

本学の大学院課程における専任教員当たりの学生数は 2.9 人（資料 B1-2007 データ分析表：

№4専任教員、構成、学生数との比率）であり、少人数によるきめ細かい研究指導が可能な体

制にある。研究指導においては、主指導教員１人及び副指導教員１～２人の複数指導体制とし

ている（資料 1-2-7-1-1）。実験・実習、セミナーは、主として研究室単位で行われ、授業ク

ラスとしては、各学年数名の少人数対話型であり、マンツーマン教育を実施した。AV 設備を

活用して、講義科目やセミナー科目では液晶プロジェクターを用いた最新研究分野の紹介やプ

レゼンテーション技法の指導を行うとともに、平成 17～19 年度においては、e ラーニング・

遠隔授業システムの環境を整備、運用を推進した（資料 1-1-4-3-2、p12）。技術経営研究科（MOT）

では、すべての講義科目を録画し、復習用 e ラーニングコンテンツとして配信した（資料

1-1-4-3-2、p12）。 

 

資料 1-2-7-1-1 国立大学法人東京農工大学大学院工学府教育規則第２条、第 11 条、別紙様式１

 

授業形態・学習指導法等に関する具体的方策 

計画７－２「大学院オリエンテーションを充実し、入学者の個性に応じたきめ細かい導入教育

及び履修計画の作成指導を行う」に係る状況 

各学府等においては、専攻ごとにオリエンテーションを開催し、シラバスの内容及び授業評

価方法について説明を行った。オリエンテーションの後、学生は授業科目内容等から履修計画

を決定した（資料 1-2-7-2-1）。また、平成 18 年度には、大学院留学生に対するオリエンテー

ションを初めて実施した他、技術経営研究科（MOT)においては、履修要件やアドバイザー制度

等を詳細に説明するなど各学府・研究科専攻の特色に応じた取組を実施した（資料 1-2-7-2-2）。

なお、平成 18 年度に大学院学生に対する導入教育としての教育効果を目的とした「強化科目」
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を導入した（資料 1-1-1-1-4、p4）。 

 

資料 1-2-7-2-1 オリエンテーション資料（抜粋）【事例】（平成 18 年度大学機関別認証評価自己

評価書添付資料） 

資料 1-2-7-2-2 「留学生オリエンテーション実施要項案」等資料【事例】 

 

授業形態・学習指導法等に関する具体的方策 

計画７－３「短期留学生プログラム（STEP）の積極的活用を図り、国際的なコミュニケーショ 

ン能力を向上させるとともに、プレゼンテーション能力を育成するため、英語に 

よる授業を拡充する」に係る状況 

「科学技術短期留学プログラム制度」により同プログラム科目を開講するとともに、日本人

学生にも開放して国際コミュニケーション能力の向上を図った（下記表7-3-A参照）。また、平

成16～17年度に、教育改革検討委員会等では、平成18年度カリキュラムにおいて、国際化を目

指してコミュニケーション能力を向上させる方向で検討を進め、平成18～19年度に、各学府等

において、英語授業の拡充（工学府13科目、農学府24科目、生物システム応用科学府２科目、

連合農学研究科２科目）を図った（資料1-1-1-1-4、p4）。さらに、平成18年度にCOE特別講義

及びCOE国際コミュニケーションを開講した。COE国際コミュニケーション講義では、ネイティ

ブ教員による「読む、書く、話す」能力養成を目的とした10名以下の少人数教育を推進した（資

料1-1-4-2-2、p11）。また、生物システム応用科学府（BASE）においては、国際的に通用する

英語発表能力の習得を目的として、「実践英語発表」を新設、開講した（表7-3-B参照）。 

 

    表 7-3-A 「科学技術短期留学プログラム制度」 

 

・・・（以下、省略）・・・ 

（出典 「東京農工大学 Web サイト」） 
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    表 7-3-B 「実践英語発表」シラバス 

・・・（以下、省略）・・・ 

（出典 「東京農工大学 Web サイト」） 

 

b)「小項目７」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）授業形態・学習指導法等に関する目標を達成するため、大学院におけるクラス規模

の適正化を図るとともに、各学府・研究科の特色に応じた教育プログラム、英語による授業科

目の充実を目指すカリキュラムの導入、COE 国際コミュニケーション演習を実施した。以上の

ことから、目標の達成状況が良好であると判断する。 

 
成績評価に関する基本方針 

○小項目８「【大学院課程】専門知識の習得成果を評価するとともに、学習成果の発展能力、研究

能力等を総合的に評価する」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 

計画８－１「到達目標と成績評価法のシラバスによる開示を平成 18 年度から実施する」に係

る状況 

各学府において、学生にシラバスを配布するとともに、平成 17 年度から「成績評価の方法」

も含む全学共通フォーマットにより、Web 上で掲載した（シラバスの内容については、資料

1-1-4-4-2、p13）。平成 18～19 年度に、学務情報システム（平成 18 年度導入）によるシラバ

ス作成が可能となり、成績評価基準のシラバス明示を周知・徹底するとともに「成績確認制度」

を設けた（資料 1-2-4-1-1、p20）。平成 17 年度には、大学教育センターにおいて、成績評価

の実態を調査し、その調査結果を自己点検・評価小委員会において検証した（上記表 4-1-A、

p20 参照）。 

 

適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 

計画８－２「派遣学生が海外の姉妹校等で取得した単位や、海外でのインターンシップ等によ

る学生の活動に対して、単位として認定する方向で検討する」に係る状況 

姉妹校等への派遣学生の単位認定状況を調査し、パデュー大学（アメリカ・本学姉妹校）に

おける実績を確認した。また、学生が社団法人日本国際学生技術研修協会（イアエステ）の事

業により、海外インターンシップへ参加することを受け、平成20年度に東京農工大学イアエス
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テ委員会を設置し、制度化した（資料1-2-4-3-2、p21）。 

平成19年度には、（独）日本学術振興会へ応募申請した「“ナノ材料”プレテニュアトラッ

ク若手研究者育成インターナショナルプログラム」が採択された。本プログラムは、（独）日

本学術振興会との業務委託契約に基づき、優秀な若手研究者（常勤・非常勤、また学生も対象）

を海外の研究機関へ派遣して、６ヶ月程度自らの研究計画に基づいた共同研究プロジェクトに

従事する機会を与えるものであり（下記表8-2-A参照）、平成19年度には2名を派遣した。 

 

表 8-2-A “ナノ材料”プレテニュアトラック若手研究者育成インターナショナルプログラム概要 

 

○概要 

応募申請した「“ナノ材料”プレテニ 

ュアトラ応募申請した「“ナノ材料” 

プレテニュアトラック若手研究者育成 

インターナショナルプログラム」が採 

択されたことに伴い、本学は（独）日 

本学術振興会業務委託契約を締結し、 

優秀な若手研究者（常勤・非常勤を問 

わず、また学生も対象。）を海外の研究 

機関へ派遣して、６ヶ月程度自らの研究 

計画に基づいた共同研究プロジェクトに 

従事する機会を与えるものであり、振興 

会はその実施費用を支援するもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 「第 19－25 回役員会資料」） 

 

b)「小項目８」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）目標とする評価を実施するため、適切な成績評価の実施、シラバス運用の改善及び

活用の推進、海外姉妹校との単位互換、インターンシップなどの取組を実施した。以上のこと

から、目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

②中項目２の達成状況 

   (達成状況の判断)目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）教育内容等に関する目標を達成するため、学士・大学院課程において、アドミッシ

ョン・ポリシーに基づく学生の受入れ方策の充実を図り、教育目的に沿ったカリキュラムの編

成、授業形態及び授業方法の改善等の多様な取組を実施した。また、シラバス等の充実・活用

を図り、成績評価を適正かつ厳格に実施した。上記の取組の経験と蓄積した知見をさらに発展

させて、公募型教育プログラムに応募した結果、多くのプログラムが採択された。以上のこと

から、目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 
   (優れた点)１．学生のニーズに合わせた柔軟な学習環境を実現するために、eラーニングや学習

管理システムの活用を進めた（計画３－２、６－１、７－１）。 

２．「教育改善支援プログラム」（学内 GP）を創設し、教育効果の高い活動や新たな
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教育活動プロジェクトを学内で選定支援し、学生参加型授業や体験型教材等を利

用した授業の拡充を推進した（計画３－１）。 

３．基礎ゼミなどの体験型導入教育に係る様々な実績を踏まえて“SEED”モデルを開

発し、「特色ある大学教育支援プログラム」（興味と経験から学びを深化する基礎

教育）へと結実させた（計画３－１）。 

４．専門教育の高度化、国際化に適応した多様な教育内容をもつ「科学立国人材育成

プログラム」「ラボ・ボーダレス大学院教育の構築と展開」「体系的博士農学教育

の構築」の三つの教育プログラムが平成 19 年度文部科学省「大学院教育改革支

援プログラム」に採択された（計画６－１）。 

(改善を要する点) １．JABEE 認定の教育プログラムの位置づけについて、検討する必要がある

（資料２－３）。 

   (特色ある点)１．大学教育センターにおいて、シンポジウム等の開催、新任教員研修会や FD セ

ミナー等を通じて、学生参加型授業の普及などの教育支援を実施した（計画３

－１）。 

         ２．「教育改善支援プログラム」（学内 GP）により教育改善の事例を発掘して競争

的資金の獲得につなげた（計画３－１）。 
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(３)中項目３「教育の実施体制等に関する目標」の達成状況分析 

 

①小項目の分析 
組織の整備及び教職員の配置に関する基本方針 

○小項目１「本学の教育理念に沿った教育実施体制を整備するために、必要な人材配置を進める」

の分析 

a)関連する中期計画の分析 

組織の整備及び教職員の配置に関する具体的方策 

計画１－１「教育部・学部における教育の充実のため、全学出動体制を拡充し、平成 18 年度

から新カリキュラムに適応した体制を再構築する」に係る状況 

平成 16 年度から、大多数の教員が大学院共生科学技術研究院所属となる改組再編を実施し、

全学出動により各学府の教育を担当する体制とした（資料 1-1-4-2-1、p11）。また、教育改

革検討委員会の報告を受けて、平成 12 年度から実施している教養教育の全学出動体制を引き

続き維持する（資料 1-3-1-1-1）とともに、平成 18 年度カリキュラムにおける融合科目の導

入決定を受けて、融合科目(12テーマ)の担当教員（74名）を全学から選出した（資料1-1-2-1-2、

p6）。 

 

資料 1-3-1-1-1 教育研究組織改革 WG 答申（第 19-25 回役員会配付資料、平成 20 年１月 21 日開

催） 

 

組織の整備及び教職員の配置に関する具体的方策 

計画１－２ウェイト「社会の動向や学問の発達を先取りし、大学院の専攻の拡充・増設等を行

う。それに伴い、学部及び大学院の入学定員を見直す」に係る状況 

平成 16 年度において、大学院の改組再編（資料 1-1-4-2-1、p11）に伴い、博士前期（修士）

課程及び博士後期課程の定員増を実施した（資料 1-3-1-2-1）。 

平成 17 年度に、連合農学研究科の入学定員を 22 名から 40 名へ入学定員の拡充を実施した

（資料 1-3-1-2-2）。さらに、連合農学研究科のあり方については、研究科を構成する三大学

（本学、茨城大学、宇都宮大学）において、平成 17 年度に「将来計画 WG」を立ち上げて検討

した結果、平成 19 年度から３専攻を５専攻に改組するとともに、修了要件として 12 単位を課

す単位制を導入した（資料 1-3-1-2-3）。また、企業を取り巻く技術リスクを予見し、それら

を正しく評価した上で、先端技術ビジネスを創出し、技術リスク管理を企画・政策化できる高

度専門職業人養成を目的として専門職大学院技術経営研究科（MOT）を設置した（資料

1-1-4-5-1、p13）。 

 

資料 1-3-1-2-1 学生定員推移表（平成 15 年５月１日現在→平成 16 年５月１日現在） 

資料 1-3-1-2-2 連合農学研究科入学定員・専攻推移表 

資料 1-3-1-2-3 平成 19 年度 連合農学研究科概要（p４、p14、p42、東京農工大学） 

 

組織の整備及び教職員の配置に関する具体的方策 

計画１－３「技術経営研究科（専門職学位課程）と連携して、リスク管理教育カリキュラムを

編成する。そのため、学外から実務経験を有する専門家を採用することなどにより

教員組織を充実させる」に係る状況 

平成 17 年度に専門職大学院技術経営研究科（MOT）の設置に伴い、「教育力・研究力向上の

ための全学的措置」により実務家８名を含む教員組織を整備し、技術経営及びリスク経営に関

する体系的なカリキュラムを編成した（資料 1-1-4-5-1、p13）。さらに、本研究科では、多様

な分野からの企業経営の経験に長けた各業界から客員教員、特別招聘教員（下記表 1-3-A に特

別講演実施状況を示す）を招き教員組織を充実した。 

 

表 1-3-A 特別招聘客員教授特別講義実施状況（平成 17～19 年度） 

年度 実施月日 場所 特別講義名 講師名 

17 8 月 27 日 
田町ｷｬﾝﾊﾟｽ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮ

ﾝｾﾝﾀｰ国際会議室 

何で企業は倒産するか  日産自動車㈱副会長

伊佐山建志 
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17 3 月 4 日 
小金井キャンパス 11

号館多目的会議室 

日本企業のグローバル戦略 厚生年金基金連合会理

事長 加藤丈夫 

8 月 23 日 
小金井キャンパス 13

号館４０１教室 

・企業情報はどのようにして

記事になるのか 

・私が出合った経営者の示唆

に富んだ発言と行動 

元日刊工業新聞社社長

溝口勲夫 

8 月 24 日 
小金井キャンパス 13

号館 401 教室 

･安全とリスク（ﾊﾟﾛﾏ事故の教

訓） 

・大学発ベンチャーの光と影 

㈱ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ研究

所代表取締役社長 出

口俊一 

8 月 26 日 
田町ｷｬﾝﾊﾟｽ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮ

ﾝｾﾝﾀｰ国際会議室 

ゴーン流経営とは何か 日産自動車㈱副会長

伊佐山建志 

9 月 2 日 
小金井キャンパス 13

号館 404 教室 

ﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞｬｰとﾘｽｸﾘﾃﾗｼｰ ㈱国際戦略ﾃﾞｻﾞｲﾝ研究

所代表取締役 林志行

3月 3日 
小金井キャンパス１

号館講堂（L0111教室）

企業のイノベーション戦略 厚生年金基金連合会理

事長 加藤丈夫 

8 月 25 日 
田町ｷｬﾝﾊﾟｽ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮ

ﾝｾﾝﾀｰ国際会議室 

経営とは何か 元日産自動車㈱副会長

伊佐山建志 

18 

 

9 月 8 日 
小金井キャンパス 13

号館 1331 教室 

MOT で何を学ぶか 元旭化成㈱専務取締役

瀬田重敏 

（出典 東京農工大学調査データ） 

 

組織の整備及び教職員の配置に関する具体的方策 

計画１－４「教職課程を維持し、引き続き必要な教員を配置する」に係る状況 

平成 16 年度から、農工両学部に引き続き２名の教職課程専任教員を配置した。平成 18～19

年度において、教職課程のあり方について、大学教育委員会の下に置かれた教職課程検討 WG

で検討し、教職課程を維持することとした（資料 1-3-1-4-1）。 

 

資料 1-3-1-4-1 「教職課程小委員会名簿」及び教職課程検討 WG 報告（教育研究評議会配付資料）

 

組織の整備及び教職員の配置に関する具体的方策 

計画１－５「事務職員の専門能力向上やティーチングアシスタント（TA）の適切な配置等によ

り教育活動の支援を充実する」に係る状況 

平成 17 年度から事務職員の専門性を高めるために、学外の研修活動に職員を参加させると

ともに、大学教育センター主催の SD 研修を実施した。また、TA の配置を計画的かつ積極的に

進めるため、平成 17 年度に制度を見直し（資料 1-2-3-3-1、p19）、平成 18 年度には、その実

施要領を改正した。さらに、平成 18～19 年度において TA 活用による教育効果を高めるため、

TA セミナーを開催した（資料 1-2-3-3-2、p19）。 

 

b)「小項目１」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）教育実施体制、人材配置に関する目標を達成するため、大学院を改組再編するとと

もに、入学定員の見直しを重点的に実施した。また、平成 17 年度には専門職大学院を設置し

て、事務職員の研修、TA 配置の改善などをあわせて行った。以上のことから、目標の達成状

況が非常に優れていると判断する。 

 
教育環境の整備に関する基本方針 

○小項目２「教育の情報基盤を整備する」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

教育に必要な設備、図書館、情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策 

計画２－１「教育内容に対応した講義室等を整備するとともに、学生の自発的な学習活動を補

助するための施設・設備を整備する」に係る状況 

「キャンパス・アメニティ総合整備計画」に基づく講義室等の整備状況及び学生の自主的な

学習に資するための取組は、下記表 2-1-A の通りである。なお、情報基盤整備については、下
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記計画２－３で詳述する。 

 

表 2-1-A 学習環境整備一覧（平成 16～19 年度） 

区分 整備内容 出典 

講義室等の整備 ・「キャンパス・アメニティ総合整備計画」に基

づき年次ごとに順次実施 

資 料 1-1-3-4-4

（p9） 

自主的学習環境の

整備 

・図書館学習室、総合情報メディアセンター情報

端末室、講義棟の開放等の実施 

・学科別の学習用図書及び授業関連図書等を購入

（府中・小金井両図書館） 

・ｅラーニングの整備状況 

 

 

下記表 2-1-B 参照

 

資 料 1-1-4-3-2

（p12） 

 

表 2-1-B 図書館図書等整備実施状況（平成 16～19 年度） 

区分 整備内容 

年

度 
府中図

書館 

小金井

図書館 

実施

年月 概要（例．対前年度比較） 
図書増

冊数 

電子ジャ

ーナル等

増冊数 

対象 

○ ○ 16.12 
授業関連図書コーナー、就職図書コーナ

ー、留学生向図書コーナーの設置   
263 学生 

16 

  ○ 17.1 
学習コーナーの新設。閲覧座席を 50 増席

(468 席→518 席） 
 学生  

  ○ 17.5 MOT 図書コーナーの設置 125 
学生  

教職員
17 

○ ○ 18.1 パソコンコーナーの整備拡充（30台ずつ）  学生 

18 ○ ○ 18.4 出力用プリンター機の設置  
学生  

教職員

○ ○ 19.4 
開館時間を平日１時間、土曜日３時間延

長（11 時間→12 時間、４時間→７時間）
 

学生  

教職員
19 

○ ○ 19.4 図書資料の充実   1,893 639
学生  

教職員

（出典 上記 2-1-A～B とも東京農工大学調査データ） 

 

教育に必要な設備、図書館、情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策 

計画２－２「学内諸施設を活用し、学生の起業を支援するためのスペースを確保する」に係る

状況 

起業を支援するためのスペースについて検討し、平成 18 年度から産官学連携・知的財産セ

ンターにて、起業家育成教育のためのスペースを確保した（資料 2-2-2-3-1、p69）。また、生

物システム応用科学府において、特別講義〔アントレプレナー特論〕を開講（資料 1-2-6-3-1、

p25）するなど、起業家育成教育のための支援体制を整備した。 

 

教育に必要な設備、図書館、情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策 

計画２－３「総合情報プラザの一環としてのデジタルキャンパス化計画により、ネットワーク

を利用した学生サービス支援（履修情報の取得など）及び学習支援（学習情報の取

得など）を目的とする教育環境を整備する」に係る状況 

デジタルキャンパス化計画（情報化年次計画）に基づき以下の通り整備した（資料1-3-2-3-1）。

本学は学術情報ネットワーク（SINET）のノード校であり、学外との接続をより高速化するた

め、平成17 年度に100Mbps から１Gbpsへの整備を計画的に実施した（資料1-3-2-3-2）。さら

に、平成19 年度にはSINET3へと切り替えて整備した。また、小金井と府中の両キャンパス間

は、光ファイバを用いた超高速ネットワーク（４Gbps）で接続し、大学キャンパス内は、ギガ

ネットワークによる高速高品質な基幹ネットワークを構築している。学生は研究室等の情報コ

ンセント、または無線LAN を通して、ネットワークに容易に接続することができる（資料
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1-3-2-3-3、なお、ｅラーニングの整備状況は資料1-1-4-3-2、p12）。 

上記の情報ネットワーク環境の下で、平成16～17年度に、学生サービス支援の多様な機能を

備えた学務情報システムの仕様・機能について検討した。検討結果に基づき、平成18年度後期

から同システムを導入し、試験運用を開始した。平成19年度には、同システムを本格稼動し、

学習管理システムとのインターフェース向上を図って、学生サービス支援、学習支援を拡充し

た（資料1-3-2-3-4）。また、SINET3を利用して連携する18大学を結ぶ「多地点制御遠隔講義シ

ステム」を平成20年度に導入する（上記表4-3-B、p12）。 

 

資料 1-3-2-3-1 情報化年次計画〔平成 14～20 年度〕【抜粋】 

資料 1-3-2-3-2 平成 17 年度整備計画の進捗状況（学術情報ネットワークノード担当者会議配付

資料、平成 17 年 10 月 31 日） 

資料 1-3-2-3-3 「総合情報メディアセンター年報」（p7-8、2005 年７月） 

資料 1-3-2-3-4 学務情報システム仕様書【抜粋】 

 

b)「小項目２」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）教育環境に関する目標を達成するため、情報基盤、講義室等の整備、図書館におけ

る授業関連図書等の充実、ｅラーニング環境の整備などを行い、起業家育成教育のためのスペ

ースを確保した。また、整備された情報ネットワーク環境の下で、学生サービス支援の多様な

機能を備えた学務情報システムを構築し、その機能の拡充を行った。以上のことから、目標の

達成状況が非常に優れていると判断する。 

 

教育の質の向上のシステムに関する基本方針 

○小項目３「教育活動に関する評価・解析結果に基づいて教育課程を改編し、教育改善を図る」の

分析 

a)関連する中期計画の分析 

教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方策 

計画３－１「教育活動に関する評価・解析結果に基づき、教育課程の改編や、各教員の教育方

法の改善を図る」に係る状況 

     大学教育センターの教育評価・FD部門において、教育活動評価方法について検討し、検討結

果に基づき、同センターは学生による授業アンケート調査を継続的に実施した。結果は、全

教員の統計的なデータとともに、個々の教員へフィードバックした。さらにアンケート結果

は、教育方法等の継続的改善や教授スキル向上のための資料集の作成にも活用している（資

料1-1-3-4-1、p9）。なお、平成19年度、アンケート結果を個々の教員だけではなく、部局等

の長へフィードバックし、部局毎の教育改善に活用することを決定した。平成19年度に試行

した教員活動評価（下記表3-1-A）とあわせて、教育改善を推進することとした。 

 

    表 3-1-A 教員活動評価 

 

    （出典 東京農工大学教員活動評価実施要項） 

・・・（中略）・・・ 

・・・（以下、省略）・・・ 
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教材、学習指導法等に関する研究開発及び FD に関する具体的方策 

計画３－２ウェイト「教育改善のため、公開授業、講義方法の研修・検討会等を拡充する」に

係る状況 

大学教育センターにおいて、初任教員に対するFD研修、「学生参加型授業の進め方」、

「e-learningや授業で使えるパワーポイント作成講座」等の講義方法をテーマとするセミナー、

TAセミナー、公開シンポジウムを実施した。また、工学部、生物システム応用科学府では、授

業方法が優秀な教員を報奨する教育褒賞制度（BT賞：ベストティーチャー賞）を実施している

（下記表3-2-A参照。工学部では全国立大学に先駆けて、平成11年度から実施。なお、上記「教

員活動評価」に係る制度設計では、BT賞の実績等を参考）。これらの受賞教員による経験や知

見を活かすため、講演や公開授業を実施した他、全教員に対して「大学教育センターリーフレ

ットシリーズ」を配布し、教育方法の改善に努めた。さらに、平成17年度から「教育改善支援

プログラム」（学内GP）を創設して、教育効果の高い活動や新たな教育活動プロジェクトを学

内で選定し、１件につき最高で150 万円の助成を実施するとともに、学内GP報告会をFD活動に

活用した（資料1-2-3-1-2、p19及び下記表3-2-B参照）。 

 

    表 3-2-A BT 賞〔工学部〕（平成 19 年度） 

    （出典 東京農工大学学報） 

 

    表 3-2-B 学内 GP 成果報告会（平成 19 年度） 

    （出典 東京農工大学学報） 
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全国共同教育、学内共同教育等に関する具体的方策 

計画３－３「単位互換協定に基づき大学間の共同教育を拡充する」に係る状況 

多摩地区国立大学（東京外国語大学・東京学芸大学・電気通信大学及び一橋大学）との単位

互換協定を締結するとともに、平成 16 年度から東京海洋大学、長岡技術科学大学、琉球大学

との間で互換協定を締結しており、平成 17 年度後期から特別聴講生として学生を受入れた（下

記表 3-3-A、なお、平成 19 年度の単位互換実績については、資料 B2-2008 入力データ集：№

4-2 他大学との単位互換の実績を参照）。 

 

表 3-3-A 単位互換制度 

 
（出典 大学案内） 

 

全国共同教育、学内共同教育等に関する具体的方策 

計画３－４「全国の複数の大学との遠隔授業による共同教育を充実する」に係る状況 

平成 17～19 年度において、e ラーニング・遠隔授業システムを整備し、他大学院との単位

互換等に活用した。平成 19 年度には、工学系大学教育連携協議会単位互換科目として３科目

を e ラーニングにより提供した（資料 1-1-4-3-2、p12）。また、連合農学研究科においては、

一大学のみでは網羅しがたい分野を相互に補いつつ、教育研究の質の維持・向上を図るため、

学術情報ネットワーク（SINET3）を利用して、連携する 18 大学を結ぶ「多地点制御遠隔講義

システム」を平成 20 年度に導入する（上記表 4-3-B、p12）。 

 

全国共同教育、学内共同教育等に関する具体的方策 

計画３－５「教育部間、学部間、専攻間、学科間の共同教育を推進する」に係る状況 

学府・学部間における整合教育を平成 18 年度から導入し、「融合科目」、「強化科目」などを

設定した。また、他専攻科目、融合科目、他学府・研究科の授業科目に係る修得単位を、専攻

によっては 10 単位まで必要な単位数に算入できることとした。平成 18～19 年度には、同研究

科の科目を他学府の学生が受講できる相互履修制度を検討し、整備した（資料 1-1-1-1-3、p4）。

その結果、平成 19 年度には 39 名の工学府学生が MOT の授業科目を受講するという成果が得ら

れた。 

 

b)「小項目３」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）教育の質の向上に関する目標を達成するため、大学教育センターによる授業評価等

をカリキュラム改革及び教員個人の教育方法の改善に活用した。また、FD 研修、セミナー、

シンポジウムの開催などを重点的に実施した。教育方法及び教育形態の多様化を図るため、他

大学との単位互換、大学間の共同教育の拡充、遠隔教育の拡充などの取組を実施した。以上の

ことから、目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 
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②中項目３の達成状況 

   (達成状況の判断)目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）教育の実施体制等に関する目標を達成するため、教育研究組織の改組再編、これに

伴う教職員の配置、FD・SD 研修の実施及び TA の配置などを実施した。また、図書館、ｅラー

ニング等の教育環境の整備を行うとともに、教育改善システムの整備、教育方法及び教育形態

の多様化を図る取組（他大学との単位互換など）を行った。以上のことから、目標の達成状況

が非常に優れていると判断する。 

  

③優れた点及び改善を要する点等 

(優れた点)１．ｅラーニング、情報ネットワーク等に係る情報基盤を整備した（計画２－３）。 

２．大学教育センターにおいて、教育評価・FD 部門を設置し、授業評価等を継続的

に実施し、教育改善等に活用した（計画３－１）。 

 (改善を要する点)１． 大学院の多くの課程では、入学定員超過率が高い状況が見られるので、

見直し等を検討する必要がある（計画１－２）。 

   (特色ある点)１．全国に先駆けて導入した教育報奨制度（BT 賞）において、優秀教員に選考さ

れた講師による講演会及び授業公開を FD として実施することで、教育改善に

関する知識と熱意を共有する場として機能する独自の機会を設けている（計画

３－２）。 
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(５)中項目４「学生への支援に関する目標」の達成状況分析 

 

①小項目の分析 
○小項目１ウェイト「学習面、健康面、生活・経済面、就職面等、学生にかかる入学時から卒業ま

での期間にわたる幅広い支援を行う」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

計画１－１「府中・小金井の両キャンパスに「学生センター」を設置し、学生への学習面、健

康面、生活・経済面、就職面における支援を強化する」に係る状況 

平成 16 年度に府中・小金井両キャンパスに「学生サポートセンター」を設置し、平成 18

年度の事務組織見直し（下記表 1-1-A）を経て、学生への学習面、健康面、生活・経済面、就

職面における支援体制を強化した。各キャンパスのサポートセンターを中心に、学生生活委員、

保健管理センター等との協力の下で、下記計画１－２以降の多様な学生支援を行った。 

 

表 1-1-A 見直し後の事務組織（平成 18 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 平成 18 年度大学機関別認証評価自己評価書添付資料） 

 

学習面の支援 

計画１－２「授業時間外の自主学習等の学習を支援する計画を検討し、実施する」に係る状況 

自主学習を支援する取組として、平成 16 年度から、図書館において、自習用補助教材の充

実、利用者用端末の増設、土曜開館時の図書貸し出しサービスの開始など自主学習環境の整備

を図った。また、一部教室、リフレッシュコーナー、PC 教室の開放などを行った。大学機関

別認証評価の評価結果等を受けて図書館における開館時間の見直しを行い、平成 19 年度に、

平日は１時間、土曜日は３時間の延長を実施し、オンラインジャーナルを充実した（上記表

2-1-B、p32）。さらに、大学教育センター等において、自習教材、e ラーニング教材、学習管

理システム（moodle）を整備、運用した（資料 1-1-4-3-1、p12）。 

 

学習面の支援 
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計画１－３「チューター制度等の導入を検討し、実施する」に係る状況 

平成 16 年度に日本人学生については、チューター制度に代えて、クラス担任制度を導入す

ることを決定し、平成 17 年度から全学的にクラス担任制を導入した。新入生オリエンテーシ

ョンを実施するなど、きめ細かいガイダンスを実施した他、クラス担任による履修相談に行っ

た（資料 1-4-1-3-1）。留学生については、チューター制度を維持するとともに、チューター

オリエンテーションを行い、その役割、過去に起こった問題とその対応、チューターのための

サポート体制等について研修を実施した。加えて、チューターに対しては、定期的に年度計画

書、報告書提出を義務づけて、担当教員が必要に応じて助言・指導を行った（資料 1-4-1-3-2）。 

  

資料 1-4-1-3-1 農学部履修案内（p70、2007） 

資料 1-4-1-3-2 外国人留学生の手引等（平成 18 年度大学機関別認証評価自己評価書添付資料）

 

学習面の支援 

計画１－４「学生間支援（ピア・サポート）制度の確立を目指す」に係る状況 

平成 18 年度文部科学省科学技術振興調整費「女性研究者支援モデル育成」として、本学の

「理系女性のエンパワーメントプログラム」が採択されたことを受け、平成 18 年度に「女性

キャリア支援・開発センター」を設置した（表 1-4-A）。本センターの目的は学内の各組織と

連携して、在学中の学生から卒業生に至るまで、幅広い層の女性をターゲットにして、それぞ

れのライフイベントに合わせたキャリア形成を目指すことである。同センターのキャリアパス

支援事業として、平成 18 年度に「メンター制度」を整備した。「メンター制度」とは、学部・

大学院に在籍する女子学生が学生メンターとして、学部・大学院女子学生の大学生活や進学上

の悩みなどの相談に受ける制度であり、メンター公募・採用、講習会を経て、平成 19 年度か

らこれを実施した（表 1-4-B）。また、平成 17 年度から、学生がガイド役となり、学内の各

施設や研究室の内容を照会するキャンパスツアーを、毎年、5月～8月に実施した（資料

1-2-1-3-1、p16）。さらに、外国人留学生の日常生活から修学上の様々な諸問題をサポートす

ることをチューター制度として実施した（上記計画１－３参照）。 
 

   表 1-4-A 「女性キャリア支援・開発センター」概要 

 

 
（出典 平成 18 年度女性キャリア支援・開発センター年報） 
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 表 1-4-B メンター制度 

 

    （出典 東京農工大学 Web サイト） 

学習面の支援 

計画１－５「毎週１時間の教員のオフィスアワーを設け、学習相談窓口とする」に係る状況 

全教員によるオフィスアワーの実施体制を決定し、平成 17～18 年度から、学務情報システ

ムを通して、Web ページ上のシラバスにオフィスアワー（資料 1-1-4-4-2、p13）を掲載した。

さらに、成績等について学生が確認し相談できる体制（成績確認制度）を整備した（資料

1-2-4-1-1、p20）。 

 

健康面の支援 

計画１－６「健康管理と健康増進を図るため保健管理センターの機能を充実し、健康管理体制

の一層の充実を図る」に係る状況 

平成 16 年度から学生に対する啓蒙等に努め、定期健康診断の高受診率（85～89％）を維持

した（表 1-6-A）。平成 17 年度から、健康相談等の便宜を図るため、学生の昼休み時間に合わ

せて、窓口時間を変更した。健康管理体制充実の一環として、平成 18 年度から、教養科目の

スポーツ・健康科学科目において、健康管理・病気予防の知識を身に付け実践できるようにな

ることを目的として、保健管理センター医師による健康科学、メンタルヘルス概論の科目を開

講した（資料 1-4-1-6-1）。また、平成 19 年度には一部業務を外部委託して、学生に対する診

断結果通知の迅速化を図るなどのサービス向上を図った。設備面では、センター整備実施計画

に基づき、平成 16 年度に保健管理センター小金井分室における休養室の改善とカウンセリン

グ室の増設を実施し、平成 17 年度には、府中地区保健センターにおける待合室、休憩室ベッ

ドの増床、トイレ改修等の改善を行った（資料 1-4-1-6-2）。 

 

表 1-6-A 定期健康診断受診状況（平成 16～19 年度）   

実施年月日 定期健康診断区分 対象人数 実施人数 受診率 

Ｈ16 

4/9.12.14.15 
４月学生定期健康診断 5,930 5,260   

Ｈ16 

10/20.22 
10 月学生定期健康診断 87 55   
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平成 1６年度 6,017 5,315 88％

Ｈ17 

4/11.12.14.15 
４月学生定期健康診断 5,901  5,296   

Ｈ17 

10/12.13 
10 月学生定期健康診断 99 65   

平成 1７年度  6,000 5,361 89％

Ｈ18 

4/11.12.14.17 
４月学生定期健康診断 5,925  5,259   

Ｈ18 

10/18.19 
10 月学生定期健康診断 127 73   

平成 18 年度 6,052 5,332 88％

Ｈ19 

4/17.18.19.20 
４月学生定期健康診断 5,921  5,091   

Ｈ19 

10/18 
10 月学生定期健康診断 133 69   

平成 19 年度   6,054 5,160 85％

（出典   東京農工大学調査データ） 

 

資料 1-4-1-6-1 農学部履修案内（p40、2007） 

資料 1-4-1-6-2 平成 16・17 年度大学戦略経費採択一覧【抜粋】 

 

生活・経済面の支援 

計画１－７「入学料･授業料免除や奨学援助制度を見直し、独自奨学金制度を検討する」に係

る状況 

独自奨学金制度について検討を重ね、平成 17 年度に奨励制度設置を決定し優秀な大学院生

に年額 20 万円を平成 18 年度に 48 名、平成 19 年度に 41 名に支給した（下記表 1-7-A）。また、

平成 19 年度に優秀な大学院学生等に年額最高 240 万円を支給する独自の研究奨励金制度 

（JIRITSU）を創設し、平成 20 年度から実施することとした（下記表 1-7-B）。授業料・入学

料免除については、一定額の免除枠を維持した他、中越沖地震等の被災地に住む学生を対象に、

授業料等の免除を実施した（資料 1-4-1-7-1、なお、平成 19 年度免除実績については、資料

B2-2008 入力データ集：№5-1 入学料・授業料を参照）。 

 

   表 1-7-A 奨励奨学金制度 

・・・（中略）・・・ 
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・・・（以下、省略）・・・ 

（出典 東京農工大学奨励奨学金規程） 

 

表 1-7-B 研究奨励金制度（JIRITSU） 

 
（出典 プレスリリース資料[平成 20 年１月 24 日付]） 

 

資料 1-4-1-7-1 災害被災者免除措置関係資料 

 

 

生活・経済面の支援 
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計画１－８「学内外のアルバイト紹介システムを充実する」に係る状況 

平成 16 年度から学生アルバイト紹介システムの運用を開始し、同システムを運用した（資

料 1-4-1-8-1）。  

 

資料 1-4-1-8-1 学生アルバイト紹介システム利用状況（平成 16～19 年度） 

 

生活・経済面の支援 

計画１－９「キャンパス・アメニティの一層の充実を図る」に係る状況 

教育担当理事とキャンパス整備チームが連携して、現状施設に対する点検調査を行い、「キ

ャンパス・アメニティ総合整備計画」〔平成 17 年度、平成 18 年度見直し〕を作成した。これ

に基づき、アメニティの改善・改修工事を順次実施した（資料 1-1-3-4-4、p9）。 

 

生活・経済面の支援 

計画１－10「学生の福利厚生施設を改修整備するとともに、効率的運営体制を確立する」に係

る状況 

平成 16 年度から、教育担当理事の下で学生活委員会、学生サポートセンター設置等の見直

しを行うとともに、学生実態調査等に基づく学生の要望を踏まえて、平成 17 年度にトレーニ

ングルーム設置を企画するなど、施設運営及び学生支援体制を整備した。なお、トレーニング

ルームは平成 18 年度予算で措置した（資料 1-4-1-10-1）。平成 18～19 年度には、生活協同組

合と連携して福利厚生施設の改善を検討し、食堂の改修等を実施した（資料 1-4-1-10-2）。ま

た、学生寄宿舎の改修及び建替については、学寮整備検討 WG を立ち上げて検討し、検討結果

を役員会に報告した（資料 1-4-1-10-3）。 

 

資料 1-4-1-10-1 平成 17 年度学生生活実態調査（p48、2006、東京農工大学）及び平成 18 年度

東京農工大学予算（案）の概要（第 17-４回経営協議会資料、平成 18 年３月

22 日開催） 

資料 1-4-1-10-2 「学生の福利厚生」及び「キャンパス・アメニティ向上」への寄付の申し入れ

（第 18-26 回役員会、平成 19 年１月 23 日開催） 

資料 1-4-1-10-3 学生寮整備に係る検討結果について（第 19-33 回役員会資料、平成 20 年３月

22 日開催） 

 

生活・経済面の支援 

計画１－11「課外活動、ボランティア活動の活性化を図るための方策を検討し、実施する」に

係る状況 

課外活動、ボランティア活動について、学生表彰制度に基づき、これを支援した。課外活動

については、平成 18年度に ABUロボコン国内大会優勝団体（ロボット研究会、資料1-1-1-2-3、

p5）を表彰した他、課外活動における活躍や社会に貢献した学生に対して、学生表彰制度に則

り表彰を実施した（下記表 1-11-A）。また、ボランティア活動についても、平成 16 年度に新

潟県中越地震復旧支援に対するボランティア活動を表彰するなど、ボランティア活動、社会に

貢献した学生に対して、表彰を行った。また、平成 17～18 年度に学生向け救急救命講習を開

催し、学生に対して、災害時支援ボランティア活動等への啓発及び参加への支援を行った（下

記表 1-11-B）。以上の取組の実績を踏まえて、本学の目的に沿った主体的学生活動の育成のた

め、平成 19 年度「新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラム」（学生支援 GP）に応

募した結果、「新しい地球人養成プログラム（循環型社会を支える主体的学生活動の育成）」（交

付期間：平成 19～22 年度）が採択された。本学においては、学生の地域に貢献する課外活動

及びボランティア活動等に対して、下記表 1-11-C の通り、「学生活動支援センター」を立ち上

げて、学生の課外活動を支援した。 
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表 1-11-A 学生表彰制度 

 
・・・（以下、省略）・・・ 

     （出典 学生表彰制度規則） 

 

     表 1-11-B ボランティア活動支援 

 

    （出典  東京農工大学学報） 
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表 1-11-C 「学生活動支援センター」の事業内容（概念図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       （出典：「学生活動支援センター」パンフレット） 

 

就職面の支援 

計画１－12「進路・就職相談、キャリアアップのための支援窓口等を充実して、留学生、社会

人を含む学生の幅広いキャリアサポートを実施する」に係る状況 

平成 16 年度から、進路就職相談室に相談員を配置した他、就職ガイドブックを新たに作成

し、学生に配布した。平成 17 年度には、進路就職に係る担当者会議を開催し、進路就職相談

室の周知徹底を図るとともに、東京農工大学就職ガイドブックの改訂作業を行った。平成 18

～19 年度においては、各部局に就職支援委員会を設置し、代表者による全学就職支援小委員

会を開催し、年間の就職ガイダンス計画、就職支援相談室の周知、東京農工大学就職ガイドブ

ックの発行等取組を実施した（資料 1-1-3-2-1、p8）。また、科学技術振興調整費・新興分野

人材養成プログラム「ユビキタス＆ユニバーサル情報環境の設計技術者養成」の採択（平成

17 年度）を受け、大学院博士前期課程に新しく専修（企業でのインターンシップ実施による

総合力養成コース）を平成 18 年度に設置（資料 1-1-4-4-1、p13）した他、文部科学省の「派

遣型高度人材育成協同プラン」採択（平成 17 年度）を受け、大学院博士後期課程学生を企業

に派遣し、研究活動に主体的に従事させる取組を実施した（資料 1-2-6-3-1、p25）。 

上記の取組は、博士課程後期学生に対象とする、平成 19 年度文部科学省委託費「科学技術

関係人材のキャリアパス多様化促進事業」の採択に結びつき、本学では「キャリアパス支援セ

ンター」を立ち上げ、キャリアパス支援事業（交付期間：平成 19～21 年度）を開始した（下

記表 1-12-A を参照）。さらに、「理系女性のエンパワーメントプログラム」（上記表 1-4-A、p38）

の取組に踏まえた教育支援プログラムが、文部科学省大学教育プログラム「社会人の学び直し

ニーズに対応教育プログラム」の採択につながり、本プログラムの下で出産・育児などの理由

により、休業した女性獣医師の社会復帰のための再教育を実施した（下記表 1-12-B）。 
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      表 1-12-A 「キャリアパス支援センター」における設置目的（概念図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ○支援事業の概要 

（出典：「キャリアパス支援センター」パンフレット） 

     表 1-12-B 「出産・育児などで休業した女性獣医師の社会復帰のための再教育支援プログ

ラム」概要 

 
（出典 東京農工大学 Web サイト） 
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就職面の支援 

計画１－13「各業種別に企業を集め、企業説明会を実施する」に係る状況 

進路就職支援小委員会において検討した結果、平成 17 年度から、府中・小金井キャンパス

で業種別企業説明会、本学 OB による各業種別企業説明会（就職ガイダンス）を実施した（資

料 1-1-3-2-1、p8）。 

 

就職面の支援 

計画１－14「就職支援システムを構築し、平成 19 年度から運用を開始する」に係る状況 

平成 18～19 年度において、就職支援データベース構築 WG を立ち上げ、卒業生のデータのデ

ータベース化及び就職支援のためのシステム作成を検討した。その結果、19 年 8 月に発足し

た「キャリアパス支援センター」が大学院博士後期課程を対象とした就職支援データベースの

構築を支援業務として予定しており、これと連動した、全学生を対象としたデータベースを設

計・構築・運用した方が最も作業・経費面において合理的かつ有効である旨の結論を得た。本

計画は上記「キャリアパス支援センター」の支援業務を拡充して実施することとした（資料

1-4-1-14-1）。部局においては、きめ細かい就職支援の一環として、独自システムの構築、運

用を実施した。工学府（工学部）では専攻（学科）ごとに就職支援用にホームページを立ち上

げ、求人企業のデータ（企業情報、求人数、大学推薦の有無など）、就職活動に役立つノウハ

ウ集などを就職活動中の学生に提供するシステムを構築した。就職試験の結果をもとに大学推

薦枠の増減を逐一更新し、内々定を得た学生の体験レポートや企業の人事部の面接評価などの

情報をリアルタイムで提供し、学生の就職活動を支援した。 

 

資料 1-4-1-14-1 第 19－３回就職支援小委員会議事要旨（平成１9年 12 月 12 日開催） 

 

b)「小項目１」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）学生への幅広い支援に関する目標を達成するため、クラス担任、学生サポートセン

ターを中心とした学習面での支援、保健管理センターを中心した健康面での支援を行った。ま

た、独自の奨学金創設や教育環境の整備などの生活・経済面での支援、及び就職説明会及びガ

イドブックの作成などの就職面での支援を実施した。以上の通り、学生への幅広い支援を重点

的な取組として実施した。以上のことから、目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 

②中項目４の達成状況 

  （達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）学生の支援に関する目標を達成するため、学習、健康、生活・経済、就職面での多様

な支援を実施した。これらの取組の実績に基づき、公募型支援プログラムに応募した結果、新た

な教育支援プログラムが採択された。以上のことから、目標の達成状況が非常に優れていると判

断する。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

  （優れた点）１．独自の奨学金制度及び研究奨励制度を創設し、学生支援を実施した（計画１－７）。 

２．課外活動に対する支援を実施し、本学の目的に沿った取組実績が、平成 19 年度「新

たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラム」（学生支援 GP）に採択された。

本プログラムに基づき、「学生活動支援センター」を設置して、支援業務を実施し

た（計画１－11）。 

３．キャリアアップに係る多様な取組及び「理系女性のエンパワーメントプログラム」

の実績が、新たに「キャリアパス多様化促進事業」及び「社会人の学び直しニーズ

対応教育プログラム」に結びつき、採択された。「キャリアパス多様化促進事業」

プログラムに基づき、「キャリアパス支援センター」を設置して、支援業務を実施

した（計画１－12）。 

  （改善を要する点）１．全学生を対象とした就職に関するデータを収集し、就職支援により活用す

る必要がある（計画１－14）。 

（特色ある点）１．府中・小金井の両キャンパスに「学生サポートセンター」を設置するなど、学

生への学習面、健康面、生活・経済面、就職面における多様な支援を充実させ、
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実施した（計画１－１）。 
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２ 研究に関する目標（大項目） 
 

（１）中項目１「研究水準及び研究の成果等に関する目標」の達成状況分析 

 

①小項目の分析 
目指すべき研究水準に関する目標 

○小項目１「持続発展可能な社会を実現するために、農学、工学及びその融合領域において最高

水準の研究を目指す」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 
目指すべき研究の方向性 

計画１－１「農学、工学及びその融合領域において持続発展可能な社会を支える科学技術の進

展を目指す」に係る状況 

 本目標（小項目１）は本学の目指す方向性を明らかにしたものであり、そのため、本計画で

は、「大学憲章」等の制定を通して、この方向性を明確にすることとした。 

研究の方向性を明確にするため、平成 16 年度に｢大学の基本理念｣として策定した学術･研究

憲章(ポリシー)に基づき、平成 17 年度から教育、社会貢献等の方向性をも包含した「大学憲

章」の制定を検討して、平成 18 年度にこれを制定した（下記表 1-1-A）。 

 

表 1-1-A 

・・・（以降、「Ⅰ 法人の特徴」欄の「基本理念」を参照）・・・ 

（出典 東京農工大学 Web サイト） 

 

目指すべき研究の方向性 

計画１－２「教員の自由な発想に基づく独創的な研究を推進する」に係る状況 

 本計画の具体的な内容は、教員の自由な発想に基づく独創的な研究を推進するための施策と

して、研究時間を確保する措置（学内の全学委員会の見直し、サバティカル制度の導入等）の

実施、また、中長期的研究や基礎的研究に配慮しつつ、標準的な研究基盤経費を経常的に配分

することである。 

研究時間を確保する措置として、平成 17 年度に学内の全学委員会の見直しを実施し、委員

会数を 40 から 24 へと減少させた。あわせて会議時間・資料の削減を含めた「会議運営ルール」

を作成した（資料 2-1-1-2-1）。また、研究に専念する期間を設定できるサバティカル制度に

ついて平成 19 年度に検討し、平成 20 年度に制度を導入することとした（下記表 1-2-A）。 

標準的な研究基盤経費の経常的な配分については、平成 16 年度から中長期的な研究や基礎
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的研究に配慮して、運営費交付金から標準的な研究基盤経費を恒常的に配分した（下記計画１

－７、p67 において詳述）。また、平成 19 年度から多様な課題等に機動的に対応できるよう、

部門を越えた融合、萌芽的研究課題、分野にとらわれない萌芽的な研究プロジェクトに支援経

費を配分した（資料 2-1-1-2-2）。 

 

表 1-2-A 

 
・・・（以下、省略）・・・ 

（出典 役員会配付資料） 

 

資料 2-1-1-2-1 学内の全学委員会の見直し（「平成 17 年度に係る業務の実績に関する実績報告書

（参考資料）」） 

資料 2-1-1-2-2 「共生科学技術研究院における研究支援経費 公募実施要領」及び「平成 19 年度

部門を越えた融合、萌芽的研究に対する支援経費申請審査結果一覧」 

 

ｂ）「小項目１」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）研究の水準に関する目標を達成するため、本学の研究の方向性を明確にした大学憲

章を策定するとともに、標準的な研究基盤経費の配分、研究時間を確保する施策を実施した。

以上のことから、目標の達成状況が良好であると判断する。 

 
目指すべき研究水準に関する目標 

○小項目２「学術的・社会的に貢献度が高く、質の高い研究を行う」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

大学として重点的に取り組む領域 

計画２－１「持続発展可能な社会を実現するために、長期的視野に立脚した課題、萌芽的な課

題に取り組むほかに、社会的要請や公共性の強い課題、緊急性を要する課題にも機

動的に取り組む」に係る状況 

本計画の具体的な内容としては、多様な課題（表 2-1-A）に機動的に対応できる体制を整備

することであり、以下の取組を実施した。 
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平成 16 年度から大多数の教員が研究院所属となる改組再編を実施（資料 1-1-4-2-1、p11）

するとともに、研究院の各部門、拠点ごとに目標を設定（資料 2-1-2-1-1）し、その目標に照

らして、研究を推進した。平成 19 年度には、自己点検・評価結果に基づき、研究院組織を見

直し、教育組織との整合性を取りつつ、より効率的に研究を推進できる体制へと改組した（資

料 2-1-2-1-2）。また、平成 19 年度から多様な課題等に機動的に対応できるよう、部門を越え

た融合、萌芽的研究課題、分野にとらわれない萌芽的な研究プロジェクトに支援経費を配分し

た（資料 2-1-1-2-2、p49）。 

全学的には研究院が主体となり、本学の学術研究推進戦略の策定を進めており、平成 20 年

度中にこれを制定する予定である。なお、平成 18 年度には、学長を委員長とする産官学連携

戦略委員会のもとに研究戦略検討 WG を設け、融合研究の企画・検討及び競争的研究資金獲得

の体制を整備した（資料 2-1-2-1-3）。 

 

表 2-1-A 各種課題に対応した取組の代表例 

長期的視野に立脚

した課題 

デンプン分解酵素の開発、イネいもち病の解明、機能性食品の開

発など 

萌芽的な課題 

イオン液体・磁性細菌・面発光素子・Al 系窒化物結晶厚膜・微細

放電加工などに関する研究、共生系・病害抵抗性植物の開発、プ

ラスミノーゲン断片の生成など 

社会的要請・公共性

の強い課題 

麹菌のゲノム解析、倒伏抵抗性の大きい飼料用長稈品種の開発、

手書き文字入力・認識システムの開発など 

緊急性を要する課

題 

環境ホルモンのモニタリング、有害化学物質無害化技術、自動車

安全運転支援設計技術など 

 

資料 2-1-2-1-1 各部門、拠点ごとの目標【抜粋】（共生科学技術研究院計画評価委員会資料） 

資料 2-1-2-1-2 研究院組織の「拠点」及び「部門」組織移行図（第 18－4 回共生科学技術研究院

代議員会会議資料〔平成 19 年３月９日開催〕） 

資料 2-1-2-1-3 第 18-４回産官学連携戦略委員会議事要旨（平成 18 年７月 10 日開催） 

 

大学として重点的に取り組む領域 

計画２－２「農学と工学並びに融合領域を機軸として俯瞰的な視野から総合的な科学技術の研

究に取り組む。特に、ナノ未来科学、生存科学、生命農学、環境資源共生科学、動

物生命科学、生命機能科学、先端生物システム学、物質機能科学、システム情報科

学、論理表現科学の領域に重点的に取り組む」に係る状況 

平成 16～19 年度に、研究院の各拠点・部門において、その研究目標を設定し（上記計画の

資料 2-1-2-1-1 を参照）、研究を推進した。加えて、多様な課題等に機動的に対応できるよう、

部門を越えた融合、萌芽的研究課題、分野にとらわれない萌芽的な研究プロジェクトを推進し

た（資料 2-1-1-2-2、p49）。 

研究院で重点的に取り組んだ領域における研究業績は、別添、「重点的に取り組む領域説明

書」及び「研究業績説明書」の通りである。中でも、21 世紀 COE プログラムの研究グループ

を母体とするナノ未来科学については、光電子材料研究分野で推進している高品質窒化物結晶

に関する研究から特に従来成長不可能と言われていた Al 系窒化物結晶の厚膜成長に世界で初

めて成功した業績や生体物質である天然アミノ酸からなるイオン液体の合成に関する研究か

らイオン液体の合成、液晶へのイオン液体特性の導入、イオン伝導高分子フィルムの作成など、

イオン液体の新しい潮流を築き上げた例など、優れた業績が輩出されている（Ⅲ表：26－１）。 

なお、各重点領域の概要及び輩出された代表的な業績については、表 2-2-A の通りである。 

 

表 2-2-A 重点的に取り組む領域の概要及び輩出された代表的な業績 

領域名 領域における研究内容 輩出された代表的な業績 
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ナノ未来

科学 

（Ⅲ表：

26－１） 

イオン液体のディメンションコントロール

と生命工学への新展開、ナノ金属酸化物、

ナノ超分子、カーボンナノチューブを用い

たエネルギーデバイスの創成、ナノ結晶化

合物半導体やナノシリコンの制御と光デバ

イスへの応用、晶析プロセスの制御、ナノ

バイオの新展開と他重点領域とのナノコラ

ボレーション 

光電子材料研究分野で推進している高品

質窒化物結晶に関する研究から特に従来

から成長不可能と言われていた Al系窒化

物結晶の厚膜成長に世界で初めて成功し

た業績が輩出された。 

生存科学

（Ⅲ表：

26－２） 

脱温暖化を図り，環境・エネルギー・食料・

地域社会の危機を乗り越える技術と社会シ

ステムの開発 

高速水素・エタノール同時生産プロセス

として、通性嫌気性細菌 Enterobacter 

aerogenes 固定床型リアクターシステム

を開発した業績が輩出された。 

生命農学

（Ⅲ表：

26－３） 

作物の生産技術、植物生産及び家畜と有用

昆虫の生産機能向上の研究、土壌など生産

環境の研究、植物の環境ストレス応答と病

原菌の感染機構の研究、有機化合物の探索

と利用研究、昆虫の機能と病原微生物によ

る害虫制御研究、生体分子の構造と機能の

研究、 食品や医薬・治療法への応用研究、

遺伝子解析・発現制御・ポストゲノムの研

究、環境共生型社会の構築に関する研究 

澱粉及び関連多糖に作用する酵素の基礎

と応用に関する先駆的研究から、新たな

α-アミラーゼの概念を提案、澱粉及び関

連する糖を分解する特徴的な性質をもつ

酵素の立体構造と機能相関を世界で初め

て報告した。また、酵素を利用し新規な

糖を多数創出し分岐サイクロデキストリ

ンなどの糖の製造法を確立した。分岐シ

クロデキストリンの実用化は、糖質関連

酵素の縮合反応を工業的に利用した初め

ての成功例とされた業績が輩出された。 

環境資源

共生科学

（Ⅲ表：

26－４） 

大気、水圏、地圏、生物圏における物質循

環の解明、環境汚染モニタリング、環境汚

染の生物影響評価、将来予測及び適切な修

復方法の開発に関する研究、植物バイオマ

ス資源の育成と効率的な変換利用に関する

研究、野生生物、都市緑地、田園農地、森

林、河川などの自然・地域資源及び自然環

境の持続的利用と保全に関する研究、農業

における環境調和型生産基盤システムに関

する研究 

日本の環境ホルモン研究から「多摩川の

鯉の生殖異常」の原因を明らかにし、行

政的な対応を可能とした業績が輩出され

た。 

動物生命

科学 

（Ⅲ表：

26－５） 

動物疾病の病態発現機構の解明と動物性食

材・食品の安全性評価研究、疾患モデルに

よる医薬品や化学物質の有効性研究 

アレルギー疾患の擦過行動の定量化に関

する研究から新規アルゴリズムに基づく

コンピュータ画像解析によって、実験小

動物の擦過行動を自動評価し、定量化す

ることに成功した業績が輩出された。 

先端生物

システム

学 

（Ⅲ表：

26－６） 

生物や生態のシステムが持つエッセンスを

抽出，モデル化し，物質機能の側面，人工

システムの創造を目指す生体情報の側面，

循環共生の３つの側面から，新たな生産科

学に応用する農工融合研究 

細胞そのものを材料とした力学的機能と

化学的機能を持ち合わせた独創的なバイ

オアクチュエータの開発に関する研究か

ら長期間動作可能な心筋細胞駆動型のマ

イクロポンプを世界に先駆けて発表した

業績が輩出された。 

生命機能

科学 

（Ⅲ表：

26－７） 

新規分子素材と反応の開拓、微生物から動

物・植物にわたる未利用の新たな生命資源

の発掘及び新規遺伝子・タンパク質などの

新規機能の解明・有効利用、情報工学と生

物・化学の融合領域での研究 

磁性細菌の工学的応用に関する研究から

磁性細菌が生合成する機能性磁気微粒子

を用いた臨床検査機器、遺伝子診断機器

の開発も進められ、ポータブル型自動核

酸抽出器(PNE-1080)、全自動遺伝子判別

装置 (MSD-1)に搭載され実用化された業

績が輩出された。 
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物質機能

科学 

（Ⅲ表：

26－８） 

新材料の設計を中心としたエネルギー変

換・環境保全などの研究、量子テクノロジ

ーとレーザテクノロジーを用いて新たな展

開の開拓、機械システムの計測と加工、省

エネルギー設計、ナノマイクロ加工の研究

微細放電加工法の開発の研究から全く新

しい放電回路を開発、微細寸法の加工可

能限界を拡げることに成功した業績が輩

出された。 

システム

情報科学

（Ⅲ表：

26－９） 

コンピュータアーキテクチャ、並列処理、

人工知能、VR、画像処理、新規次世代超高

集積素子技術、超高速化合物半導体素子開

発、高効率光電変換材料研究、超高速光通

信や超並列コンピューティングシステム開

発、太陽エネルギー活用のための素子開発、

3 次元画像情報システム、医療用高精度画

像処理システムの研究 

・手書き文字認識，ペンインタフェース

などの技術に関する研究から特許「手書

き文字オンライン認識装置とその字体登

録・学習方法（特許 2994992 号）」と共

に㈱富士通のタブレット PC等に組み込ま

れている他、日立製作所の製品に組み込

まれ、Justsystems の「一太郎」で使われ

る等、複数の製品で採用。平成 19 年度に

は新たにメデイコールジャパン、海連（台

湾）、日本 NCR からこの技術を組み込ん

だシステムが開発・販売された業績が輩

出された。 

・ナノ結晶シリコンに適した実用的な表

面アニール法に関する研究から応用展開

を図る上での最重要課題を克服する基本

技術の確立した業績が輩出された。 

論理表現

科学 

（Ⅲ表：

26－10） 

言語学、哲学、文学、芸術学、社会学の研

究及び数論的多様体、有限群のモジュラー

表現、低次元多様体の構造、３次元多様体

の位相不変量、射影平面の配置空間、環と

加群の代数的構造、部分多様体の微分幾何

などの研究 

卓越した水準、優秀な水準にある研究業

績の輩出には至らなかった。 

 

また、平成 16～18 年度までの論文・著書数の推移は下記表 2-2-B の通りであり、法人化前

（平成 13～15 年度平均値）と比べて着実な伸びを示している。研究活動の実績が評価され、

新聞等に取り上げられた具体的例としては、「1細胞から遺伝子を定量的に発現解析する新し

い手法開発に関する研究」「手書きメモを電子文書に書き込むソフトウエアの開発」「窒化アル

ミニウム単結晶の新製法の開発」などがあげられる。 

また、政策形成・実施に寄与した具体例としては、農林水産省知的財産戦略本部における「農

林水産研究知的財産戦略」の策定や、農林水産省農業資材審議会における特定農薬の指定、内

閣府食品安全委員会動物薬専門調査会における動物薬における安全性評価に本学の教員が参

画した事例などがあげられる（資料 2-1-2-2-1）。 

研究院内に設置したナノ未来科学研究拠点の COE プログラムの研究課題から派生した多様

な成果・実績は、「大学院教育改革支援プログラム」（上記表 4-2-B、p11）、「派遣型高度人材

育成協同プラン」（資料 1-2-6-3-1、p25）、「若手研究者インターナショナル・トレーニング・

プログラム」（上記表 8-2-A、p28）の採択につながり、教育研究の質の維持・向上に資す取組

となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-1-2-2-1 政策立案への参画事例（専門家会議構成員名簿）等 
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表 2-2-B  論文・著書件数推移表（平成 16～19 年度） 

 

 
（出典：教職員活動データベース）※法人化前：平成 13～15 年度 

 

研究の水準・成果の検証に関する具体的な方策 等 

計画２－３「研究領域に応じて適切で多様な研究評価尺度を設定し、自己点検評価に用いる」

に係る状況 

平成 16～17 年度に研究院の各部門・拠点で評価尺度の設定等を行い、自己点検・評価を実

施した。これを受けて、研究活動状況に係る外部評価として、平成 18 年度に独立行政法人大

学評価・学位授与機構の「選択的評価事項（研究活動の状況）」による評価を受けた（資料

2-1-2-3-1～2）。さらに、平成 19 年度には、評価結果の分析・検討を行い、上記計画２－１（資

料 2-1-2-1-2、p50）の通り、組織変更を含む改善を実施した。また、教員の個人レベルの検

証については、平成 19 年度に研究を含む教員の諸活動について活動評価を試行実施し、研究

活動の質の維持・向上のため、検証・改善を実施した（上記表 3-1-A、p33）。 

 

資料 2-1-2-3-1 平成 18 年度「選択的評価事項」に係る自己評価書添付資料（p5、平成 18 年６月、

東京農工大学） 

資料 2-1-2-3-2 平成 18 年度「選択的評価事項」に係る自己評価書（p12、平成 18 年６月、東京農

工大学）等 

 

 

ｂ）「小項目２」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）研究の水準に関する目標を達成するため、重点的に取り組む領域ごとに、研究を推

進した。成果を活用して、教育研究の質の維持・向上に資す取組を実施した。また、その水準・

成果を自己点検・評価に基づき検証した。以上のことから、目標の達成状況が非常に優れてい

ると判断する。 

 
成果の社会への還元等に関する目標 

〇小項目３「研究で得た成果を人類共通の財産として広く社会に還元する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

成果の社会への還元に関する具体的な方策 

計画３－１「研究成果を広く社会に還元するために、印刷物や Web 等を通して平成 18 年度か

ら研究成果を公表する」に係る状況 

平成 16 年度に大学情報委員会の下で、研究者情報に係るデータ公表の準備を進め、平成 17

年度から教職員活動データベースの運用を開始するとともに、Web にて「研究者情報検索」と

して一般公開を開始した。平成 18 年度から、研究院においてデータ更新をするように積極的

に働きかけ、「研究者情報検索」へのアクセス件数は16万件近くに伸びている(下記表3-1-A)。 

論文・著書件数

0

500

1000

1500

2000

2500

論文

著書

論文 1539 1649 1714 1691 1756

著書 154 178 183 232 201

法人化前 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年
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また、平成 16～17 年度には、研究シーズ集を作成（CD 版も含む）するとともに、関連 Web

サイトを構築した（下記表 3-1-B）。また、平成 18～19 年度は、東京・田町に開設している

「キャンパス･イノベーションセンター」内のリエゾン・オフィスにおいて、科学技術振興機

構（JST）と連携し、農工大 TLO の協力を得て、研究発表会、展示会等を開催し、研究シーズ

をパネル化するなど広報活動を行った（資料 2-1-3-1-1）。 

平成 17 年 10 月からは報道機関に対し、学長による記者会見を行い、本学の研究成果や取組

等を社会へ公表している（資料 2-1-3-1-2）。 

「科学技術展」は本学の教育成果を広く社会に発信することを目的として、昭和 62 年から

全学的な取組として開催している。平成 16 年度以降も引き続き開催し、平成 18 年度から毎年

開催することとし、平成 19 年度には姉妹校の英国・ブライトン大学が海外の大学として初め

て出展するなど、国際化への取組として実施した（表 1-2-A、p98）。 

 

表 3-1-A「研究者情報検索」アクセス数（平成 16～19 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     表 3-1-B 

 
     （出典 東京農工大 Web サイト） 

 

資料 2-1-3-1-1 「産官学連携・知的財産センター」パンフレット（p9、東京農工大学） 

資料 2-1-3-1-2 学長記者会見一覧（平成 17～19 年度） 
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＜研究者情報検索＞             （単位：件） 

  平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

学内アクセス数 8,516 9,151 20,085 

学外アクセス数 31,288 70,681 137,012 

合計 39,804 79,832 157,097 

（出典 東京農工大学調査データ） 
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成果の社会への還元に関する具体的な方策 

計画３－２ウェイト「産学連携及び国・地方自治体等との連携を拡大する」に係る状況 

産学官連携の実施状況については、以下の通りである。 

平成 15 年度から文部科学省が実施している「大学知的財産本部整備事業」の採択機関とし

て、大学における知的財産の創出・取得・管理活用に係る活動に取り組んでおり、その実績が

評価されて、下記表 3-2-A の通り、平成 17 年度に「スーパー産学官連携本部」に選定される

など、その事業を拡大した。スーパー産学官連携本部は、平成 16 年度に改組再編した「産官

学連携・知的財産センター」（本報告書 65 頁参照）を核として、本部長である学長のリーダー

シップの下で産学官連携活動を大学のミッションである教育、研究等の全てを駆動する原動力

と位置づけて、積極的に推進した（資料 2-1-3-2-1）。 

産官学連携・知的財産センターを中心とした実施体制を整備し、産学官連携活動を拡大して

おり、下記表 3-2-B の通り、法人化前と比較すると、外部資金等受入金額は着実な伸びを示し

ている。例えば、共同研究受入の実績を法人化前 3 年間の平均と比較すると、平成 19 年度で

は受入金額で 1.3 倍、受入件数で 1.9 倍と大幅に増加している。平成 18 年度の文部科学省の

報告書によると、共同研究の受入金額は 10 位であり、教員１人当たりの共同研究金額につい

ては全国１位となっている（資料 2-1-3-2-2）。また、基盤的資金に対する外部資金等の割合

は全国立大学中第３位〔平成 18 年度〕となっており、本学の産学官連携活動がいかに拡大し

ているかが把握できる（資料 2-1-3-2-3）。 

下記表 3-2-C の通り、国際的な産学官連携活動については、平成 18 年度に英国・ブライト

ン大学との間で、大学間交流協定、国際産学連携協定を締結するとともに、文部科学省国際的

な産学官連携の推進体制整備事業の採択を受けて、本格的なグローバル産学官連携活動を開始

することとなった（資料 2-1-3-2-4）。 

アジアにおける海外リエゾン拠点としては、多くの大学との連携の観点から、北京事務所（独

立行政法人日本学術振興会（JSPS）の北京研究連絡センターに設置された教育研究拠点〔本報

告書 94 頁〕を参照）と上海事務所、タイにバンコク事務所を設置し、現地大学及び企業との

連絡拠点として活動を始めた。一方，欧米においては，大学間で相互互恵の関係を構築するこ

ととし、ブライトン大学、チェコ工科大学、カリフォルニア大学デービス校（農学分野におい

て全米第１位）、ニューヨーク州立大学バッファロー校を海外リエゾン拠点とし、現地企業等

との連携を開始した。平成 19 年度に整備を図った国際的産学官連携活動のマネジメント体制、

７箇所の海外リエゾン拠点と、養成した国際知財人材・プロパー職員の活用を基盤とし、平成

20 年度以降のグローバル産学官連携活動の一層の推進が図られることとなった(資料

2-1-2-2-5）。 

 

表 3-2-A 産学官連携事業実績（平成 16～19 年度） 

年度 事業内容 備考（出典） 

平成 17 年度 

 

 

 

 

 

 

平成 19 年度 

・文部科学省「大学知的財産本部整備事業」（平成 15

年度実施）の採択機関として中間評価では最高評価の

Ａ評価を受ける。 

・「スーパー産学官連携本部（知的財産本部を核とした

組織的産学官連携を推進するモデル事業機関）」につ

いて、上記事業 34 大学から選定された６大学のうち

の１大学として選定される。 

・国際的な産学官連携の推進体制整備機関として、12

大学の１つに選定される。 

資料 2-1-3-2-6 

 

 

 

 

 

 

資料 2-1-3-2-7 
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表 3-2-B 外部資金等受入金額（平成 16～19 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 共同研究費受入金額・受入件数の推移（平成 16～19 年度） 

年度 受入金額 

（千円） 

対法人化前 受入件数 対法人化前 

法人化前平均 481,423 1.0 144 1.0 

平成 16 年度 626,334 1.3 179 1.2 

平成 17 年度 666,188 1.4 246 1.7 

平成 18 年度 648,529 1.3 253 1.8 

平成 19 年度 625,436 1.3 267 1.9 

※法人化前：平成 13～15 年度 （経費を伴わない契約を除く） 
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受託研究員費
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科学研究費補助金

寄附金

受託研究費

共同研究費

受託研究員費 1,353 1,353 1,740 812

受託事業費 76,895 130,239 458,186 564,344

その他の補助金 399,870 319,351 445,361 386,278

科学研究費補助金 720,300 755,430 1,053,640 1,095,980

寄附金 340,942 320,094 353,945 444,667

受託研究費 798,364 955,953 1,100,478 1,178,565

共同研究費 626,334 666,188 648,529 625,436

16年度 17年度 18年度 19年度

単位：千円　※間接経費・一般管理費を含む。
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表 3-2-C 国際的な産学官連携の推進体制 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-1-3-2-1 国立大学法人東京農工大学産官学連携の実績（p1、2007） 

資料 2-1-3-2-2 東京農工大学の共同研究 他大学との比較 

資料 2-1-3-2-3 国立大学法人の財務分析（p19-20、2008 年１月、文部科学省科学技術政策研究所）

資料 2-1-3-2-4 東京農工大学学報（第 455 号、2006.12.15） 

資料 2-1-3-2-5  海外リエゾン拠点  

資料 2-1-3-2-6 「大学知的財産本部整備事業」中間評価結果及び「スーパー産学官連携本部」選

定結果について（平成 17 年７月 15 日、文部科学省） 

資料2-1-3-2-7 国際的な産学官連携の推進体制整備に係る選定結果について（平成19年４月４日、

文部科学省） 

 

成果の社会への還元に関する具体的な方策 

計画３－３「研究成果に立脚して、国・地方自治体の政策立案に積極的に参画する」に係る状

況 

地域インキュベータの立地に向けて、小金井市等と調整を重ねた結果、経済産業省所管の「新

事業創出促進法」に基づく「大学連携型起業家育成施設整備事業」（通称：「地域インキュベ

ータ」）に平成 18 年度に東京都、小金井市と連携して応募し、平成 19 年度に採択を得た。既

存の「農工大インキュベータ」（資料 2-1-3-3-1）で技術とビジネスモデルを確立し、その後、

「地域インキュベータ」（農工大インキュベータの隣接地に建設）で財務やマーケティングを

強化し、２段階方式でベンチャーを社会に輩出する構想である。この地域の学術と文化、そし

て、生活の質（Quality of Life）の一層の向上に寄与すべく、地域連携のイノベーション体

制を整え、今後、名実共に「スーパー産学官連携本部」として日本のイノベーション創出の発

信基地となる将来構想を描いている。なお、平成 20 年度から施設は運営されることになって

おり、中小企業基盤整備機構や東京都、小金井市と協力することで、起業支援の土台を築き、

地域に根差した産学官連携の発展を目指すこととしている。なお、国・自治体の政策立案への

参画については、農林水産省知的財産戦略本部における「農林水産研究知的財産戦略」の策定

や、農林水産省農業資材審議会における特定農薬の指定、内閣府食品安全委員会動物薬専門調

査会における動物薬における安全性評価などに本学教員が参画した事例がある（計画２－２及

び資料 2-1-2-2-1、p52）。 

 

資料 2-1-3-3-1  国立大学法人東京農工大学産官学連携の実績（p5、2007）等 

 

（出典：国立大学法人東京農工大学産官学連携の実績 2007） 
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ｂ）「小項目３」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）成果の社会への還元等に関する目標を達成するため、研究成果を積極的に公開する

とともに、産学官連携活動を重点的な取組として拡大・実施した。また、国・地方自治体との

事業にも着手した。以上のことから、目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 
成果の社会への還元等に関する目標 

〇小項目４「研究連携を通して大学と社会とがともに利益を得る体制を構築し、知的創造サイクル

の形成を目指す」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

成果の社会への還元に関する具体的な方策 

計画４－１「新産業の創出に貢献するために、新技術の創出、権利化、技術移転、起業支援等

を拡大する」に係る状況 

知的財産管理及び活用を支援するため、下記表 4-1-A に示す支援を実施した。また、上記支援

を受けて、下記表 4-1-A の通り、知的財産の管理・活用を行った。発明届出件数は全国立大学に

おいて、平成 17 年度で９位、平成 18 年度では 12 位であった。また、特許公開件数は、公私立

大学を含めて平成 17 年度は 44 位であったのが、平成 18 年度には 14 位（84 件）までランクア

ップしており、表 4-1-B の実績もあわせて参照すると、支援等が着実な効果をあげていることが

わかる（資料 2-1-4-1-1）。 

 

表 4-1-A 知的財産管・活用に係る支援実績（平成 16～19 年度） 

区 分 事業内容（実施年度） 備考（出典） 

産学官連携、知的財産等

に係る方針、ポリシーな

どの策定・制定 

知的財産運用ポリシー、利益相反ポリシ

ー、産官学連携ポリシーを制定し、学内へ

の周知を図った（平成 16 年度）。 

資料 2-1-4-1-2 及び職務

発明等に係る規程につ

いては、中項目(2)計画

4-1、4-3〔本報告書 70-72

頁参照〕 

「産官学連携・知的財産

センター」への研究支援

者（コーディネータ、専

門人材等）の配置 

産学官連携に係る事業拡大を受けて、セ

ンター内にリエゾンコーディネータ、イン

キュベーション支援人材、知財専門人材、

研究コーディネータ、国際化支援スタッ

フ、弁理士等の研究支援者を配置すること

により、産学官連携活動の拡大を図った

（平成 15～19 年度）。 

詳細については中項目

(2)計画 1-6〔本報告書

65 頁参照〕 

農工大 TLO の活用 農工大 TLO との間に、知的財産の活用及

びその他の協力事業等に関する業務提携

契約を締結し、技術移転ライセンス等を農

工大 TLO が主体となり、両者協力の下で活

動した。 

詳細については中項目

(2)計画 4-2〔本報告書

71 頁参照〕 

民間企業・他機関等との

包括協定の締結 

日本通運（株）、富士写真フィルム（株）、

（株）日立製作所、東京瓦斯（株）、シチ

ズン時計（株）と包括協定の締結及び（財）

電力中央研究所、横河電機（株）と研究連

携イノベーションラボ設置包括協定を締

結し、大型共同研究案件の創出を行った。 

詳細については中項目

(2)計画 1-9〔本報告書

67-68 頁参照〕 

 

表 4-1-B 知的財産管理・活用に係る実績（平成 16～19 年度）※法人化前平均：平成 13～15 年度平均 

区  分 
法人化前

平均 
16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

特許出願件数 - 98 157 101 76

農工大 TLO 特許出願件数 - 14 12 11 20

発明届出件数（大学有） 5 137 217 160 153
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      （個人有） 153 － － － －

年度別
1,265 2,236 1,801 1,701 1,053

 

ロイヤリティ 

収入【万円】 

累計 2,090 6,030 7831 9,532 10,585

年度別 5 8 17 12 9

農工大 TLO 技

術移転 

（ライセン

ス）実績（個

人帰属の権利

を含む） 

実 施 許 諾 件 数

【件】 

（新規契約のみ） 
累計 

8 23 40 52 61

本学発ベンチャー企業の創出件数 16 23 27 29 32

科学技術振興機構(JST)シーズ発掘試験 制度なし 制度なし 5 13 15

科学技術振興機構(JST)産学共同シーズイノ

ベーション化事業（顕在化ステージ） 

制度なし 制度なし 制度なし 10 4

科学技術振興機構(JST)産学共同シーズイノ

ベーション化事業（育成ステージ） 

制度なし 制度なし 制度なし 0 1

NEDO 産業技術助成事業 0 0 0 3 0

（出典：国立大学法人東京農工大学産官学連携の実績 2007） 

 

資料 2-1-4-1-1 第 71 回総合科学技術会議（平成 19 年 11 月 28 日開催）配付資料２－５：「国立大

学法人等の科学技術関係活動に関する調査結果」〔平成 18 事業年度〕（p26、平成

19 年 11 月 28 日、内閣府） 

資料 2-1-4-1-2 東京農工大学における研究推進上の注意事項等について（p41、p44、ｐ47、共生

科学技術研究院、2007） 

 

ｂ）「小項目４」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）成果の社会への還元等に関する目標を達成するため、新技術の創出、権利化、技術

移転、起業支援等を拡大した。以上のことから、目標の達成状況が非常に優れていると判断す

る。 

 
成果の社会への還元等に関する目標 

〇小項目５「研究者の倫理意識を向上する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

成果の社会への還元に関する具体的な方策 

計画５－１「機関及び研究者個人に対して倫理規定を整備し、徹底する」に係る状況 

平成 16～17 年度において、研究倫理について審議するため、研究倫理委員会細則及び要項

を制定するとともに、研究倫理委員会を設置した。平成 18 年度に、研究院が主体となって、

研究者が尊重すべき行動規範について検討し「東京農工大学研究者行動規範」及び「東京農工

大学研究者等の倫理に関するガイドライン」を制定し、平成 19 年度研究院教授会において説

明を行った。毎年、研究院教授会等において、研究推進上の注意事項等についての講演及び関

連事項をとりまとめた冊子「東京農工大学における研究推進上の注意事項等について」を配付

することで、教員（研究者）の倫理意識向上を図った（下記表 5-1-A）。なお、ヒトを対象と

した研究についても、研究倫理委員会において要項に従い審議され、適切に実施した（下記表

5-1-B）。 
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表 5-1-A 「研究推進上の注意事項」の周知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 共生科学技術研究院教授会配付資料） 

 

表 5-1-A ヒトを対象とした研究に関する倫理委員会要項 

…（以下、省略）・・・ 

 

ｂ）「小項目５」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）成果の社会への還元等に関する目標を達成するため、組織及び研究者個人に対して

倫理規程等を制定し、研究院教授会において説明を行い、教員（研究者）の倫理意識の向上を

図っている。以上のことから、目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 
成果の社会への還元等に関する目標 

〇小項目６「社会の持続的な発展及び人類の知的・文化的・物質的生活の向上に貢献する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

大学として重点的に取り組む領域 

計画６－１「農学と工学並びに融合領域を機軸として俯瞰的な視野から総合的な科学技術の研

究に取り組む。特に、ナノ未来科学、生存科学、生命農学、環境資源共生科学、動

物生命科学、生命機能科学、先端生物システム学、物質機能科学、システム情報科

学、論理表現科学の領域に重点的に取り組む」に係る状況 

本目標（小項目６）は、本学の研究成果を社会へ還元することにおいて、目指すべき方向性
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（理念）である。この目標に基づき、本計画で掲げる研究を実施すること（計画６－１）、ま

た、計画６－２により、その成果を広く社会に還元することで、本目標を達成することとした。 

本報告書 50 頁にある通り、研究院の各拠点・部門において、その研究目標を設定し、研究

を推進した。加えて、多様な課題等に機動的に対応できるよう、部門を越えた融合、萌芽的研

究課題、分野にとらわれない萌芽的な研究プロジェクトを推進した。 

 

成果の社会への還元に関する具体的な方策 

計画６－２「産学連携及び国・地方自治体等との連携を拡大する」に係る状況 

産学官連携の実施状況については、本報告書 55-57 頁にある通り、「大学知的財産本部整備

事業」の採択機関から「スーパー産学官連携本部」、「国際的な産学官連携の推進体制整備事業」

に選定されるなど、その事業を拡大した。スーパー産学官連携本部では、平成 16 年度に改組

再編した「産官学連携・知的財産センター」を核として、本部長である学長のリーダーシップ

の下で、産学官連携活動を大学のミッションである教育、研究等の全てを駆動する原動力と位

置づけて、積極的に推進した。 

 

ｂ）「小項目６」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）研究成果の還元等に関する目標を達成するため、研究院の各拠点・部門において、

その研究目標を設定し、研究を推進した。加えて、産官学連携・知的財産センターを中心に、

社会ニーズ及び学内シーズとのマッチング活動を推進し、積極的に産学官連携活動を行った。

以上のことから、目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

②中項目１の達成状況 
（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）研究水準及び成果に関する目標を達成するため、学術・研究憲章を発展させた大学

憲章を策定するとともに、本憲章に基づき設定した研究院の各部門、拠点ごとに目標に基づく

研究を推進した。また、産学官連携及び知的財産管理・活用に関する目標を達成するために、

研究成果の Web による公開、産官学連携・知的財産センターを中心とした活動により、研究成

果の社会への還元のための様々な取組を実施した。以上のことから、目標の達成状況が非常に

優れていると判断する。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 
（優れた点）１．平成 14 年度採択された 21 世紀 COE 拠点「ナノ未来材料」については、事業終

了後も研究拠点として、共生科学技術研究院内にナノ未来科学研究拠点を設置し

ており、COE プログラムの研究課題から派生した多様な課題について、他の競争

的研究資金（大学院教育改革支援プログラム、派遣型高度人材育成協同プラン、

若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム）の採択を受けてお

り、質の高い教育研究の維持・向上に資する取組となった（計画２－２）。 

２．平成 15 年度「大学知的財産本部整備事業」、平成 17 年度「スーパー産学官連携

本部」、平成 19 年度「国際的な産学官連携の推進体制整備事業」に採択されたよ

うに、事業を拡大しており、知的財産の創出、取得、管理活用に係る活動、共同

研究創出支援、競争的資金申請支援、国際化支援スタッフの配置等の支援を得て、

活発な産学官連携活動を推進した（計画３－２）。 

（改善を要する点）１．教員（研究者）が教育研究に専念できる時間を充実できるような業務支

援体制等の整備策を講じたが、より一層の環境整備が必要である（計画

１－２）。  

（特色ある点）１．平成 17 年度に採択された「スーパー産学官連携本部」事業では、「産官学連

携・知的財産センター」を核として、本部長である学長のリーダーシップの

下で、大学のミッションである教育、研究等の全てを駆動する原動力と位置

づけて、産学官連携を積極的に推進した（計画３－２）。 
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（２）中項目２「研究実施体制等の整備に関する目標」の達成状況分析 

 

①小項目の分析 
研究者の配置に関する基本方針 

〇小項目１「科学技術の進展に合わせた配置、社会的要請に対応した配置を機動的に行う」の分析 
ａ）関連する中期計画の分析 

適切な研究者等の配置に関する具体的な方策 

計画１－１「研究部門・研究拠点間での研究者の交流を推進し、必要に応じて配置換えを行う」

に係る状況 

平成 16～17 年度に、外部資金を活用した特任教員制度及び戦略的研究拠点形成の申請に絡

めて学内の任用制度について検討した。また、研究院代議員会において、新しい部門・拠点の

設置及び研究者の入替を柔軟に実施できる手続を整備し、実施した（資料 2-2-1-1-1～2）。 

 

資料 2-2-1-1-1 部門・拠点の設置に関する申し合わせ（部門・拠点の設置手続関係） 

資料 2-2-1-1-2 「拠点」の設置と研究者の入替事例 

 

適切な研究者等の配置に関する具体的な方策 

計画１－２「基本的な研究分野に配慮しつつ、新規分野・重要性を要する課題に対応するため

に研究部門・研究拠点の枠を超えた研究実施体制を整備し、平成 18 年度から研究

部門・研究拠点の枠を超えた研究を実施する」に係る状況 

平成 18 年度には、下記計画１－５（p63）の通り、科学技術振興調整費における若手研究者

の自立的研究環境整備促進プログラム「若手人材育成拠点の設置と人事制度改革」の採択に伴

い、新しい拠点として若手人材育成拠点を設置した。平成 19 年度に研究院組織の見直しを行

い、工学系部門では、学術分野ごとに、より評価を効率よく行えるよう再編成した（下記表

1-2-A 及び資料 2-1-2-1-2、p50）。さらに、上記計画１－１の通り、分野にとらわれない融合

領域の研究を推進するために、部門を越えて研究を行える「拠点」を設置し、必要に応じて機

動的・流動的に教員を配置できる体制とした。また、部門を越えた融合、萌芽的研究課題を公

募し研究経費を配分することで、分野にとらわれない萌芽的なプロジェクトを推進した（資料

2-1-1-2-2、p49）。 

 

表 1-2-A  共生科学技術研究院と兼務先教育組織の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典   東京農工大学 Web サイト） 
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適切な研究者等の配置に関する具体的な方策 

計画１－３「研究者の採用に際しては、国内外の大学・研究所等への募集の周知を図り、国際

化、男女共同参画を考慮して、外国人や女性研究者の採用も十分に検討し、その選

考結果を公表する」に係る状況 

平成 16 年度に、“公募制を一層積極的に活用”し、“国籍、性別、障害の有無、出身大学等

にとらわれない採用を一層進める”とした「教育職員人事に関する基本方針」を定めて、採用

計画・選考の際には本方針に基づいて実施した。教員の採用、選考等は、教育研究評議会で審

議し、その採用計画、選考結果を議事録として Web 上で公開した（資料 2-2-1-3-1）。 

 

資料 2-2-1-3-1 「教育職員人事に関する基本方針」（「第 16－３回教育研究評議会議事録及び資料」

【抜粋】 

 

適切な研究者等の配置に関する具体的な方策 

計画１－４「若手研究者の流動性を高めるために、必要に応じて任期制の適用を拡大する」に

係る状況 

任期制については、適用範囲、処遇等を検討しつつ、計画的に任期制ポストの拡充に努めた。

また、平成 18 年度の助教等の新しい教員組織制度の導入に伴い、多くの部局で助教について

任期制を付した（資料 2-2-1-4-1）。 

 

資料 2-2-1-4-1 任期制ポスト拡充状況（平成 16・19 年度） 

 

適切な研究者等の配置に関する具体的な方策 

計画１－５ウェイト「外部資金等を活用して若手研究者を雇用し、大学及び研究部の指向する

プロジェクトを推進する」に係る状況 

本学では若手研究者及び女性研究者支援について、平成 17 年度に、学長主導により具体的

な実施案を検討した。実施案に基づき、科学技術振興調整費『若手研究者の自立的研究環境整

備促進プログラム』と『女性研究者支援モデル育成』のシステム改革に係る競争的資金に応募

した結果、｢若手人材育成拠点の設置と人事制度改革｣及び｢理系女性のエンパワーメントプロ

グラム｣の２課題が採択された（資料 2-2-1-5-1 及び上記表 1-4-A、p38）。 

平成 18 年度に、本プログラムの採択に伴う処遇等に関する諸制度、就業規則を整備した上

で、テニュアトラック教員及び女性キャリア支援教員について、任期制による採用を行った。 

テニュアトラック教員については、本学の基本理念に沿った研究分野の若手研究者を Web

により国際公募し、応募者内訳及び男女比率等を公表した（資料 2-2-1-5-2）。募集した研究

分野、応募者数及び選考結果は、下表 1-5-A～B の通りである。 

なお、本プロジェクトの推進のために、研究院に先進的な試みを行う『特区』として「若手

人材育成拠点」を置く（下記表 1-5-C 参照）とともに、特定プロジェクト推進室を新たに設け

て推進体制を整備した。採用されたテニュアトラック教員は充実した環境の中で集中的な研究

を行い、本学の指向する研究プロジェクトを推進した。また、「女性キャリア支援・開発セン

ター」を設置（上記表 1-4-A、p38 参照）し、キャリア支援事業を実施した。 

平成 19 年度には全学的な人事システム改革を推進するために、若手人材育成拠点運営委員

会内に「人事システム改革 WG」を設置して検討した結果、平成 20 年度に、大学運営費による

テニュアトラック制度を導入することとした（下記表 1-5-D 参照）。 

 

表 1-5-A 

テニュアトラッ

ク教員募集研究

分野 

生命工学、応用化学、機械システム工学、物理システム工学、電気電子工

学、情報工学、生物生産科学、共生持続社会学、応用生命化学、生物制御

科学、環境資源物質科学、 物質循環環境科学、自然環境保全学、農業環

境工学、国際環境農学 
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表 1-5-B 応募者数及び選考結果 

応募者数 採用  

男 女 合計 男 女 合計 
備  考 

第 １ 期

公 募 

598 

(143) 

75 

(19) 

673 

(162) 

15 

(3) 

5 

(0) 

20 

(3) 

第 ２ 期

公 募 

131 

(26) 

7 

(1) 

138 

(27) 

2 

(0) 

0 

(0) 

2 

(0) 

合 計 
729 

(169) 

82 

(20) 

811 

(189) 

17 

(3) 

5 

(0) 

22 

(3) 

※下段（ ）は外国人 

※特任准教授として、

左記の通り、若手研究

者 22 名を採用（うち外

国人教員３名、女性教

員５名） 

（出典：「若手人材の育成について」、国立大学協会：平成 19 年度大学マネージメントセミナ

ー資料（研究編）【平成 19 年 11 月 16 日開催】） 

 

表 1-5-C  「若手人材育成拠点」実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：「東京農工大学 Web サイト」) 
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表 1-5-D 大学運営費によるテニュアトラック制度について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 「教育研究評議会」資料） 

 

 

資料 2-2-1-5-1 ｢若手人材育成拠点の設置と人事制度改革｣（東京農工大学 Web サイト） 

資料 2-2-1-5-2 若手研究者＜公募方針＞（東京農工大学 Web サイト） 

 

適切な研究者等の配置に関する具体的な方策 

計画１－６「研究支援者の配置については、支援が効率的に行われるように事務職員等を配置

するほか、各種の人材配置制度を積極的に活用するとともに弾力的に運用し、支援

を充実する」に係る状況 

大学知的財産本部整備事業等の拡大に伴い、平成 16 年度に改組した「産官学連携・知的財

産センター」を、総合戦略調整室、地域連携室、産官学連携推進部、国際知的財産部、国際リ

エゾン室、契約事務室の部・室から構成する組織へと再編した（下記表 1-6-A 参照）。さらに、

下表 1-6-B の通り、同センターにコーディネータ、専門人材等の研究支援者を配置して、共同

研究創出支援、競争的資金申請支援、知的財産の権利化及び農工大 TLO との連携による知的財

産の活用等、研究支援の充実とグローバルな産学官連携体制の整備を図った。また、研究支援・

産学連携チームの産学連携係をセンター内に置き、センターと事務組織との連携強化を図った。

研究支援者の推移を表 1-6-C に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・・（中略）・・・・ 

 
・・・・（中略）・・・・ 

 
・・・・（以下、省略）・・・・ 
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表 1-6-A   

府中サテライト

田町リエゾンオフィス

東京農工大学東京農工大学 産官学連携・知的財産センター産官学連携・知的財産センター 体制図体制図 （平成（平成１９１９年１２月）年１２月）

総合戦略調整室

【業務】
部・室間に渡る活動の
統括及び指揮
【配置人材】
室長（センター長と併任）

１名
専任教員 ２名
事務補佐スタッフ ３名

国際リエゾン室

【業務】
・国際産学官連携活動に関する
渉外事項

・外国企業等との連絡・交渉・
契約等の窓口業務

・海外向けの情報発信

【配置人材】
室長（副センター長と併任）

１名

国際化支援スタッフ ２名

産官学連携推進部

【リエゾン業務】
・共同研究発掘活動
・各種競争的資金の獲得支援
・リエゾン活動
【配置人材】
客員教授・准教授 １４名
産官学推進コーディネータ １名

研究コーディネータ ５名
リエゾンコーディネータ １名
NEDOフェロー ２名
研究支援推進員 １名
事務補佐スタッフ １名
【インキュベーション支援業務】
キャンパスインキュベーション活動支援
【配置人材】
インキュベーション支援人材 １名
事務補佐スタッフ １名

国際知的財産部

【業務】
・発明発掘と権利化
・国際産学官連携活動の支援
（法令順守・紛争予防等）

・農工大TLOと連携した知的

財産の活用

【配置人材】
客員教授 ４名
国際知的財産マネージャー

１名
国際知財人材（弁理士）

２名
特許技術者 ４名
事務補佐スタッフ １名

地域連携室

【業務】
・国、自治体等とのリエゾン活動
・国、自治体等からの共同、受託
研究のアドバイスと支援

・地域インキューペーション活動
支援

【配置人材】
室長（副センター長と併任）

１名
客員教授・准教授 ３名

企
業

海外リエゾン拠点

農
工
大

大
学
院
共
生
科
学
技
術
研
究
院

農
工
大

国
際
セ
ン
タ
ー

産官学連携・知的財産センター産官学連携・知的財産センター

国
・自
治
体
等

連携

相互協力

連携

共同研究

センター長
副センター長（２名）

最高意思決定機関 産官学連携戦略委員会（委員長：学長）

責任者会議

センター運営委員会

研究支援・産学連携チーム ／ 契約事務室

【業務】共同研究契約、受託研究契約、科研費補助金の受入、研究助成金の周知と受入、寄付金の受入
【配置人材】チームリーダー1名、副チームリーダー1名、係長2名、事務職員５名、事務補佐スタッフ１０名

連
携

産官学連携戦略本部（本部長：学長）

 
    （出典 産官学連携・知的財産センター運営委員会配付資料） 

表 1-6-B 研究支援者の配置（平成 14～19 年度） 

採択年度 事業等名 配置人材内訳 

平成 14 年度 ・文部科学省制度 

・新エネルギー・産業技術総合開発機

構（NEDO）制度 

・産学官連携コーディネータを配置 

・NEDO フェローの派遣 

平成 15 年度 大学知的財産本部整備事業 ・リエゾンコーディネータ、インキュベ

ーション支援人材、知財専門人材を配置

平成 17 年度 スーパー産学官連携本部事業 ・研究コーディネータ等を研究院プロジ

ェクトなどに応じて配置 

平成 19 年度 .国際的な産学官連携の推進体制整備

事業 

・国際化支援スタッフと弁理士を配置 

 

表 1-6-C 研究支援者〔センター配置人材〕の推移（平成 15～19 年度） 

 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度

特許技術者 4 6 5 5 4 

弁理士 - 1 1 1 2 

リエゾンコーディネータ - - 3 2 2 

研究コーディネータ - - 6 5 5 

インキュベーション支援人材(IM) 1 1 1 1 2 

国際化支援スタッフ - - - - 2 

産学官連携コーディネータ 2 2 2 1 1 

NEDO フェロー 1 1 1 2 2 

研究支援推進員 1 1 1 1 1 

事務補佐員 3 3 5 6 5 

顧問弁護士 - - - 1 1 

顧問公認会計士･税理士･弁理士 2 2 2 1 1 

客員教授(弁護士･公認会計士･弁理士) 5 5 4 2 4 
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    (その他) 22 32 27 14 15 

合計 41 54 58 42 47 

※（出典 上記表 1-6-B、C とも東京農工大学調査データ） 

 

研究資金の配分システムに関する具体的な方策 

計画１－７「中長期的研究や基礎的研究に配慮しつつ、標準的な研究基盤経費は経常的に配分

し、そのほかは評価に基づいて平成 18 年度から重点的な経費を配分する」に係る

状況 

平成 16 年度から中長期的な研究や基礎的研究に配慮して、運営費交付金から標準的な研究

基盤経費を恒常的に配分した（資料 2-2-1-7-1）。また、平成 16 年度から研究資金の配分につ

いて検討を開始し、オーバーヘッドについて、科学研究費補助金の採択者にインセンティブを

与える仕組みを導入した。平成 17～18 年度には、産官学連携戦略委員会及び管理運営体制検

討 WG において、外部資金のオーバーヘッドを活用した大型の競争的研究資金獲得者に対する

支援措置及び研究資金の配分システムについて検討し、「産官学連携奨励制度」を創設した（下

記表 1-6-A）。なお、各部局においても、外部資金獲得を目指す若手研究者等を中心に研究支

援経費を配分した（資料 2-2-1-7-2）。 

 

表 1-6-A ｢産官学連携奨励制度｣ 

 
・・・・（以下、省略）・・・・ 

（出典「教育研究評議会」資料） 

 

資料 2-2-1-7-1 国立大学法人の財務分析（p65、p409、2008 年１月、文部科学省科学技術政策研

究所） 

資料 2-2-1-7-2 工学教育部及び農学教育部学部長裁量経費配分基準 

 

研究資金の配分システムに関する具体的な方策 

計画１－８「大学及び研究部として取り組むべき課題に対し、研究資金を配分する」に係る状

況 

大学全体として取り組むべき課題に対する研究費配分については、平成 17 年度に、研究院

の各部門・拠点を置き、取り組むべき課題を設定するとともに、平成 18 年度から競争的資金

獲得も目指し、産官学連携戦略委員会に設置した「研究戦略検討 WG」で研究プロジェクトを

企画し、これを推進した（資料 2-1-2-1-3、p50）。また、研究プロジェクトについては、平成

18 年度から大学戦略経費（学長裁量経費）を、①部門を越えた融合、萌芽的研究に対する支

援、②国際会議・研究会主催運営の支援のために研究の芽を育む体制整備及び融合研究の推進

に資する研究院経費に配分した（資料 2-1-1-2-2、p49）。 

       

全国共同研究、学内共同研究等に関する具体的な方策 

計画１－９「大学の枠を超えた全国共同研究、研究部門の枠を超えたプロジェクト形式の学内

共同研究を奨励する」に係る状況 

上記計画１－８の通り、平成 18 年度から萌芽的融合研究のための学内研究会・討論会等の
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開催経費や、部門を越えた融合、萌芽的研究に対する研究経費の支援を行い、組織の枠を越え

た研究の実施を奨励した。また、産官学連携・知的財産センターではリエゾンコーディネータ、

研究コーディネータ等の活動により、学外機関との共同研究を推進し、日本通運㈱、㈱日立製

作所、東京瓦斯㈱、富士写真フィルム㈱、シチズン時計㈱との包括連携契約を締結した（資料

2-2-1-9-1）。平成 18 年度には、さらに研究開発、人材育成など具体的な協力を有機的に推進

する共同研究体制として、下記表 1-6-A の通り、「研究連携イノベーションラボラトリー」の

設置について検討し、平成 19 年度に（財）電力中央研究所及び横河電機㈱と契約を締結した。 

 

表 1-6-A  

（出典 「国立大学法人東京農工大学産官学連携の実績」） 

 

 

資料 2-2-1-9-1 東京農工大学の包括的な組織連携 

 

学部・研究科・附置研究所等の研究実施体制等に関する特記事項 等 

計画１－10「研究実施体制の整備を目指して，学内外の関連する研究組織との連携を強化し，

さらに統廃合についても検討を進める」に係る状況 

平成 16～19 年度において、下記表 1-10-A の通り、各学府・学部等の教育研究に係る実施体

制の整備を目指して、学外の教育研究組織との連携（連携大学院、寄附講座）により、これを

強化した。また、学内の教育研究施設の統配合については、「ものづくり創造工学センター」

（平成 18 年度）及び「学術研究支援総合センター」（平成 19 年度）の整備を実施した（詳細

については、下記計画３－１〔p70〕を参照）。 

 

表 1-10-A 学外との研究組織との連携実績（平成 16～19 年度） 

連携区分 学外組織名及び概要 備考（関係部局）

連携大学院 ・（財）機械振興協会技術研究所と教育研究に対する連

携・教育に関する協定書を締結 

工学府 
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（平成 18 年度） 

・（独）交通安全環境研究所と上記協定書を締結（平成

19 年度） 

寄附講座 ・「キャパシタテクノロジー講座」の新設 

・「半導体ナノテクノロジー講座」における設置期間の

延長 

工学府 

（出典 国立大学法人東京農工大学の概要） 

 

ｂ）「小項目１」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）研究者の配置に関する目標を達成するため、研究院の部門・拠点の枠を越えたプロ

ジェクトを可能とする柔軟な研究実施体制を整備するとともに、重点的な取組として、若手研

究者及び女性研究者育成のための施策を実施した。また、産官学連携・知的財産センター所属

の研究コーディネータ等の配置、研究資金配分システムの整備などの研究支援を実施した。加

えて、外部機関との研究協定等の連携事業を奨励した。以上のことから、目標の達成状況が非

常に優れていると判断する。 

 
研究環境の整備に関する基本方針 

〇小項目２「研究を安全に効率よく実施できる環境を整備する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的な方策 

計画２－１「安全かつ効率よく研究を推進していくために、各部局等の施設・設備を見直し、

計画的に整備する」に係る状況 

平成 16～17 年度に、キャンパス・アメニティの向上のため、「キャンパス・マスタープラン」

を策定した（資料 2-2-2-1-1）。平成 18 年度から、キャンパス・マスタープラン及び設備整備

マスタープランに基づき、各部局で緊急度の高いアメニティ事項を選別し、整備を実施した。

本設備整備マスタープランに基づき、平成 19 年度は６設備について予算配分を行った。 

 

資料 2-2-2-1-1 「キャンパス・マスタープラン」策定状況等 

 

研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的な方策 

計画２－２「大学や研究部が重点的に取り組む研究を実施するために、共用スペースを有効活

用するための規則等を整備する」に係る状況 

平成 16 年度に、共用スペースの有効利用のため、関連要項を制定・整備し、運用した。平

成 17 年度には各部局において、施設利用の現状を調査し、共用スペースの設定、申し合わせ

の整備などの措置を実施した。平成 18～19 年度は各部局において、共用スペースの活用状況

の調査を実施し、その結果を基に施設整備委員会等で検討し、共用スペースの有効活用を推進

した（資料 2-2-2-2-1）。 

 

資料 2-2-2-2-1 共同利用スペースの確保状況（平成 18 年度） 

 

研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的な方策 

計画２－３「『産官学連携・知的財産センター』の小金井キャンパスでの施設の拡充を図ると

ともにサテライト施設及び組織を府中キャンパスに置く」に係る状況 

小金井キャンパスでの施設の拡充を図る取組として、資料 2-1-3-3-1（p57）にある通り、

小金井キャンパス内に地域インキュベータを新設することとした。また、平成 18 年度に、府

中キャンパス内にサテライト施設（共同研究スペース）の改修を行い、新たに共同研究スペー

スとして利用した（資料 2-2-2-3-1）。 

 

資料 2-2-2-3-1 産官学連携・知的財産センター各施設使用者注意事項等 
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ｂ）「小項目２」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）研究環境に関する目標を達成するため、「キャンパス・マスタープラン」等を策定

するとともに、各部局において、施設利用の現状を調査し、共用スペースの設定、申し合わせ

の整備などの措置を実施した。以上のことから、目標の達成状況が良好であると判断する。 

 
研究環境の整備に関する基本方針 

〇小項目３「計画的に研究施設・設備を整備する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的な方策 

計画３－１「学内の諸教育研究センター等の施設・設備の充実を図り、計画的に整備する。ま

た、これら施設・設備の効率的運用体制を整備する」に係る状況 

平成 16～17 年度に、大学全体の施設・設備に関して、環境・安全衛生委員会で検討を行い、

役員会の下に全学的な設備整備マスタープランを策定するための「設備整備に関するマスター

プラン検討ワーキング・グループ」を設置し、｢設備整備マスタープラン｣を作成した（資料

2-2-2-1-1、p69）。設備整備マスタープランに基づき、平成 19 年度は６設備について予算配分

を行った。平成 19 年度には、基盤的設備の計画的な管理等を推進するため、遺伝子実験施設

と機器分析センターを「学術研究支援総合センター」へ改組再編し、より効率的に施設・設備

を運用できる体制に整備した（資料 2-2-3-1-1）。 

 

資料 2-2-3-1-1 「学術研究支援総合センター」概念図（第 19‐13 回教育研究評議会配付資料） 

 

研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的な方策 

計画３－２「持続可能な社会を実施するために、生物資源教育研究センター（仮称）、デジタ

ルデザイン開発センター（Ｄ3センター）（仮称）を設置する」に係る状況 

平成 16～18 年度は、該当施設の設置案について各部局において検討した。平成 19 年度に小

金井キャンパスに「Ｄ3 センター」の構想を取り入れ発展させた「ものづくり創造工学センタ

ー」を設置した（資料 1-1-1-2-2、p5）。また、生物資源教育研究センター(仮称)については、

設立に向けて設立準備委員会を設置し検討した結果、平成 20 年６月に「農学部附属フロンテ

ィア農学教育研究センター」として設置することとした（資料 2-2-3-2-1）。 

 

資料 2-2-3-2-1 生物資源教育研究センター（仮称）設置関係資料 

 

ｂ）「小項目３」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）研究環境に関する目標を達成するため、全学的な設備整備マスタープランを策定す

るとともに、従来の教育研究施設を改組再編して、ものづくり創造工学センター及び学術研究

支援総合センターを設置した。また、府中・小金井キャンパスにおける施設拡充に係る取組を

実施した。以上のことから、目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 
研究環境の整備に関する基本方針 

〇小項目４「競争的な環境を醸成し、個人の能力が最大限に発揮されるシステムを構築する」の分

析 

ａ）関連する中期計画の分析 

知的財産の創出、取得、管理及び活用に関する具体的な方策 

計画４－１「職務発明は、原則として東京農工大学に帰属することとし、その旨を関係の規則

上に規定する」に係る状況 

平成 16～19 年度において、下記表 4-1-A の通り、職務発明に関する規程類を整備し、職務

発明の本学帰属の原則を確立した。そして、学内への周知を図るとともに、より適切な知的財

産管理の実現のための検討を行った。 

 

 



東京農工大学 研究 
 

- 71 -

    表 4-1-A 職務発明に係る取組実績（平成 16～19 年度） 

年 度 概  要 備考（出典） 

平成 16 年度 

 

 

 

平成 17 年度 

 

 

平成 18 年度 

 

 

 

 

平成 19 年度 

・職務発明に関する規程類を整備し、職務発明の本学帰属の

原則等につき教授会・学科会議等の場で説明し、学内への

周知徹底を図った。 

・「月刊知的財産部ニュース」を創刊した。 

・発明の届出と論文発表、学生の行った知的財産の取扱い、

秘密保持、企業等との共同発明に関する重要事項等に関し

て学内へ周知し、本学知的財産活動の活性化を図った。 

・産官学連携・知的財産センター運営委員会の下に職務発明

の取扱いに関する見直し WG を設け、「職務発明承継の判断

体制」「研究費用を用いた特許出願」「企業等との共同出願

における費用の軽減策」などについて検討を行い、教授会

等の場で学内に周知を図り、実施した。 

・「特許出願費用の一部の研究室負担」「発表間近の出願及び

30 条適用案件についての出願費用の負担について」等に

関して、より適切な知的財産管理の実現を図った。 

資料 2-2-4-1-1 

（出典 東京農工大学調査データ） 

資料 2-2-4-1-1 職務発明等の取り扱いについて（東京農工大学 Web サイト） 

 

知的財産の創出、取得、管理及び活用に関する具体的な方策 

計画４－２「産官学連携・知的財産センターを中核に、農工大ティー・エル・オー株式会社を

活用し、ベンチャー指向の強いプロジェクト研究や産官学連携による研究の促進、

特許出願・技術移転支援等を積極的・戦略的に行うとともに、特許出願、審査請求、

維持のために適切な予算措置を講じる。また、担当職員を外部人材の活用の他、内

部での計画的養成により充実する」に係る状況 

平成 16 年度から、知的財産の活用（特許出願、審査請求、登録・権利維持等）のために、

本学費用から毎年 2,800 万円の予算措置を受けて、権利化活動を行った。本学と農工大 TLO

は平成 17 年 4 月、知的財産の活用及びその他の協力事業等に関する業務提携契約を締結し、

農工大 TLO が主体となり、両者協力の下で技術移転ライセンス等に係る業務を実施した。その

成果である技術移転（ライセンス）実績は、本報告書 58-59 頁、表 4-1-B の通りである。 

「産官学連携・知的財産センター」を中心とする技術移転等に係る支援については、平成

16年 12月に経済産業省が発表した企業との共同研究に取り組む大学を産業界の目から評価し

たランキング結果において、本学は産業界から「産学連携に伴う技術移転や事務処理などが最

も効率的」であるとの高い評価を受けた（資料 2-2-4-2-1）。 

センター研究員の人材育成については専門職大学院（MOT）の科目履修、弁護士・弁理士・

公認会計士等専門家との協同業務に基づく OJT を中心とした育成を行うとともに、国際的に通

用する知財人材に関しては、文部科学省の国際的産官学連携体制整備事業採択を受けて国内渉

外弁護士事務所と連携して、継続的に養成した。センター研究員の人事制度改革の検討を行い、

評価を前提とした継続雇用（原資を前提として最大６年間）、平成 18 年度に、年俸制、報奨制

度を実現した（下記表 4-2-A に褒賞に関する要項を掲げる）。 

 

表 4-2-A 
国立大学法人東京農工大学産官学連携・知的財産センターの産学官連携研究員の報奨に関する要項 

 平成 19 年 2 月 1日制定

（趣旨） 

第 1 条 この要項は、国立大学法人東京農工大学産官学連携・知的財産センター（以下「センターという」）

に勤務する産学官連携研究員(以下「センター研究員」)の報奨について必要な事項を定めるものである。 

（適用範囲） 

第 2条 この要項はセンター研究員に適用する。 

（報奨金の決定） 

第 3 条 センター長は、「産官学連携・知的財産センター非常勤職員の業務活動評価実施内規」に基づいて評

価を行い、別に定める「業務評定表」で“S”の最終評価を得た者について、特別の報奨として一時金を支

給する。支給額は当該年度センター主導で獲得した共同研究に係るセンター配分の間接経費の範囲内で定め

る。 
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（報奨金の支払方法） 

第 4条 謝金として支給する。 

（雑則） 

 この要項に定めるもののほか、報奨金の支給に関し必要な事項は、別に定める。 

附則 

この要項は、平成 19 年２月１日から施行する。 

 

（出典 産官学連携・知的財産センターの産学官連携研究員の報奨に関する要項） 

 

資料 2-2-4-2-1 東京農工大学学報（第 434 号、2005.2）等 

 

知的財産の創出、取得、管理及び活用に関する具体的な方策 

計画４－３「平成 17 年度までに利益相反ポリシーの策定、利益相反アドバイザーの起用、利

益相反委員会の設置により、アセスメント体制を整備充実する」に係る状況 

平成 16 年度に制定した各種規程及び平成 17 年度に作成した「利益相反マネジメントガイド

ライン」「利益相反 Q&A」に基づいた利益相反マネジメントについて、研究院の下で新たな体

制整備を図り、平成 18 年度に全学的に実施した（下記表 4-2-A）。 

 

 

表 4-2-A 
国 立 大 学 法 人 東 京 農 工 大 学 

利 益 相 反 マ ネ ジ メ ン ト ガ イ ド ラ イ ン 

 

１． マネジメント手法 

（１） 教職員は、毎年 1 月に、利益相反アドバイザーに対して、“企業等から得る経済的利益”及び“当該

企業等との契約関係等”につき自己申告を行う。 

（２） 教職員が申告する内容は以下のとおりである。 

① 下記に示す企業等から得る経済的利益の有無及び当該企業等名など 

・ 公開株式の保有状況 ・ 未公開株式の保有状況 

・ 資金の貸付・債務保証 ・ 個人保有の特許等の実施 

・ 兼業活動 ・ その他の収入 

② ①に該当する企業等との下記に示す契約関係等の有無 

・ 共同研究 ・ 受託研究 

・ 寄附金 ・ 金銭以外の寄附 

・ 購買 ・ ライセンス 

・ 施設利用 ・ 学生等の雇用 

（３） 利益相反アドバイザーは、教職員からの自己申告に基づき、利益相反の状況を把握し、取りまとめる。

（４） 利益相反アドバイザーは、利益相反の状況にある教職員について、利益相反による弊害の有無を調査

し、調査結果を利益相反委員会に報告する。 

・・・（以下、省略）・・・ 

（出典 利益相反マネジメントガイドライン） 

 

 

ｂ）「小項目４」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）研究環境の整備に関する目標を達成するため、知的財産の創出、取得、管理に係る

制度設計を実施するとともに、産官学連携・知的財産センターの活用を通して、競争的な環境

を整備した。また、利益相反ポリシー等の策定により、利益相反マネジメントに係る業務を実

施した。以上のことから、目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 
研究環境の整備に関する基本方針 

〇小項目５「優れた若手研究者がその能力を最大限発揮できる環境を整備する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

適切な研究者等の配置に関する具体的な方策 

計画５－１「外部資金等を活用して若手研究者を雇用し、大学及び研究部の指向するプロジェ

クトを推進する」に係る状況 
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平成 17 年度に、学長主導により、若手研究者の国際公募について具体的な実施案を検討し、

科学技術振興調整費『若手研究者の自立的研究環境整備促進プログラム』に応募した。その結

果、｢若手人材育成拠点の設置と人事制度改革｣の課題が採択された。平成 18 年度には本プロ

グラムの採択に伴い、プロジェクトの推進のために、研究院に先進的な試みを行う『特区』と

して「若手研究者育成拠点」を設置した。処遇等に関する諸制度、就業規則を整備するととも

に、テニュアトラック教員について任期制による採用を行った。採用された若手研究者は初年

時 700 万円（スタートアップ資金を含む、次年度以降：300 万円／年）等による環境整備に基

づき研究を推進した（資料 2-2-1-5-1～2、p65）。さらに、平成 20 年度には大学運営費によ

る若手教員採用へのテニュアトラック制度の導入について規則整備等を行い、これを実施する

こととした（上記表 1-5-D、p65）。 

 

ｂ）「小項目５」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）研究環境の整備に関する目標を達成するため、外部資金等を活用して若手研究者を

採用し、プロジェクトを推進するための環境を整備した。以上のことから、目標の達成状況が

非常に優れていると判断する。 

 
研究の質の向上システムに関する基本方針 

〇小項目６「一定期間ごとに自己点検評価・外部評価を行い、研究の質を向上する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的な方策 

計画６－１「平成 17 年度から一定期間ごとに自己点検評価及び外部評価を実施して、その評

価結果を公表する」に係る状況 

    本報告書 53 頁の通り、研究院全体及び各部門・拠点における自己点検・評価を実施すると

もに、平成 18 年度には、外部評価〔大学評価・学位授与機構の「選択的評価事項」〕を受けて

評価結果を公表し、下記計画７－２の通り、改善を実施した（資料 2-1-2-3-2、p53）。また、

教員の個人レベルの検証については、平成 19 年度に研究を含む教員の諸活動について評価を

試行実施し、評価結果を大学全体としてとりまとめて公表した（資料 2-2-6-1-1）。 

 

資料 2-2-6-1-1 教員活動評価（平成 19 年度試行評価）の結果について 

 

ｂ）「小項目６」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）研究の質の検証に関する目標を達成するため、各部門・拠点及び研究院として自己

点検・評価を実施し、研究院の評価結果を公表するとともに、研究体制の見直しを含めた改善

措置を実施した。以上のことから、目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 
研究の質の向上システムに関する基本方針 

〇小項目７「研究の水準・成果を検証するためのより良いシステムを構築する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的な方策 

計画７－１「平成 17 年度から研究者個人の研究業績・実績を Web 等で公表する」に係る状況 

本報告書 54 頁の通り、平成 17 年度から研究者情報等を Web で公表した。また、本学の教育

研究上の成果を広く社会に発信することを目的として開催している「科学技術展」を、平成

18 年度から毎年開催した（本報告書 98 頁参照）。 

 

研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的な方策 

計画７－２「自己評価・外部評価の評価結果に基づいて研究体制を見直し、質を向上する」に

係る状況 

上記計画６－１の通り、研究院全体及び各部門・拠点における自己点検・評価を実施すると

もに、平成 18 年度には、外部評価〔大学評価・学位授与機構の「選択的評価事項」〕を受けて、

評価結果を公表した。また、研究の質の向上を図るため、評価結果を研究体制等の見直しに活
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用し、平成 19 年度に研究院を改組した。工学系部門では、学術分野ごとに、より評価を効率

よく行えるように再編成した。さらに分野にとらわれない融合領域の研究を推進するために、

部門を越えて研究を行なえる「拠点」を設置し、必要に応じて機動的・流動的に教員を配置で

きる体制とした（本報告書 62 頁参照）。 

 

ｂ）「小項目７」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）研究の質の検証に関する目標を達成するため、各部門・拠点及び研究院として自己

点検・評価を実施した。また、外部評価〔大学評価・学位授与機構の「選択的評価事項」〕を

受け、その結果を公表するとともに、研究体制の見直しを含めた改善措置を実施した。以上の

ことから、目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 

②中項目２の達成状況 
（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）研究の実施体制等に関する目標を達成するため、研究院の部門・拠点の枠を越えた

柔軟な組織、若手研究者及び女性研究者育成のための施策、産官学連携・知的財産センターに

おける研究コーディネータ等の配置などの研究実施体制を整備した。また、設備整備マスター

プランの策定、学術研究支援総合センターの再編、「地域連携室」及び地域インキュベーショ

ン施設の新設などの研究環境整備を行った。加えて、知的財産の創出、取得、管理のための諸

規程等を整備するとともに、自己点検・評価を実施し、その結果を公表して、研究体制の見直

しを含めた改善措置を実施した。以上のことから、目標の達成状況が非常に優れていると判断

する。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 
（優れた点）１．平成 18 年度科学技術振興調整費の｢若手人材育成拠点の設置と人事制度改革｣の

採択を受け、テニュアトラック教員の国際公募を実施した。応募者 811 名に対し

て、特任准教授として、有能な若手研究者 22 名を採用した〔うち外国人教員３

名、女性教員５名〕（計画１－５）。 

２．平成 18 年度科学技術振興調整費の｢理系女性のエンパワーメントプログラム｣の

採択を受け、「女性キャリア支援・開発センター」を設置して、キャリア支援事

業を実施・展開した（計画１－５）。 

（改善を要する点）なし 

（特色ある点）１．共生科学技術研究院組織の見直しを行い、工学系部門では、学術分野ごとによ

り評価を効率よく行えるよう再編成した。さらに、分野にとらわれない融合領

域の研究を推進するために、部門を越えた研究実施する「拠点」を設置し、必

要に応じて機動的・流動的に教員を配置できる体制とした（計画１－２）。 

２．リエゾン専門人材による学外ニーズとのマッチング活動、研究コーディネータ

が行う基礎研究段階からの実用化を見据えた研究コーディネートなど、産学官

連携・知的財産センターに配置した研究支援者が共同・受託研究の創出を推進

した（計画１－６）。 
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３ その他の目標（大項目）                  
 

（１）中項目１「社会との連携、国際交流等に関する目標」の達成状況分析 

 

①小項目の分析 
【社会との連携】 

地域社会との連携・協力、社会サービス等を推進するための基本方針 

○小項目１「国際的、全国的視野から地域社会をとらえて、自治体、NGO、NPO 等と連

携協力しつつ、本学の知的・人的資源及び土地、施設を活用し、地域社会

が必要とする社会人教育、青少年教育、政策立案、技術課題解決、防災災

害対応等に貢献する」の分析 
ａ）関連する中期計画の分析 

地域社会等との連携・協力、社会サービス等に係る具体的方策 

計画１－１「実施担当者及び担当組織の企画意図・創意を生かすことができる全

学的体制を整備する」に係る状況 

本目標（小項目１）は本学の目指す社会貢献の方向性を示しており、対象を近

隣自治体、他の国公私立大学、企業等として、下記計画１－５及び７－１の事業

を実施することとした。その際、社会への情報発信に係る事業である広報活動も

その一環の取組として行った。本計画では、平成 16～17 年度に広報・国際担当理

事の下に事務組織再編することにより、下表 1-1-A の通り、広報・社会貢献部門

の整備、担当組織との連携強化を実施した。さらに、広報・社会貢献委員会の小

委員会体制及び委員構成の見直しも行い、機能強化を図った。自己点検・評価を

行い、平成 17 年度にその見直しを実施した（資料 2-1-1-2-1、p49）。 

 

表 1-1-A 事務組織の広報・社会貢献部門の整備〔平成 16 年 12 月１日時点〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 16 事業年度に係る業務の実施に関する報告書【資料編】） 
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地域社会等との連携・協力、社会サービス等に係る具体的方策 

計画１－２「実施実務支援体制を整備する」に係る状況 

上記計画により整備した広報・社会貢献委員会が窓口となり、各部局等の協力

の下、教職員及び学生は、高校及び地域社会からの要請に応えて積極的に高大連

携 事 業 や オ ー プ ン キ ャ ン パ ス 、 高 校 へ の 出 前 講 義 な ど を 実 施 し た （ 資 料

3-1-1-2-1）。また、平成 18～19 年度に、「東京農工大学と地域を結ぶネットワー

ク」の実施体制等について検討し、連携事業の企画立案・報告をさらに効率的に

実施できるように整備した（下記表 1-2-A）。本実施実務体制の下で、公開講座・

特別講演の開催、キャンパスツァー（リーダーガイド制度の導入）、Web（オープ

ンキャンパス情報、連携事業、公開講座等のページ）更新等を実施した（資料

3-1-1-2-2）。 

表 1-2-A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 「東京農工大学 Web サイト」） 

 

資料 3-1-1-2-1 高大連携事業等実施状況（平成 18 年度） 

資料 3-1-1-2-2  公開講座・特別講演等（東京農工大学 Web サイト） 

 

地域社会等との連携・協力、社会サービス等に係る具体的方策 

計画１－３「取り組みについての自己点検評価改善体制を整備する」に係る状況 

全学計画評価委員会の国際・広報・社会貢献部会の下に設置されている広報・

社会貢献委員会等において、社会連携に関する自己点検・評価を実施した。具体

的には、東京農工大学と地域を結ぶネットワークの進捗状況調査、他大学キャン

パスツァーへの参加及び担当者訪問による事例調査、高校内説明会の視察、学部

説明会アンケート調査等により各事業の実施結果を調査・分析し、事業ごとに実

施方法・体制等の改善を図った（下記表 1-3-A にその事例を掲げる）。また、教員

の個人レベルの評価は、平成 19 年度に社会貢献（連携事業）を含む教員の諸活動

について評価を試行実施し、連携事業への参加等を適切に評価する仕組みを整備

した（上記表 3-1-A、p33）。 
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表 1-3-A 「学部説明会」「キャンパスツァー」等の改善について【事例】 

第１８－３回広報・社会貢献委員会議事要旨 

 

Ⅰ 日 時 平成１８年９月２８日（木）１４：３０～１６：００ 

Ⅱ 場 所 本部第一会議室 

・・・・（中略）・・・・ 

（３）入試広報 

①説明会等の実施状況 

・学部説明会、キャンパスツアー、学外進学相談会、団体キャンパスツアーの報告 

  菅沢副委員長から、資料 3-1～資料 3-4 に基づき説明があり、今後、実施結果を踏

まえて、学生募集改革委員会で改善を検討して行きたいとの報告があった。 

・・・・（以後、省略）・・・・ 

第１８－２回学生募集改革委員会議事要旨 

 

Ⅰ 日 時 平成１８年１０月３１日（火）１０：００～１２：３０ 

Ⅱ 場 所 本部第一会議室 

・・・・（中略）・・・・ 

（４）学部説明会アンケート結果と改善点について 

菅沢委員長より資料４に基づき説明があり、アンケート結果を踏まえ両学部で

改善点を検討願いたい旨、また、次年度の学部説明会アンケートについては、１

２月の広報・社会貢献委員会に意見を提出願いたい旨の依頼があった。なお、北

澤委員より、アンケート項目Ｑ３－６学生生活の括弧書きであるアルバイト部分

の修正意見があり、当該項目を削除することとした。 

（５）キャンパスツアーについて 

①須貝委員より資料５に基づき、次年度キャンパスツアーでは今年度のガイド学生

のうち、継続希望者をリーダーガイドにして、当日の運営業務を担当してもらう

体制としたい旨、また、夏休み学科別キャンパスツアーのガイド学生は公募した

い旨の説明があり、これを了承した。 

・・・・（以後、省略）・・・・ 

（出典：「広報・社会貢献委員会議事要旨」等） 

 

地域社会等との連携・協力、社会サービス等に係る具体的方策 

計画１－４「近隣自治体等とのネットワークを整備充実するなど地域連携体制（ネ

ットワーク）を整備充実する」に係る状況 

平成 16～19 年度においては、上記計画１－１の通り、「東京農工大学と地域を

結ぶネットワーク」の本学事務部門を強化するとともに、近隣の国公私立大学、

企業、自治体、NPO 等との地域連携組織である「社団法人学術・文化・産業ネッ

トワーク多摩」において、加盟大学・短期大学間の単位互換に関する協定締結（平

成 19 年度、下記表 1-4-A）等、事業実施体制を整備した。 

 

表 1-4-A  
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（出典 「学術・文化・産業ネットワーク多摩」単位互換に関する包括協定書） 

 

地域社会等との連携・協力、社会サービス等に係る具体的方策 

計画１－５「小中学生向け・高校生向け教育サービスの提供、社会人向け専門技

術教育（スキルアップ教育）サービスの提供、一般市民向け教養教育

サービスの提供、政策立案への寄与、環境保全・産業振興等に関わる

技術課題解決への寄与、研究連携課題の調査と連携実施、防災協力等、

多様な連携事業を中期計画期間中に 60 件以上実施する」に係る状況 

平成 16～19 年度に、上記の「東京農工大学と地域を結ぶネットワーク」各連

携事業を実施した（資料 3-1-1-5-1）。なお、平成 16～19 年度の間に実施した連

携事業は合計 84 件（１年平均 21 件）であり、中期計画に掲げる目標（60 件）を

達成した。上記の事業は Web により公表した（下記表 1-5-A）。 

事業実績に対する評価としては、日経グローカルが行った「大学地域貢献度

ランキング」において、本学が全国 448 大学中 73 位（東京、神奈川、千葉、埼玉

の大学で 100 位以内へのランクインは４校）、理工系大学のランキングでは 47 大

学中８位とされるなど、本学がこれまで実施してきた社会貢献に関する取組が評

価されている（資料 3-1-1-5-1）。 

また、本学が「特色ある有意義な創作活動」として支援を行っている学生サー

クル「ロボット研究会」が「NHK 大学ロボコン 2006」において優勝を果たし、マ

レーシア・クアラルンプールで開催された「ABU アジア・太平洋ロボコン」に日

本代表として参加した（資料 1-1-1-2-3、p5）。広報・国際担当副学長を中心とし

て、大学全体で積極的なバックアップを行った結果、ベスト８賞＆アイデア賞を

受賞した。地域における反響も大きく、小金井市長及び小金井市議会議長より、

「市民に勇気を与え、先端科学技術の発展に多大な貢献をした」として、感謝状

を授与された。なお、上記ネットワーク以外の事業では、下記表 1-5-B の事業を

実施した。 

 

表 1-5-A「東京農工大学と地域を結ぶネットワーク」連携事業実績（平成 16～19 年度） 
    年

度 

事業区分 

16 17 18 19 計 事業名等 

人 材 養 成 ・

国際交流 
１ １ １ １ ４ 「留学生による学生教育ボランティア」

人 材 養 成 ・

生涯学習 
 ２ １ １ ４

夏休み「馬の教室」、「こども体験乗馬教

室」等 

生涯学習 10 11 10 11 42

課外授業「体験サイエンス」の実施、「子

どもインターネット教室」、「子供達と動

物のふれあい授業」等 

地域課題 ３ ２ ２ １ ８
「地域防災協力ネットワーク」の構築、

「生ゴミの飼料化・肥料化」等 

・・・（以下、省略）・・・ 
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人材養成 ３ １ １ １ ６

「心身障害児童・生徒地域活動事業」学

生支援ボランティア、「子供科学教室」

等 

産学官連携  １ １ ２
「技術講習会」、「ふちゅうテクノフェア

（仮称）」 

産学官連携・

地域課題 
１ ２ １ １ ５

「電子自治体の推進」、「統合型地図情報

システムの導入」、地域情報化の推進（ア

クセシビリティ）等 

環境課題 １ ２ １ １ ５

「グリーン多摩クラスター計画策定事

業」、「日野市新エネルギービジョン推

進」等 

生涯学習、医

療・保健・福

祉 

 １ １ 「元気いっぱいサポーター事業」 

文化  １ １ ２ 「現代美術ギャラリートーク」 

文化 

環境課題 
 １ １ 「環境とアート研究会」 

その他  １ ３ ４

「府中観光プロモーション事業」、「地域

の交通安全活動」、「地域の安全なまちづ

くり」等 

合  計 19 24 19 22 84  

表 1-5-B 地域等との連携事業 

実施年度 事業概要 出典 

平成 18 年度 

・東京商工会議所の会員として「東京農工大学見学会

～東商テクノネット事業～」を本学工学部で実施し、

会員企業の社長等約 30 名の参加があった。 

平成 19 年度 
・「科学の祭典東京大会 in 小金井」に文部科学省や

NPO法人とともに毎年参加し、地域との連携を深めた。 

資料 3-1-1-5-2 

 

（出典 上記表 1-5-A～B とも東京農工大学調査データ） 

 

資料 3-1-1-5-1 東京農工大学学報（463 号） 

資料 3-1-1-5-2 東京農工大学見学会等関係資料 

 

ｂ）「小項目１」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）地域社会との連携・協力、社会サービス等の推進に関する目標を達成

するため、近隣の地方自治体、国公私立大学、自治体等との連携事業及び点検・

評価の実施体制を整備するとともに、社会貢献のために連携事業を着実に実施し

た。以上のことから、目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

産官学連携を推進するための基本方針

〇小項目２「自由な発想に基づく創造的研究及び社会的要請に基づく研究の必要性に

留意して産官学連携を主体的に実施し、双方がともに利益の得られる研究

を推進する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

産官学連携の推進に関する具体的方策

計画２－１「公募型競争的資金への積極的な応募を奨励する」に係る状況 

国・地方自治体等との産学官連携を、本報告書 55 頁の通り、実施した。平成

15 年から文部科学省が実施している「大学知的財産本部整備事業」の採択機関と

して、大学における知的財産の創出・取得・管理活用に係る活動に取り組んでお

り、その実績が評価されて、平成 17 年度に「スーパー産学官連携本部」に選定さ

れるなど、その事業を拡大した。スーパー産学官連携本部は、平成 16 年度に改組

再編した「産官学連携・知的財産センター」を核として、本部長である学長のリ
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ーダーシップの下で産学官連携活動を大学のミッションである教育、研究等の全

てを駆動する原動力と位置づけて、積極的に推進した。 

平成 16～19 年度において、「産官学連携・知的財産センター」に配置したコー

ディネータ等が中心となり、教員の積極的な応募を奨励するため、本学教員とマ

ッチングが見込まれる競争的研究資金情報を該当教員へ提供するとともに、説明

会の開催、申請の周知、申請の支援等を行った。具体的には、リエゾンコーディ

ネータが学外ニーズとのマッチング活動、研究コーディネータが基礎研究段階か

らの実用化を見据えた研究コーディネートを行い、共同・受託研究の創出を推進

した（本報告書 58-59 頁参照）。本実績については、本報告書 55-56 頁の表 3-2-A、

3-2-B の通りであり、顕著な成果をあげている。また、平成 19 年度には一定の外

部資金を獲得した教職員に対するインセンティブの付与のため、そのオーバーヘ

ッドの金額に応じ、「産官学連携奨励費」を支給することとし、より一層の公募型

競争的資金への応募を奨励した（上記表 1-6-A、p67）。 

 

ｂ）「小項目２」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）産学官連携の推進に関する目標を達成するため、研究成果の社会への

還元を教育研究と並ぶ大学の使命としてとらえ、これを実施し、公募型競争的資

金への積極的な応募を奨励した。以上のことから、目標の達成状況が非常に優れ

ていると判断する。 

 

産官学連携を推進するための基本方針

〇小項目３「社会的要請・公共性の強い研究を推進し、諸課題の解決に貢献する新技

術を開発する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

産官学連携の推進に関する具体的方策

計画３－１「学主導型の研究プロジェクトを推進する」の分析 

多様な課題に機動的に対応できる体制を整備するため、平成 16 年度からほと

んどの教員が研究院所属となる改組再編を実施し、研究院の各部門、拠点ごとに

目標を設定し、その目標に照らして、研究を推進した。学主導型の研究プロジェ

クトとして、平成 19 年度から多様な課題等に機動的に対応できるよう、部門を越

えた融合、萌芽的研究課題、分野にとらわれない萌芽的な研究プロジェクトに支

援経費を配分した（資料 2-1-1-2-2、p49）。また、組織的な競争的研究資金獲得

を目指して、産官学連携戦略委員会の下に研究戦略検討 WG を立ち上げるとともに、

研究プロジェクトチームを設置し、プロジェクトを推進した（資料 2-1-2-1-3、

p50）。 

 

ｂ）「小項目３」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）産学官連携の推進に関する目標を達成するため、多様な課題に機動的

に対応できる体制を整備し、学主導型の研究プロジェクトを推進した。以上のこ

とから、目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 

 

産官学連携を推進するための基本方針

〇小項目４「新たな分野、融合分野や多様な形態での連携に積極的に取り組む」の分

析 

ａ）関連する中期計画の分析 

産官学連携の推進に関する具体的方策

計画４－１「総合的学際的な共同研究や複数企業・国・自治体との研究連携等に
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積極的に取り組む」に係る状況 

計画３－１の通り、平成 16～19 年度に、研究院の各拠点・部門において、多

様な課題等に機動的に対応できるよう、部門を越えた融合、萌芽的研究課題、分

野にとらわれない萌芽的な研究プロジェクトを推進した。また、上記計画３－３

（p57）の通り、国・自治体との研究連携として、地域インキュベータの立地に向

けて、小金井市等と調整を重ねた結果、経済産業省所管の「新事業創出促進法」

に基づく「大学連携型起業家育成施設整備事業」に平成 18 年度に東京都、小金井

市と連携して応募し、平成 19 年度に採択を得た。既存の学内（農工大）インキュ

ベータで技術とビジネスモデルを確立し、その後、「地域インキュベータ」で財

務やマーケティングを強化し、２段階方式でベンチャーを社会に輩出する構想で

ある。なお、農林水産省知的財産戦略本部における「農林水産研究知的財産戦略」

の策定や、農林水産省農業資材審議会における特定農薬の指定、内閣府食品安全

委員会動物薬専門調査会における動物薬における安全性評価などに本学教員が参

画した（資料 2-1-2-2-1、p52）。 

 

ｂ）「小項目４」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）産学官連携の推進に関する目標を達成するため、融合、萌芽的研究課

題、分野にとらわれない萌芽的な研究プロジェクトを推進するとともに、国・自

治体との研究連携に着手した。以上のことから、目標の達成状況が非常に優れて

いると判断する。 

 

 

産官学連携を推進するための基本方針

〇小項目５「大学と企業の組織同士の明確な契約による連携を基本とし、知的財産を

適切に保護、活用する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

産官学連携の推進に関する具体的方策

計画５－１「『産官学連携・知的財産センター』の組織体制及び運営体制を充実す

る」に係る状況 

上記計画２－１（p79）の通り、大学知的財産本部整備事業（平成 15 年度）、

スーパー産学官連携本部事業（平成 17 年度）、国際的な産学官連携の推進体制整

備事業（平成 19 年度）の採択に従い、平成 16 年度に改組した「産官学連携・知

的財産センター」を、平成 17～19 年度において、総合戦略調整室、地域連携室、

産官学連携推進部、国際知的財産部、国際リエゾン室、契約事務室の部・室から

構成される組織に再編した。同センターに携わる人材としては、リエゾンコーデ

ィネータ、研究コーディネータ、知的財産専門人材、インキュベーション支援人

材、専任教員、事務補佐員等が従事しており、研究支援・産学連携チームの事務

スタッフとともに緊密に連携して活動した（構成の詳細については、本報告書

65-66 頁）。平成 19 年度には「国際リエゾン室」の新設に伴い、国際化支援スタ

ッフ、国際知的人材（弁理士）を配置した。本学は、産学官連携を大学のミッシ

ョンである教育・研究などの全てを駆動する原動力と位置づけており、本センタ

ーは産学官連携に係る契約の適正実施、知的財産の保護・活用、国際的な展開を

見据えた、本学の産学官連携活動の中核となる組織である。 

 

産官学連携の推進に関する具体的方策

計画５－２「農工大ティー・エル・オー株式会社の協力を得て学内研究シーズの

広報に努め、共同研究、技術移転、大学発ベンチャー創出・育成等を

推進する」に係る状況 

本報告書 54 頁の通り、平成 18～19 年度は、東京・田町に開設している「キャ
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ンパス･イノベーションセンター」内のリエゾン・オフィスにおいて、科学技術振

興機構（JST）と連携し、農工大 TLO の協力の下で、研究発表会、展示会等を開催

し、研究シーズをパネル化するなどの広報活動を行った。参加企業関係者のフォ

ローアップを行い、共同研究、技術移転、大学発ベンチャー創出・育成を図った

〔技術移転（ライセンス）については、上記表 4-1-B、p58-59 参照〕。また、産官

学連携・知的財産センターを中心とした、共同研究等の受入体制を整備し、実働

した。受入の実績を法人化前３年間の平均と比較すると、平成 19 年度では受入金

額で 1.3 倍、受入件数で 1.9 倍と大幅に増加した。平成 18 年度の文部科学省の報

告書によると、共同研究の受入金額は 10 位であり、教員１人当たりの共同研究

受入金額については全国 1 位となった（本報告書 55 頁参照）。 

 

ｂ）「小項目５」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）産学官連携の推進に関する目標を達成するため、「産官学連携・知的

財産センター」を設置して、大学と企業の組織同士の明確な契約による連携支援

体制を整備し、産学官連携活動を重点的に実施した。以上のことから、目標の達

成状況が非常に優れていると判断する。 

 

産官学連携を推進するための基本方針

〇小項目６「大学と社会の利益相反を適切に調整する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

産官学連携の推進に関する具体的方策

計画６－１「平成 18 年度までに利益相反のアセスメント体制を整備充実する」に

係る状況 

利益相反に関するアセスメント体制の整備状況については、平成 16 年度に制

定した各種規程及び平成 17 年度に作成した「利益相反マネジメントガイドライ

ン」「利益相反 Q&A」に基づいた利益相反マネジメントについて、新たな体制整備

を図り、平成 18 年度に全学的に実施した（上記表 4-2-A、p72 参照）。 

 

ｂ）「小項目６」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）産学官連携の推進に関する目標を達成するため、利益相反のアセスメ

ント体制を整備し、実施した。以上のことから、目標の達成状況が非常に優れて

いると判断する。 

 

地域の公私立大学等との連携・支援を推進するための基本方針 

〇小項目７「近隣の公私立大学等との連携・協力による地域貢献の強化を追求すると

ともに、教育研究面における相互補完についてもその可能性を追求する」

の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

地域の公私立大学等との連携・支援に関する具体的方策 

計画７－１「『学術・文化・産業ネットワーク多摩』を基盤とした多摩地区公私立

大学等との連携活動へ積極的に参加し、中期計画期間中、連携活動に

６件以上協力する」に係る状況 

「学術・文化・産業ネットワーク多摩」及び「三鷹ネットワーク大学」等にお

ける連携活動及び連携事業の実施体制については、計画１－４（p77）の通りであ

る。また、平成 16～19 年度の間に実施した連携事業は合計４件（１年平均１件）

であり、中期計画に掲げる目標（６件）を達成できる見込である（資料 3-1-7-1-1）。 

 

資料 3-1-7-1-1 「三鷹ネットワーク大学」連携事業関係資料 
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地域の公私立大学等との連携・支援に関する具体的方策 

計画７－２「連携大学院制度等を活用した教育研究者の交流と協力を拡充する」

に係る状況 

平成 16～19 年度において、各学府・学部等の教育研究実施体制の整備を目指

して、学外の教育研究組織との連携（連携大学院、寄附講座）により、これを強

化した（表 1-10-A、p68-69）。また、平成 19 年度に私立大学との共同大学院の創

設について検討した（資料 3-1-7-2-1）。 

 

資料 3-1-7-2-1 共同大学院に係る概算要求関係資料 

 

ｂ）「小項目７」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）地域の公私立大学等との連携・支援を推進する目標を達成するため、

「学術・文化・産業ネットワーク多摩」及び「三鷹ネットワーク大学」等におけ

る、多摩地区公私立大学等との連携活動及び連携事業を推進した。以上のことか

ら、目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

【国際交流等】 

国際交流に関する基本方針 

〇小項目８「教育・研究活動を通して本学が健全な科学技術の発展を通して世界平和

の維持と人類福祉の向上に貢献することを基本に国際交流・協力を推進す

る」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策 

計画８－１「国際交流推進センター（仮称）」を設け、留学・派遣に関する情

報提供や学生 

に対する語学教育等及び学術交流の支援業務を強化する」の分析 

本目標（小項目８）は本学の目指す国際交流の基本方針を示したものであり、

本目標に基づき、以下の小項目９以降の関連する計画において、これを展開する

こととした。本計画においては、以下の通り、「国際センター」を設置する計画を

掲げ、本学の国際交流の基軸となる組織体制を整備することとした。 

平成 16～18 年度において、国際化戦略の企画、国際交流に関する情報収集・

発信、学術研究における国際活動の支援、国際産学官連携事業の推進、日本語教

育の学内外への提供等について、これらの中核となる組織について検討した。こ

の検討結果を受けて、平成 19 年 11 月に、下記表 8-1-A の通り、「国際センター」

を設置した（資料 3-1-8-1-1）。 

「国際センター」は、本学の教育・研究活動を通し世界平和の維持と人類福祉

の向上に資することをその設置理念とし、カブール大学復興支援室や産官学連

携・知的財産センターなど学内関係機関との連携による国際交流・協力を推進し

た。 
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表 8-1-A 国際センター概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 東京農工大学調査データ） 

 

資料 3-1-8-1-1 「国際センター」の設置について（第 19－2 回経営協議会資料、平

成 19 年 10 月 24 日開催） 

 

ｂ）「小項目８」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）国際交流に関する目標達成のため、国際交流及び国際競争力強化の中

核となる国際センターを設置した。以上のことから、目標の達成状況が良好であ

ると判断する。 

 

国際交流に関する基本方針 

〇小項目９「優秀な留学生を受入れ、世界及び出身国の科学技術の発展及び平和と福

祉に貢献できるような人材養成を行う。また、本学在籍学生が海外の大

学・研究機関で知的創造活動に参画できるように、学内体制の充実を図る」

の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策 

計画９－１「英語による Web コンテンツの充実、海外での留学フェアへの参加や

姉妹校等との積極的交流を通して海外への広報活動を強化する」に係

る状況 

平成 17 年度において、従来の英文 Web ページのﾃﾞｻﾞｲﾝを一新し、コンテンツ

を更新公開した。平成 18～19 年度にかけて、コンテンツの更新を随時行うととも

に、平成 19 年度に国際センター設置にあわせて、新たな英文の Web ページを立ち

上げた（下記表 9-1-A）。また、「外国人学生のための進学説明会」、「留学生のた

めの大学院進学説明会」、「日本留学フェア」（べトナム、タイ）及び「中国高等教

育展(17 年度)」（上海、南京、北京）に参加し、資料配付を行うなど積極的な広

報活動を行った（資料 3-1-9-1-1）。 

 

 

 

両 オ フ ィ ス

で は ほ ぼ 同

等 に サ ー ビ

スを行う  
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表 9-1-A 国際センターWeb ページ（英文） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 東京農工大学 Web サイト） 

 

資料 3-1-9-1-1 留学生説明会参加等実績（平成 17～18 年度） 

 

留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策 

計画９－２「留学生に対する生活支援体制並びに財政支援体制を拡充する。」に係

る状況 

 留学生に対する生活支援及び財政支援について、下記表 9-2-A の通り、事業を

拡充・実施した。 

 

表 9-2-A 留学生に対する生活支援及び財政支援事業一覧（平成 16～19 年度） 

区分 事業内容 出典（参照資料）

 

 

 

 

 

 

 

生 活 

支 援 

・学部１・２年次生全員、大学院生及び研究生に対し

ては渡日１年目の学生にチューターを配置 

・正規の授業として日本語及び日本事情の教育を実施 

・希望者を対象に日本語課外補講及び科学技術日本語

補講を実施（平成17年度～） 

・チューターに対するオリエンテーション、指導相談

等を実施（平成18年度～） 

・大学院留学生に対するオリエンテーションを実施

（平成18年度～） 

・英文アンケートの実施（平成17年度） 

・上記アンケート結果に基づき改善を行い、外国人留

学生のために、生活上の必要な知識・情報及び大学

での諸手続の仕方等について、日本語及び英語を用

資料1-4-1-3-2、

p38 

 

 

 

資料3-1-9-2-1 

 

 

 

資料3-1-9-2-2 
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いてQ＆A方式によりわかりやすく解説した「外国人

留学生の手引」（補足）を発行・配付（平成18年度

～） 

・住居について、府中市・小金井市国際交流会館を提

供している他、一橋大学国際学生宿舎を斡旋 

 

 

表9-2-B 

 

 

財 政 

支 援 

・各種奨学金の紹介・授業料免除等による支援実施 

・アフガニスタン等の入学した渡日間もない学生及び

怪我をしてアルバイトができない私費留学生等の

特異な事情を抱える留学生に対して，「東京農工大

学留学生受け入れに伴う支援事業の会」から生活費

の一部を無利子で貸与し、学業が継続できるように

財政支援を実施 

表9-2-B 

表9-2-C 

（出典 東京農工大学調査データ） 

 

表 9-2-B 留学生に対する生活支援・財政支援について（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 「外国人留学生の手引」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・・（中略）・・・・ 
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表 9-2-C 留学生に対する生活支援・財政支援について（２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 「東京農工大学外国人留学生受入れに伴う支援事業の会要項」） 

 

資料 3-1-9-2-1 オリエンテーション等実施状況【留学生及びチュータ】（平成 18・

19 年度） 

資料 3-1-9-2-2 英文アンケート用紙、外国人留学生の手引〔補足〕【抜粋】 

 

留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策 

計画９－３「海外派遣を希望する学生の英語能力向上のため、短期語学研修プロ

グラムの開講や自習できる環境の整備を図る」に係る状況 

平成 16～19 年度に、ニューヨーク州立大学バッファロー校への短期語学研修

説明会を府中・小金井の両キャンパスにおいて開催し、平成 17 年度には同校の留

学生受入責任者を招き、留学受入れ先から求められる英語レベルについて説明し

た。また、平成 18 年度からは「短期留学推進制度（派遣）ガイダンス」を開催し

た（資料 3-1-9-3-1）。学生への周知を図るため、学生便覧、Web ページ上に短期

留学プログラムの科目開講案内等を掲載した（資料 3-1-9-3-2）。海外派遣等に必

要な英語能力の向上を目指して、国際コミュニケーション演習を学部の教養科目

に位置づけて全学的に実施した（下記表 9-3-A に該当科目シラバスを掲げる）。加

えて、大学教育センターにおいて，学内端末から利用可能な英語学習システム、

アルク・ネットアカデミーの「スーパースタンダードコース」を導入し、学生自

ら学習できる環境の整備を図った（資料 1-1-2-1-3、p6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・・（以下、省略）・・・・ 
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表 9-3-A 「国際コミュニケーション演習」シラバス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 東京農工大学 Web サイト） 

 

資料 3-1-9-3-1 短期語学研修派遣実績及び説明会等開催状況（平成 16～19 年度）

資料 3-1-9-3-2 短期留学プログラムの開講科目案内（東京農工大学 Web サイト） 

 

留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策 

計画９－４「短期留学プログラム等の英語による教育プログラムを拡充し、日本

人学生の英語能力の向上とともに、学内における学生間の国際交流の

拡大を図る」に係る状況 

平成 16～17 年度において、英語による「国際交流に関する科目」として、短

期留学プログラム授業等を開設することについて検討した結果、平成 18 年度カリ

キ ュラムか ら工学部 の学科共 通科目と して「国 際科目」 を新設し た（資 料

3-1-9-4-1）。また、海外派遣等に必要な英語能力の向上を図るため、学部の教養

科目に「国際コミュニケーション演習」を位置づけて全学的に実施した（上記表

9-3-A 参照）。学内における学生等との国際交流の拡大については、下記計画９－

８の通り、留学生と教職員との交流会の実施、日本人学生及び留学生との交流の

場の活用などにより、学生間の国際交流の拡大を図った。 

 

 

資料 3-1-9-4-1 工学部履修案内（p89、2007） 

 

留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策 

計画９－５「日仏共同博士課程制度等の多国間教育協力を積極的に推進する」に

係る状況 

平成 16～19 年度に、日仏共同博士課程制度を積極的に活用して、学生（６名）

をフランスに派遣した（資料 3-1-9-5-1）。 

 

資料 3-1-9-5-1 日仏共同博士課程学生派遣実績（平成 16～19 年度） 

 

留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策 

（ 省略）
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計画９－６「JICA 等国際関係機関の事業による留学生の受入れを積極的に推進す

る」に係る状況 

農学府において、財団法人日本国際協力センター（JICE）の留学生支援無償事

業（JDS）による留学生を受け入れた他、積極的に関連事業を実施した（資料

3-1-9-6-1）。 

 

資料 3-1-9-6-1 国際関係機関事業実績（平成 18・19 年度） 

 

教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策 

計画９－７「留学生・研究者と地域社会との学術・文化における国際交流を一層

強化する」に係る状況 

府中市児童青少年課が実施した「国際交流の集い」などの府中市立の小学校及

び中学校の国際交流事業に留学生が参加した（資料 3-1-9-7-1）。また、毎年、府

中市及び小金井市の国際交流担当者や、民間の国際交流団体関係者、民間奨学金

財団等関係者を招き、外国人留学生及び外国人研究者を交えた国際交流懇談会を

実施し、200 名以上の留学生が参加した。また、小金井ロータリークラブ、府中

国際交流プラザ、武蔵野市国際交流協会と協力して外国人地域参画プログラム等

を通じ、地域における交流を図った。さらに、毎年実施しているアフガニスタン

研究者短期招へい時に、小中学校訪問やアフガニスタン復興支援に係るシンポジ

ウム開催等を通じ、世界平和の重要性を発信して地域社会との連携を強化した（下

記表 11-1-C、p94）。 

 

資料 3-1-9-7-1 地域との交流等実績（平成 17～19 年度） 

 

教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策 

計画９－８「留学生及び研究者の受入れのための宿泊施設、さらに日本人学生や

教職員との交流スペースを兼備した国際交流会館等の施設の拡充整

備を行う」に係る状況 

平成 17 年度においては、留学生センターが５月に留学生と教職員との交流会

を実施した。小金井キャンパス 13 号館５階ラウンジを「留学生及び日本人学生の

交流の場」として環境を整備し、日本人学生及び留学生に広く認知され、交流の

場として活発に活用されるようになった。平成 18～19 年度には、国際交流会館の

入居者のため、老朽化した備え付け家具等の修繕を実施し、小金井国際交流会館

においては、居住者のネットワーク環境の向上のため、光ケーブルを導入して施

設の充実を図った。さらに平成 19 年度に、財団法人留学生支援企業協力推進協会

との連携により、地域社員寮を留学生に提供した（資料 3-1-9-8-1）。 

 

資料 3-1-9-8-1 社員寮への入居留学生推薦について（平成 19 年 12 月 19 日農工

大留 358 号） 

 

ｂ）「小項目９」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）国際交流に関する目標達成のため、国際交流及び国際競争力強化の中

核となる国際センターを設置し、英語による Web コンテンツの充実、外国人留学

生に対する広報活動、日本人学生への留学ガイダンスなどを実施した。また、留

学生用宿舎の確保・充実を図るほか、留学生の生活・財政支援体制を整備すると

ともに、外国人研究者との国際交流活動を通じ、社会に貢献する活動を行った。

以上のことから、目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

国際交流に関する基本方針 
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〇小項目 10「教育研究活動を通して世界の人材育成及び知的創造活動に貢献すること

を奨励し、かつその活動を円滑かつ効率的に推進できるような学内支援体

制を整備・構築する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策 

計画 10－１「国際的な学生交流を一層活発化させるために国際教育プログラムを

編成する」に係る状況 

平成 17 年度に、UMAP 国内委員会主催「UMAP 国際シンポジウム」開催において、

留学生センター、国際交流推進チーム及び国際交流推進チーム（留学生担当）が

実質的な事務局となり、シンポジウムを運営するとともに、この取組を通して国

際的な教育交流・学生交流プログラムの運営に必要な実務的経験を蓄積した。ま

た、農学府が主体となり、より活発な学生交流を目的の一つとする「インドシナ

研究会」を発足し、シンポジウムなどを通して、今後の国際連携のあり方を検討

した。平成 18 年度には、ベトナム、カンボジア、ラオスを中心とするインドシ

ナ半島諸国の社会基盤の復興と高等教育発展のための協力支援を行うことを検

討した（「インドシナ研究会」は下記計画 11-1 で述べる「ASEAN 諸国との協力推

進 WG」に発展した）。平成 19 年度には、以上の実績等を踏まえて、中国やタイに

設置する海外拠点を活用し、アジア地域の学生をＴ字型ドクター（横軸「幅広い

素養・知識」、縦軸「専門能力」）を育成することを目的とするアジア高度専門技

術者育成プログラムを策定し、「先端ものづくり IT エンジニアリング育成プログ

ラム」として、「『アジア人財資金構想』高度専門留学生育成事業」に申請した。

その結果、本事業は採択され、平成 20 年度からプログラムを実施することにな

った。また、大学院教育改革支援プログラムに、「科学立国人材育成プログラム」、

「体系的博士農学教育の構築」が採択され、平成 19 年度から学生を海外姉妹校

へ派遣し単位修得するプログラムを実施した（上記表 4-2-B、p11 及び 6-1-B、p24）。 

 

   表 10-1-A 「先端ものづくり IT エンジニアリング育成プログラム」概要 
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教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策 

計画 10－２「JICA 等国際関係機関の事業による研究者の受入れ及び教員の派遣を

拡大する」に係る状況 

平成 17 年度に、インドシナ半島諸国への協力について、独立行政法人国際協

力機構（以下「JICA」という）との連携を模索するため、JICA との意見交換会を

行った。その成果は、JICA 草の根技術協力事業申請につながり、平成 18 年度採

択となった。また、独立行政法人日本学術振興会（以下「JSPS」という）事業に

より４名の研究者を派遣するとともに、10 名以上の研究者を受入れた（資料

3-1-9-6-1、p87）。平成 17～19 年度にわたり、JICA、JSPS 等による各種国際交流

公募事業を学内に広く周知し、積極的な受入・派遣に向けた活動を行った。その

結果、平成 19 年度に、JSPS の「若手研究者インターナショナル・トレーニング

プログラム（以下「ITP」という）」に採択され、ポスドク・大学院生を海外に派

遣した（上記表 8-2-A、p28）。 

 

表 10-2-A 各種国際交流公募事業の周知【事例】 

 

 

 

    （出典 東京農工大学 Web サイト） 

 

教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策 

計画 10－３「研究交流として外国人研究者の受入れ、国際会議等の主催、研究発

表等を拡大する」に係る状況 

各部局における、平成 16～19 年度の本学及び外国の学生、研究者の派遣・受

入、シンポジウム等の実績については、下記表 10-1-A の通りである。また、平成

18 年度から、研究者招聘及び教員派遣を実施するため、財団法人東京農工大学後

援会経費による姉妹校等との交流に係る旅費の助成について検討し、募集要項を

策定し、公募及び選考を行った。さらに、海外姉妹校等からの来訪者に対して、

研究交流推進を目的に、積極的に研究発表を行った他、東京農工大学科学技術展
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に初の海外からの出展のためにブライトン大学の研究者を受け入れ、出展の機会

を提供した。その他、上記計画 10－２の通り、JSPS の ITP 海外派遣において、研

究発表を行うプログラムを策定し、研究発表、研究交流機会の拡大を図った（上

記表 8-2-A、p28）。 

 

表 10-1-A 研究交流実績（平成 16～19 年度） 

大学院学生 研究者 

調査対象期

間 

派遣 

(留

学） 

受入

数 
学生計 

派遣 

※（ ）は国際学会

発表のための派遣

内数 

受入 
国際シン

ポジウム

平成 16 年度 8 248 256 520 (311) 63 6

平成 17 年度 6 274 280 510 (319) 195 8

平成 18 年度 5 274 279 607 (389) 160 7

平成 19 年度 6 296 302 634 (401) 227 7

合計 25 1,092 1,117 2,271 (1,420) 645 28

    （出典 東京農工大学調査データ） 

   

教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策 

計画 10－４「全学の国際交流を推進するために、関連する事務組織は国際交流推

進センターのもとで一元化を図る」に係る状況 

平成 16～18 年度において、国際化戦略の企画、国際交流に関する情報収集・

発信、学術研究における国際活動の支援等について、これらの中核となる組織に

ついて検討した結果、平成 19 年 11 月に「国際センター」を設置し、事務組織と

しては、国際事業推進チーム、留学生交流推進チームが連携して同センターを一

元的に支援することとした（上記表 8-1-A、p84）。 

 

ｂ）「小項目 10」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）国際交流に関する目標達成のため、JICA 等国際関係機関事業参加への

奨励、教育プログラムの策定、研究者の受入・派遣、国際センターの設置による

国際交流の支援体制の整備等を実施した。以上のことから、目標の達成状況が良

好であると判断する。 

 

国際交流に関する基本方針 

〇小項目 11「姉妹校ネットワークを生かし、アジア等発展途上国の国際人材育成の拠

点とするための基礎を構築する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 

教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策 

計画 11－１ウェイト「姉妹校の拡充整備により、主要地区特にアジア地域におけ

る教育研究活動の拠点形成を行う」に係る状況 

国際的な教育研究活動拠点の形成のため、国際学術交流協定に基づく姉妹校と

の連携事業を基盤として、国際的な産学官連携活動を積極的に推進した。一方、

アジアにおける国際人材育成に係る基礎を構築するため、アフガニスタン・カブ

ール大学に対する復興支援を継続的かつ重点的に実施した。 

協定締結に係るガイドラインを策定し、下記表 11-1-A の通り、協定に基づく

連携、姉妹校の拡充整備を行った。 
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表 11-1-A 国際学術交流協定による連携事業一覧（平成 16～19 年度） 

実施年度 事業内容 出典（参照資料）

・「姉妹校協定締結のガイドライン」の検討・

策定 

 平成 16～17

年度 

・大学間学術交流協定 

【新規締結校】マヒドン大学（タイ）、スタム

フォード大学（バングラデシュ）、ブライト

ン大学（英）、カンボジア工科大学、カンボ

ジア王立農業大学 

【協定更新校】ニューヨーク州立大学バッファ

ロー校、パウリスタ総合大学（ブラジル）、

ガーナ大学など 15 校 

資料 3-1-11-1-1

・「姉妹校協定締結のガイドライン」の見直し

の実施 

・「大学間交流協定締結についてのガイドライ

ン」及び「部局間交流協定締結についてのガ

イドライン」の策定 

 

表 11-1-B 参照 

平成 18～19

年度 

・大学間学術交流協定 

【新規締結校】ラオス国立大学、韓国農村経済

研究院、国立ウズベキスタン大学及びベオグ

ラード大学（セルビアモンテネグロ）他４校 

【部局間協定】モスクワ大学理工学部、ハルピ

ン工業大学、上海交通大学機械工学院 

資料 3-1-11-1-1

（出典 東京農工大学調査データ） 

表 11-1-B  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 大学間交流協定締結についてのガイドライン） 

 

国際的な産学官連携活動として、平成 18 年度に、本学と姉妹校である英国・

ブライトン大学との間で国際産学連携や相互リエゾン・オフィス設置等に係る協

・・・（以下、省略）・・・
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議を行った結果、ブライトン大学と国際産学連携協定に調印し、多角的・包括的

な連携を行うこととなった。また、姉妹校の一つである中国・華東理工大学と産

学連携に関する協定を締結し、協力強化を目指すことになった。平成 19 年度には、

ニューヨーク州立大学バッファロー校、カリフォルニア大学デービス校、チェコ

工科大学との国際産学連携協定締結及びリエゾン・オフィス設置に向けた協議を

開始した。その結果、平成 19 年度には７箇所のリエゾン拠点につき、平成 20 年

度設置に向けた基盤が整理された（資料 2-1-3-2-5、p57）。この他、平成 19 年度

には、JSPS の北京研究連絡センターに北京事務所を設置して、アジア地域におけ

る教育研究拠点の形成を目指すこととした（資料 3-1-11-1-2）。 

アジア等発展途上国の国際人材育成に係る事業としては、平成 14 年度から「カ

ブール大学復興支援室」が中心となり、アフガニスタンに対する復興支援を継続

して実施した。平成 16～19 年度における事業は下記表 11-1-C の通りであり、本

学の目的に沿った「使命志向型の取組」として、国立大学法人評価委員会から評

価されている（資料 3-1-11-1-3）。 

さらに、平成 17 年度に、農学府が主体となり「インドシナ研究会」を立ち上

げて、研究院を縦断する研究者の交流の拠点としての機能を果たすようになった。

上記の「インドシナ研究会」をさらに発展させた全学的な検討組織「ASEAN 諸国

との協力推進 WG」を平成 18 年度に立ち上げ、国際関係機関事業による研究者の

相互交流の拡大に向けて、事業への申請のための具体的な検討を行った。 

 

表 11-1-C アフガニスタン復興支援事業（平成 16～19 年度） 

実施年月 事業内容 備考 

平成 16 年４月 アフガニスタン大使館推薦国費留学生 1 名が来日 

平成 16 年８月 アフガニスタン高等教育大臣、高等教育省国際関係

局長、カブール大学学長が本学を訪問 

平成 16 年 10 月 カブール大学から国費研究留学生５名が来日 

平成 17 年２月 カブール大学から３名の研究者が、短期研修（２月

18 日～３月 18 日）のため来学（第３期 KU 研究者

短期招へい） 

 

平成 17 年９月 平成 15 年３月に来日した第１期カブール大学から

の国費留学生 6 名が修士課程を修了し、うち２名が

本学博士課程に進学 

平成 17 年 10 月 カブール大学から４名の国費研究留学生が来日 

平成 18 年２月 カブール大学から３名の研究者（工学、農学、獣医

学分野 各 1 名）が、短期研修〔２月 10 日（金）～

３月 10 日（金）〕のため本学に来学（第４期 KU 研

究者短期招へい） 

平成 18 年３月 文部科学省の新世紀国際教育交流プロジェクト・行

政官等受入事業により、カブール大学から教育担当

副学長と工学部長を招聘〔３月 27 日（月）～31 日

（金）〕 

平成 18 年４月 アフガニスタン教育国際協力シンポジウムに参加 

平成 18 年 10 月 カブール大学から国費研究留学生４名が来日 

平成 18 年 11 月 カブール大学学長代行が本学を訪問 

平成 19 年１月 カブール大学学長が本学を訪問 

平成 19 年２月 カブール大学から研究者３名が短期研修のため来

学(第５期 KU 研究者短期招へい) 

平成 19 年２月 平成18年度東京農工大学アフガニスタン復興支援
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セミナー 開催 

平成 19 年８月 東京地区アフガニスタン復興支援大学情報交換会

開催 

平成 19 年 10 月 カブール大学から国費研究留学生３名が来日 

平成 20 年２月 カブール大学から研究者３名が短期研修のため来

日(第６期 KU 研究者短期招へい) 

平成 20 年３月 文部科学省「国際協力イニシアティブ」教育協力拠

点形成事業の委託により、国内関係大学と協力し

て、シンポジウム「日本の大学によるアフガニスタ

ン高等教育復興支援」を開催 

平成 20 年３月 カブール大学留学生２名が初の博士号取得 

（出典 「東京農工大学 Web サイト」） 

 

資料 3-1-11-1-1 大学間学術交流協定等締結校一覧（平成 16～19 年度） 

資料 3-1-11-1-2 北京事務所設置のミッションについて（第 19－４回役員会資料、

平成 19 年９月３日開催） 

資料 3-1-11-1-3 平成 17 年度に係る業務の実績に関する評価結果について（国立大

学法人評価委員会、平成 18 年９月 29 日） 

 

教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策 

計画 11－２「国際共同研究を支援するために教育研究スペースを確保する」に係

る状況 

国際共同研究支援のための教育研究スペースに係る事業として、上記計画の通

り、ブライトン大学との相互リエゾン・オフィスの設置を実施した。また、JSPS

の北京研究連絡センターに北京事務所を設置し、国際共同研究の支援のために活

用した（上記資料 3-1-11-1-2）。 

 

ｂ）「小項目 11」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）国際交流に関する目標達成のため、姉妹校の拡充整備に基づき、英国・

ブライトン大学、中国・華東理工大学との連携等による国際的な産学官連携活動

を推進するとともに、アフガニスタン・カブール大学復興支援に代表される、国

際人材育成に係る継続的な事業を重点的な取組として実施した。以上のことから、

目標の達成状況が非常に優れている判断する。 

 

②中項目１の達成状況  

（達成状況の判断）目標の達成状況が非常に優れている。 

（判断理由）社会との連携、国際交流に関する目標を達成するため、社会との連携

については、産学官連携を含む連携事業、自己点検・評価等のための円滑な実施

体制を整備するとともに、地域貢献、高大連携、産学官連携活動、他の公私立大

学等との連携事業等を推進・実施した。また、国際交流における取組としては、

国際センターを設置し、英語による Web コンテンツの充実、留学生のための広報

活動などを実施するとともに、姉妹校の拡充整備、海外事務所の設置、JICA 等国

際関係機関事業、アフガニスタン・カブール大学復興支援等を行った。以上のこ

とから、目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

（優れた点）１.「産官学連携・知的財産センター」を中心とした、産学官連携を

推進する体制を整備し、実働させた。また、国際産学連携や相互リ

エゾン・オフィス設置等に係る事業を推進しており、英国・ブライ
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トン大学等との間で国際産学連携協定に調印するとともに、多角

的・包括的な連携を行うことについて合意に達した。また、北京事

務所を設置して、アジア地域における教育研究拠点の形成を目指す

こととした（計画２－１及び 11－１）。 

２．大学間等学術交流協定に基づき、海外大学との連携を図るととも

に、本学の目的に沿った「使命志向型」の取組であるアフガニス

タンに対する復興支援を継続的に実施した（計画 11－１）。 

（改善を要する点）１．国際的な産学官連携については、まだ端を発したばかりの

取組であり、今後、一層の推進を必要とする（計画 11－１）。 

（特色ある点）１．大学の目的の周知、目的に沿った特別講演会等を開催するなど

社会への情報発信に係る事業〔広報活動〕を社会貢献の一環と

して実施した（計画１－１）。 

２．平成 17 年度に採択された「スーパー産学官連携本部」事業に

おいて、産学官連携・知的財産センターを核に、学長を本部長

として、そのリーダーシップの下で、大学のミッションである

教育、研究等の全てを駆動する原動力と位置づけて、産学官連

携を積極的に推進した（計画２－１）。 

３．国際化戦略の企画、国際交流に関する情報収集・発信、学術研

究における国際活動の支援、国際産学官連携事業の推進、日本

語教育の学内外への提供等について、これらの中核となる組織

を検討し、「国際センター」を設置した（計画８－１及び 10－

４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東京農工大学 その他（社会との連携、国際交流等） 
 

- 97 -

（２）中項目２「産業資料の収集・保管・調査研究・展示による社会サービ

スの拡充と本学における教育研究活動の質の向上に関する目

標」の達成状況分析 

 

①小項目の分析 
〇小項目１「大学附属博物館を設置し、教育面における社会サービスと本学における

教育研究の質を向上する」の分析 

ａ）関連する中期計画の分析 
計画１－１「東京農工大学工学部附属「繊維博物館」の拡充計画と農学部が進め

ている畜力農機具コレクション展示活動及び「近代農学フィールド博

物館（仮称）」構想を統合し、学外機関との連携も視野に入れつつ、

大学附属博物館を設置する」に係る状況 

平成 16～18 年度に、広報・社会貢献小委員会の下に置いた大学附属博物館設

置委員会及び設置 WG において、構想の課題等について検討し、その方向性をまと

めた。平成 19 年度に大学附属博物館設置準備委員会を中心に設置に向けて具体的

検討に入り、平成 20 年４月から「東京農工大学科学博物館」(以下「科学博物館」

という)を設置することとした（資料 3-2-1-1-1）。 

 

      表 1-1-A 科学博物館概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 「役員会資料」） 

 

資料 3-2-1-1-1 東京農工大学科学博物館（仮称）ビジョン等（第 19-29 回役員会配付

資料、平成 20 年２月 18 日開催） 

 

計画１－２「中期計画に記載されていない措置等」に係る状況 

上記計画１－１の通り、大学附属博物館の設置について検討を重ね、設置する

こととした。なお、科学博物館を設置するまでの間では、従来の繊維博物館にお

ける恒常的な諸活動の維持、平成 16 年度以降も「科学技術展」を引き続き開催す

ることにより、本学の教育研究活動の成果を社会への発信することで、本目標を

達成することとした。 
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繊維博物館では、学術的価値のある資料を多く保存、展示するとともに、学芸

員資格取得関連科目（実習含む）及び特別講義「技術革新学」を開講して教育上

の機能を果たしている。また、「子供科学教室」「友の会サークル活動」等を通

して、より地域社会への社会サービスを提供した。上記の通り、これらの機能は

科学博物館構想に盛り込まれている（資料3-2-1-2-1）。また、「科学技術展」は本

学の研究成果を広く社会に発信すること（=可視化）を目的として、昭和62年度か

ら取り組んでいる事業である。平成16年度以降も継続（隔年開催）し、平成18年

度からは毎年開催した（資料3-2-1-2-2）。平成19年度には、姉妹校の英国・ブラ

イトン大学が海外の大学として初めて出展するなど、本技術展も「国際化」の方

向へと展開している（下記表1-2-A）。 

 

表 1-2-A 「科学技術展：英国・ブライトン大学の出展」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 「東京農工大学学報」） 

 

資料 3-2-1-2-1 第 19-2 回大学附属博物館設置委員会 WG 配付資料 

資料 3-2-1-2-2 「科学技術展」資料集（表紙、p7、2007） 

 

ｂ）「小項目１」の達成状況分析 

（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 

（判断理由）目標を達成するため、担当委員会等を設置し、大学附属博物館に係る

課題等について検討し、その方向性をまとめた。設置に向けて具体的検討を行い、

平成 20 年４月に設置することとした。繊維博物館による教育・社会サービスを

実施するとともに、「科学技術展」を開催して、研究成果を発信した。以上のこ

とから、目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

②中項目２の達成状況 
（達成状況の判断）目標の達成状況が良好である。 
（判断理由）目標を達成するため、担当委員会等を設置し、大学附属博物館に係る

課題等について検討し、その方向性をまとめた。さらに、設置に向けて具体的検

討を行い、平成 20 年４月に設置することとした。また、繊維博物館による教育・

社会サービスを実施し、「科学技術展」を開催して、研究成果を発信することに

より、本学教育研究の質の向上に資する活動を行った。以上のことから、目標の
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達成状況が良好であると判断する。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 
（優れた点）１．繊維博物館では、学術的価値のある資料を多く資料を多く保存、

展示するとともに、多様な企画を通して地域社会への社会サービ

スを提供した（計画１－２）。 

２．「科学技術展」を全学的な取組として開催しており、平成 18 年度

から毎年開催して、本学研究の成果を社会に発信した（計画１－

２）。 

（改善を要する点）１．科学博物館は平成 20 年４月に設置することとなっており、

設置趣旨に沿って、今後、多様な機能を担う組織とする必

要がある（計画１－１）。 

（特色ある点）１．設置準備委員会及び設置 WG において、博物館構想の課題等に

ついて検討し、本学独自の科学博物館を設置することとした（計

画１－１）。 
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